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【橋という名のコミュニティ空間 エルフィンパーク】 

JR 北広島駅に隣接し、東西エリアを結ぶ連絡橋「エルフィンパーク」は、幅 32m・

長さ 62m・高さ 14m、開閉式ドーム型の巨大コミュニティ空間。 
イメージテーマの“エルフィン－妖精－”を、モニュメントや絵タイルで表現、多目

的な展示コーナーの設置や緑あふれる街並みの演出で、人々の交流とくつろぎの広場と

して誕生しました。 
 



「地球温暖化防止に向けて」 
 
北広島市は、まちの中央に野幌原始林が位置しており、樹林地がま

ちを囲むように存在している緑豊かなまちであります。 
このような自然環境を次の世代に受け継いでいくことは、現代を生

きる私たちの責務であると考えています。 
しかし、私たちの生活は、高度成長とともに利便性や快適性を優先

した生活へと変化し、多くのエネルギーを消費することになってきま

した。 
このようなライフスタイルが大量の二酸化炭素を放出することにな

り、気候の変動をはじめ、地球温暖化を進行させることになってきま

した。 
このまま地球に環境負荷を与え続けると、私たちの生活に大きな影

響を及ぼすことが懸念されます。 
平成１７年２月１６日、地球温暖化防止に取り組むための国際協約

である「京都議定書」が発効しました。 
私たちは、この目標を達成するため、率先して地球環境の保全に向

けた取り組みを進めていかなければなりません。 
温室効果ガスの発生が地球環境に大きな影響を与えることを認識し、

不必要なエネルギーの消費を抑制するなど、ライフスタイルを見直し

ていく必要があります。 
北広島市では、より良い環境を次代に残していくために、平成１２

年に「北広島市環境基本条例」を、平成１３年には、おおむね 50 年
後を目標とした環境の姿を目指し、これを具体的施策として推進する

ための「北広島市環境基本計画」を策定しました。 
この「北広島市地域省エネルギービジョン」は、基本計画の具体的

施策として位置づけ、市民・事業者・行政がそれぞれの役割を担い、

相互に連携し、省エネルギーの促進を地域ぐるみで一体となった取り

組みを進めるための行動指針として策定したものです。 
今後は、このビジョンに基づき、市民・企業そして社会を構成する

全ての方々の参加と協働を得て、国や北海道の地球温暖化対策と連携

しながら省エネルギーの取り組みを進めていくとともに、北広島市民

一人ひとりの具体的な行動に結び付けていくことが大切と考えており

ます。 
最後になりましたが、ビジョンの策定にあたり熱心な議論をいた

だきました策定委員をはじめ、アンケート調査やエネルギー調査に

ご協力いただきました市民の皆さまに心からお礼申し上げます。 
 

平成１８年２月 
北広島市長  上野 正三 
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 第１章 

 省エネルギービジョン策定の 

 背景と目的 

   
 
2005(平成 17)年２月、世界の多くの国が参加し温室効果

ガス排出削減を約束した「京都議定書」が発効されました。
わが国も京都議定書に基づき、さまざまな省エネルギー

対策が実施されています。 
本章では、地球温暖化の背景、国・北海道の省エネルギ

ー施策の概況を理解し、「北広島市地域省エネルギービジョ
ン策定」の目的・位置づけを示します。 

 

   



 
 
第１章 省エネルギービジョン策定の背景と目的 

 

 - 1 -

第１章 省エネルギービジョン策定の背景と目的 

 
Ⅰ－１ 地球温暖化の背景とその影響 

 
 

エネルギーは、私たちの生活や産業活動を行うために、欠くことのできない重要な資

源です。そしてエネルギー需要は、生活水準の向上や経済規模の拡大などから増大を続

けています。 
私たちは、機能の優れた家庭製品（電気・ガス器具など）や自家用車の普及および公

共交通機関の整備などにより便利な生活を享受しています。 
しかしながら、この経済活動からくるエネルギーの大量消費は、温室効果ガスである

二酸化炭素を大量に排出し地球温暖化の原因となっています。 
このような状況は、温室効果ガスの排出者である私たちが原因者であると同時に、そ

の影響を被る被害者になり得るということ

でもあります。 
国民一人ひとり、また事業者が今日そして

未来の地球環境のためにエネルギー消費の

無駄をなくし、さらなる技術開発によるエネ

ルギーの効率的な使い方を求めていかなけ

ればなりません。 
 
 

地球は、太陽光のエネルギーを受けて暖め

られている一方で、この暖められた熱エネル

ギーを宇宙空間に放出しています。この双方

の反復運動がバランスよく行われることに

より、人類が住みやすい平均した温度を保っています。 
ところが、産業革命以降、経済規模の拡大などに伴う化石燃料の大量消費や森林伐採

などにより、大量の二酸化炭素が大気中に放出されました。このため現在の大気中の二

酸化炭素濃度は、産業革命以前の約 1.3 倍の濃度になっています。二酸化炭素などの温

室効果ガスの濃度が上がると、暖められた熱を宇宙空間に放出する運動が妨げられ、地

球が温室バリアーに包まれた状態になり、地表の温度が必要以上に上がってしまいます。 
これが「地球温暖化現象」です。 
地球の気温は、20 世紀の間に 1℃上昇しました。とりわけ 1995(平成 7)年以降の高温

傾向が顕著で、このまま進むと 2100 年には 1.4～5.8℃上昇すると予測されています。 

地球温暖化のメカニズム 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 

エネルギーの大量消費は、地球の危機を招きます。
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気温上昇の影響は地球規模に及んでおり、世界各地で洪水、熱波、エルニーニョなど

が発生しています。 
★自然生態系 

・高山生態～ハイマツ、オコジョ、ライチョウなどの分布域の縮小 
・森林～ブナ林のミズナラ林への移行、スギ造林地の競争樹種増加、病害虫被害の地

域変動、ニホンジカ、サル、イノシシなどの大型哺乳動物の分布拡大 
・草地～50 年後に亜寒帯植生が石狩低地以南から消滅、冷温帯植生も九州､四国、紀伊

半島から消滅 
・生物多様性～山岳・小島嶼国、小面積樹林の固有植物群落の消滅による遺伝子プー

ル保持が困難    ＊島嶼（とうしょ）：大小の島々の意 
★気温の変化～この 100 年間で１℃上昇、異常高温発生件数の増加 
★水資源 

・３℃の気温上昇で洪水のおそれが増大 
・積雪地帯では 1～3 月河川流量増加、4～6 月は減少 

★経済・エネルギー 
・夏の気温 1℃上昇で夏物商品売上 5％増、冷房需要 500 万 kW（160 万世帯分）増加

・降水量や積雪量の変化による火力・原子力発電出力の低下 
★農林業 

・米は高緯度地域で増産、低緯度地域で高温による生育障害、全体で減産 
・害虫の越冬範囲拡大や世代交代が早まる可能性あり 

★健康 
・夏季の日最高気温上昇による肺炎罹患率の増加、熱波による高齢者の死亡率、罹患

率の増加、媒介動物の北上による感染リスクの増加（マラリア、デング熱など） 
★沿岸域 

・東京湾等内湾の汚染が進行 
・65cm の海面上昇で日本全国の砂浜海岸の 8 割以上が浸食 
・平均満潮位以下の土地、人口、資産の安全性確保のため、堤防嵩上げ等に 11 兆円の

対策費用が必要 
・地下水位の上昇や塩水化による基礎地盤の支持力の低下 

★海洋 
・熱帯・亜熱帯性のプランクトン種の日本近海における出現 
・動物プランクトンの小型化、サンゴ礁は 40cm／100 年以上の海面上昇で沈水などの

影響を受ける 
出典：環境省「地球温暖化の日本への影響 2001」 

地球温暖化は、動植物の生態系の変化、洪水・熱波などの異常気象をもたらします。



 
 
第１章 省エネルギービジョン策定の背景と目的 

 

 - 3 -

Ⅰ－２ 国の省エネルギー施策 

大気中の温室効果ガス（二酸化炭素､メタン等）の増大が地球を温暖化し自然の生態

系等に悪影響を及ぼす恐れがあることを背景に、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化

させることを目的として、1992(平成 4)年にブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催さ

れた地球環境サミット（UNCED）で気候変動枠組条約が締結されました。 
京都議定書はこの枠組条約の目的を達成するため 1997(平成 9)年京都で開催された

COP3（気候変動枠組条約第 3 回締約国会議）で採択され、先進国等に対し、温室効果

ガスを 1990(平成 2)年比で、2008(平成 20)年～2012(平成 24)年に一定数値（日本 6％、

米国 7％、EU8％）削減することを義務づけています。また、この削減を達成するため

の京都メカニズム等を導入しました。この議定書はロシアの締結により発効要件が満た

され、2005(平成 17)年 2 月 16 日に発効されました。 
  京都議定書の概要 

＊対象ガス 
・二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカー

ボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六フッ化硫黄（SF6） 
・吸収源の取り扱い～1990 年以降の新規の植林や土地利用の変化にともなう温室効果

ガス吸収量を排出量から差し引く 
＊削減約束 

・基準年は 1990(平成 2)年（HFC、PFC、SF6は 1995(平成 7)年とすることができる）

・第一期の約束期間は、2008～2012 年（5 年間の合計排出量を基準年排出量の 5 倍に

削減約束を乗じたものと比較） 
・先進国全体の対象ガスの人為的な総排出量を基準年より 5.2%削減する。国別の削減

目標は、EU8%減、米国 7%減、日本 6%減、カナダ 6%減、ロシア 0％などのほかオ

ーストラリアやアイスランドなど増加を認められている国もあります 
＊削減約束を達成する手段として「京都メカニズム」を導入 

・排出量取引～先進国が割り当てられた排出量の一部を取引できる仕組み 
・共同実施（JI）～先進国同士が共同で削減プロジェクトを行った場合に、それで得

られた削減量を参加国の間で分け合う仕組み 
・クリーン開発メカニズム（CDM）～先進国が途上国において削減・吸収プロジェク

ト等行った場合に、それによって得られた削減量・吸収量を自国の削減量・吸収量

として計算する仕組み 

京都議定書は、地球温暖化防止を図るため、第一約束期間（2008(平成 20)年～

2012(平成 24)年）までに世界の国々が協力して温室効果ガス削減を図るもので、日

本の場合は 1990(平成 2)年レベルより６％削減することを目標としました。 
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温室効果ガスの発生起源と地球温暖化係数（各温室効果ガスの地球温暖化をもたらす

効果の程度を二酸化炭素と当該効果に対する比率で表したもの）は下表の通りです。 
表１－１ 京都議定書の対象ガスの主な発生起源と地球温暖化係数 

ガスの種類 主な発生起源 地球温暖化係数

エネルギー起源 CO2 
燃料の燃焼により発生。灯油やガス等の直接消費

や化石燃料により得られた電気等を含む場合に

は、それらの消費も間接的な排出につながる 
1

非エネルギー起源 CO2 
工業過程における石灰石の消費や、廃棄物の焼却

処理等において発生 
1

メタン 
（CH4） 

水田や廃棄物最終処分場における有機物の嫌気性

発酵等において発生 
21

一酸化二窒素 
（N2O） 

一部の化学製品原料製造の過程や家畜排せつ物の

微生物による分解過程等において発生 
310

ハイドロフルオロ 
カーボン 

（HFC） 

冷凍機器・空調機器の冷媒、断熱材等の発泡剤等

に使用 
1,300

(HFC-134a)

パーフルオロカーボン 
（PFC） 

半導体の製造工程等において使用 
6,500

(PFC-14)
六フッ化硫黄 

（SF6） 
マグネシウム溶解時におけるカバーガス、半導体

等の製造工程や電気絶縁ガス等に使用 
23,900

 
国は、京都議定書の発効を受け、2005(平成 17)年 4 月、「京都議定書目標達成計画」

を策定し、温室効果ガスの排出抑制・吸収の量に関する目標を次の通りとしました。 
なお、目標年次は 2010(平成 22)年度とし、その時に達成すべき基準年（1990 年、た

だし、HFC、PFC、SF6は 1995 年）との比較増減量・比が明示されています。 
表１－２ 温室効果ガス排出抑制・吸収の量の目標 

区 分 目 標 

温室効果ガス 
2010 年度排出量 
（百万 t-CO2） 

1990 年度比 
（基準年総排出量比）

 ①エネルギー起源 CO2 1,056 ＋0.6% 

 ②非エネルギー起源 CO2 70 ▲0.3% 

 ③メタン 20 ▲0.4% 

 ④一酸化二窒素 34 ▲0.5% 

 ⑤代替フロン等３ガス（HFC、PFC、SF6） 51 ＋0.1% 

森林吸収源 ▲48 ▲3.9% 

京都メカニズム ▲20 ▲1.6% 

合 計 1,163 ▲6.0% 
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また、国は京都議定書の目標達成のため、「地球温暖化対策推進大綱」において、京

都議定書の目標年次に向けての対策をまとめています。 
 

表１－３ 地球温暖化対策推進大綱の施策体系 
１．地球温暖化対策の総合的計画的推進 

２．エネルギー需給両面の対策を中心に CO2排出削減対策の推進 

（エネルギー起源の CO2排出削減量、需要面の省エネ対策の推進） 

①自主行動計画の着実な実施とﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ ②ｴﾈﾙｷﾞｰ管理の徹底、機器効率改善強化 

③住宅･建築物の省エネ性能向上  ④環境負荷の小さい交通体系の構築 

⑤自動車交通対策 ⑥新たな省エネルギー型技術等の開発・普及 

（エネルギー供給面の CO2削減対策の推進） 

①新エネルギー対策 ②燃料転換対策 ③原子力の推進 

３．非エネルギー起源 CO2、CH4、Ｎ2O 排出抑制対策の推進 

４．代替フロン等３ガスの排出抑制対策の推進 

５．革新的な環境・エネルギー技術の研究開発の強化 

６．国民各界各層による更なる地球温暖化防止活動の推進 

①地球温暖化防止活動推進のための基盤整備と普及啓発等の推進 

７．温室効果ガス吸収源対策の推進 

①森林・林業対策の推進  ②都市緑化等の推進 

８．京都メカニズムの活用 

①基本的な考え方、京都メカニズムの活用に必要となる施策等 

９．その他 

①事業活動に伴う温室効果ガス排出量･原単位の把握・公表の推進 

②家庭におけるエネルギー消費等に伴う温室効果ガス排出量の把握の促進 

③ポリシーミックスの活用 

  (注)施策体系の小項目の統合などの整理を行った 
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国は、2010(平成 22)年度におけるエネルギー起源の CO2排出量を 1990(平成 2)年度

レベルに抑制するため、産業部門、民生部門、運輸部門の省エネルギー対策と部門横断

的省エネルギー対策をまとめ、現行対策で 5,000 万㎘（原油換算）、新規の省エネルギ

ー対策で 700 万㎘（原油換算）、全体で 5,700 万㎘の対策を推進しています。 
 

表１－４ 現行省エネルギー対策及び今後の省エネルギー対策の概要 

部門 対 策 名 省エネ量（原油換算）

現行対策   5,000 万 kℓ 

産 
業 

○経団連環境自主行動計画等に基づく措置 
○中堅工場等における省エネルギー対策 

（両方の対策で）

2,010 万 kℓ
民 
生 

○トップランナー規制による機器効率の改善 
○住宅・建築物の省エネ性能の向上 

540 万 kℓ
860 万 kℓ

運 
輸 

○トップランナー規制による機器効率の改善 
○クリーンエネルギー自動車の普及促進 
○交通システムにかかる省エネ対策 

540 万 kℓ
80 万 kℓ

970 万 kℓ

新規対策   700 万 kℓ 

産 
業 

○高性能工業炉（中小企業分） 40 万 kℓ

民 
生 

○トップランナー機器の拡大 
○高効率機器の加速的普及 
○待機時消費電力の削減 
○家庭用ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS）の普及

○業務用ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）の普及 

120 万 kℓ
50 万 kℓ
40 万 kℓ
90 万 kℓ

160 万 kℓ
運 
輸 

○トップランナー基準適合車の加速的導入 
○ハイブリッド自動車等車種の多様化等の推進 

50 万 kℓ
50 万 kℓ

分 
野 
横 
断 

○技術開発 
・高性能ボイラー          （産業関連技術）

・高性能レーザー          （産業関連技術）

・高効率照明            （民生関連技術）

・クリーンエネルギー自動車の高性能化（運輸関連技術）

（注）ハイブリッド自動車等車種の多様化等の推進の内数

100 万 kℓ
40 万 kℓ
10 万 kℓ
50 万 kℓ

－

国は、地球温暖化防止諸施策の着実な成果を上げるため、部門別の省エネルギー対

策や省エネルギー技術の開発・普及を進めています。 
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国による省エネルギー技術開発、各種制度等の概要は、次の通りです。 
 
○トップランナー方式による機器の効率改善 

家電製品、ＯＡ機器、ガス・石油機器に省エネルギー基準、自動車の燃費基準に

トップランナー方式を導入しています。トップランナー方式は省エネ基準や燃費基

準を、それぞれの機器において現在商品化されている製品のうち最も優れている機

器の性能以上にする方式で、対象機器は次の通りです。 
①乗用自動車（ｶﾞｿﾘﾝ、LPG、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ） ②貨物自動車（ｶﾞｿﾘﾝ、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ） 
③エアコン（暖冷房兼用､冷房専用） ④テレビ ⑤ビデオテープレコーダー 
⑥蛍光灯器具 ⑦複写機 ⑧電子計算機 ⑨磁気ディスク装置 
⑩電気冷蔵庫 ⑪電気冷凍庫 ⑫ストーブ  ⑬ガス調理器 ⑭ガス温水機器 
⑮石油温水機器 ⑯電気便座  ⑰自動販売機 ⑱変圧器 

 
○省エネルギーラベリング制度 

消費者に対し家電製品の省エネ性能に関する情報提供を行い、省エネ効果の高い

製品の普及を促進するための表示制度で、2004(平成 16)年 5 月現在の対象品目は

次の通りです。（表示例：省エネ基準達成率○○％、年間消費電力量○○○kWh） 
①エアコン ②蛍光灯器具 ③テレビ ④電気冷蔵庫 ⑤電気冷凍庫 
⑥ストーブ ⑦ガス調理器 ⑧ガス温水機器 ⑨石油温水機器 ⑩電気便座 
⑪電子計算機 ⑫磁気デスク装置 ⑬変圧器 

 
○省エネルギー型製品販売事業者評価制度 

省エネルギー型製品の積極的な販売や省エネルギーに関する適切な情報提供を

行っている販売業者を評価する制度。評価対象は、大型家電専門店（売場千㎡以上

で売上高に占める家電製品売上高が 50%以上）で、毎年度「省エネ型製品普及推

進優良店」を決定しランキングとともに発表、優良店にはシンボルマークを表示。 
 
○高効率給湯器の普及 

給湯需要は家庭におけるエネルギー消費量の約３割を占めることから、省エネ効

果の高い高効率給湯器の普及を促進するため補助を行っています。対象機器は次の

通りです。 
①CO2冷媒ヒートポンプ給湯器（従来の燃焼式給湯器より約 30%の省エネ達成） 
②潜熱回収給湯器（従来の燃焼式給湯器より約 15%省エネ達成） 
③ガスエンジン給湯器（熱主電従の供給により建物全体で約 10%省エネ達成） 
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○待機時消費電力の削減 
家庭における待機時消費電力量は、家庭の全電力消費量の約 10%を占めること

から、家電業界により待機時消費電力の自主削減プログラムを実施しています。 
 
○省エネ性能の優れた住宅・建築物の普及促進 

省エネ法改正により特定建築物（2,000 ㎡以上の住宅以外の建築物）の建築主に

省エネ措置の届け出を義務付け、省エネ性能の表示の普及促進、省エネ基準適合住

宅・建築物に対する支援措置を実施しています。また、2006(平成 18)年 4 月以降

は大規模改修も届け出義務が発生します。 
 
○HEMS（家庭用のエネルギー管理システム）の活用促進 

情報技術の活用で、人に代って家電機器等の最適運転やエネルギーの使用状況の

リアルタイム料金表示など、家庭における省エネ行動を支援するシステムです。 
2001(平成 13)～2005(平成 17)年度はフィールドテストで検証した後に、システム

の本格的な普及をめざします。 
 
 
 
 
 
 
 
 

   出典：NEDO（独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

 
○BEMS（業務用ビルのエネルギー管理システム） 

情報技術の活用により、業務ビルにおける室内状況を温度センサーなどにより、

リアルタイムで把握し、室内状況に応じた照明･空調等の最適な運転を可能とする

システムです。 
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   出典：NEDO（独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

 
○ESCO 事業の普及促進 

省エネルギーに関する包括的なサービスを提供し、その顧客の省エネルギーメリ

ット（光熱費の削減等）の一部を報酬として享受する事業です。 
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○アイドリングストップ車の普及促進 
アイドリングストップにより約 10%の燃費改善効果があることから、アイドリ

ングストップ車の普及・広報を進めています。 
 
○燃費性能に関する公表・車体表示制度 

省エネ法に基づく燃費基準が定められている自動車を対象に「燃費基準達成車」

「燃費基準＋5%達成車」の種別の公表及び燃費識別ステッカーの貼付をしていま

す。 
 
○交通流対策 

交通需要管理（TDM）施策の推進による自動車交通需要の調整やノンストップ

自動料金支払いシステム（ETC）の普及や道路交通情報通信システム（VICS）の

推進などによる都市部等の交通渋滞解消によりエネルギー消費の増大を抑制しま

す。 
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Ⅰ－３ 北海道の省エネルギー施策 

2003(平成15)年度の北海道の最終エネルギー消費量は、原油換算では2,141万kℓで、

1995(平成 7)年度以降、ほぼ横ばいで推移していますが、京都議定書における基準年

1990(平成 2)年と比較すると、消費量合計で 16%増となっています。 
表１－５ 部門別最終エネルギー消費量 （原油換算：万 kℓ） 

産業部門 民生部門 運輸部門 合 計  
 消費量 消費量 消費量 消費量 指 数 

1990(H 2) 
1995(H 7) 
2000(H12) 
2003(H15) 

801 
867 
840 
852 

584 
721 
714 
711 

456 
578 
619 
578 

1,841 
2,166 
2,173 
2,141 

100 
117 
118 
116 

    出典：「北海道におけるエネルギー需給等の状況について」 

 

北海道では、2000(平成 12)年「北海道省エネルギー・新エネルギー条例」を制定し

道の責務、事業者の責務、道民の責務を明示しました。 
また、同条例の規定を受けて 2002(平成 14)年２月「北海道省エネルギー・新エネル

ギー促進行動計画」が策定されました。 
この計画では、1998(平成 10)年に策定した「第３次北海道長期総合計画」計画期間

1998(平成 10)～2007(平成 19)年の着実な推進を踏まえると、人口の増加や経済成長な

どに伴いエネルギー需要が増加することが見込まれることや、省エネルギーや新エネル

ギーの導入を見込まないことを前提とすると、2010(平成 22)年度の最終エネルギー消

費量は原油換算で 2,547 万 kℓに達すると推計しています。 
基準年 1990(平成 2)年と比較すると、増加量は 706 万 kℓ、伸び率は 1.38 倍、年平均

増加率は 1.6%に達するという推計となっています。 

北海道は、国の諸施策を受け「北海道省エネルギー・新エネルギー条例」を制定し

道の責務、事業者の責務、道民の責務を明示しました。 
また、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」を策定し、2010(平成

22)年度に向けた省エネルギー目標を設定しました。 

北海道のエネルギー消費量は、1995(平成 7)年度以降ほぼ横ばいで推移しています。
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表１－６ エネルギー需給の将来推計 （原油換算：万 kℓ、炭素換算：百万トン） 
1990(H2)年との比較 

 
1990 

(H2) 

1998 

(H10)

2003 

(H15)

2010 

(H22) 増加量 増加割合 平均増加率

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 

 産業部門 

 民生部門 

 運輸部門 

1,841 

801 

584 

456 

2,027

747

680

600

2,141

852

711

578

2,547

931

861

755

706 

130 

277 

299 

38.3% 

16.2% 

47.4% 

65.6% 

1.6% 

0.7% 

2.0% 

2.6% 

エネルギー起源 

二酸化炭素排出量 
16.0 17.1 17.6 20.5 4.5 28.1% 1.2% 

出典：「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」 

北海道は、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」において、国や道が

進める省エネルギーの諸対策、事業者や道民、経済団体などによる積極的な省エネルギ

ー行動の実施などによって、京都議定書の目標年次 2010(平成 22)年度における北海道

の最終エネルギー消費量を原油換算で 372 万㎘削減することを目標としました。 
表１－７ 省エネルギーの目標 2010(平成 22)年度 (原油換算：万 kℓ) 

対 策 前 対 策 後 

部 門 
消費量 

平均伸び率 

1998 年度ベース
消費量 

平均伸び率 

1998 年度ベース 

省ｴﾈﾙｷﾞｰ量

産業部門 

民生部門 

運輸部門 

931 

861 

755 

1.9% 

2.0% 

1.9% 

825 

720 

630 

0.8% 

0.5% 

0.4% 

▲ 106 

▲ 141 

▲ 125 

合計 2,547 1.9% 2,175 0.6% ▲ 372 

出典：「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」 

また、本計画では目標を達成するために、道民、事業者、道の省エネルギーの推進及

び新エネルギーの開発・導入の推進に向けた行動を示しています。 
－道民の行動－ 

□省エネルギー型設備・機器の利用の拡大 
□新エネルギー利用設備・機器の積極的な導入 
□省エネルギー性の高い住宅の積極的な採用 

－事業者の行動－ 
□事業所におけるエネルギー管理の徹底 
□ESCO 事業の活用などによる設備･機器、建築物のエネルギー効率の改善 
□事業所内における省エネルギー教育の実施 

－道の行動－ 
□道自らも事業者として、「事業者の行動」を率先して取り組む 
□道民、事業者への支援の取組み 
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Ⅰ－４ 北広島市の環境施策 

 

北広島市は、2000(平成 12)年 4 月に「北広島市環境基本条例」を施行しました。 
本条例では、環境の保全及び創造の基本理念として、 

①良好で快適な環境の確保と将来の世代への継承 
②環境への負荷の少ない持続可能な社会の実現と市、市民及び事業者の公正な役割

分担と自主的・積極的な取組み 
③地域における地球環境保全の推進 

の 3 つを定め、それぞれの責務や基本的な施策などを掲げています。 
これに基づき市は、2001(平成 13)年 3 月に同条例の基本理念の実現に向けて、環境

の保全及び創造に関する施策を総合的、計画的に推進するため、「北広島市環境基本計

画」を策定しました。 
本計画は、2001(平成 13)年度から 2010(平成 22)年度までの 10 年間を計画推進期間

とし、北広島市のめざす環境の姿として、 
①「めざす市民の姿」～環境の大切さを理解し、環境に配慮した行動が実践できる

ひと 
②「めざす環境の姿」～豊かな自然に抱かれ、未来につづく環境都市 北広島 

を掲げ、それぞれに目標と環境施策を明示し、地域の環境はそこに住む一人ひとりが

環境の大切さを理解し、行動することが大切であるとして「人づくりを重視した取組み」

を進めています。 
 

地球環境問題に関する世界等の取組みの流れと北広島市の環境施策 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北広島市は、環境にやさしいまちづくりの実現をめざし、人づくりを進めます。 

 
地球環境問題 

 
①地球温暖化 
 
②オゾン層の 
破壊 

 
③酸性雨 
 
④砂漠化 
 
⑤森林破壊など 

世界の取組み 
1992 年：:気候変動に関する国際連合枠組み条約（EC を含む 154 ヶ国が署名） 
1997 年：京都議定書採択 
2005 年：京都議定書発効 

日本の取組み 
1990 年：地球温暖化防止行動計画 
1994 年：環境基本計画 
1998 年：地球温暖化対策推進大綱 
2005 年：京都議定書目標達成計画 

北海道の取組み 
1996 年：北海道環境基本条例 
1998 年：北海道環境基本計画 
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目標 
①ともに学び、ともに行動できるひとづくり 
＜環境施策＞ 

■環境学習の推進 
人材の育成、人材の活用 
環境学習の機会の提供 
環境学習の場の提供 
普及・啓発事業の推進 

■環境教育の推進 
 
目標 
②地域協働体制の確立 
＜環境施策＞ 

■地域協働体制の推進 
市民活動、ネットワークづくりの支援 
地域活動の促進 
近隣市町村等との連携・協力 
国際交流 

目標 
①健康で安全に生活できるまち 
＜環境施策＞ 

大気汚染の防止・水質汚濁の防止・悪臭の防止・

騒音振動の防止・有害物質対策・その他の生活

環境対策 
目標 
②人と生き物が共存する自然豊かなまち 
＜環境施策＞ 

生物多様性の確保・自然とのふれあいの促進 
目標 
③心の豊かさが実感できるまち 
＜環境施策＞ 

緑の保全と緑化の推進・ゆとりある空間の確保

自然と調和した都市景観の形成・歴史的文化遺

産の保存及び活用 
目標 
④環境への負荷の少ない循環型のまち 

＜環境施策＞ 
廃棄物対策・健全な水資源の循環･エネルギーの

適切かつ有効な利用 
目標 
⑤地球環境の保全に貢献するまち 

＜環境施策＞ 
地球温暖化の防止・オゾン層の保護 
国際交流の推進 

目 標 と 環 境 施 策 

めざす環境の姿 
豊かな自然に抱かれ、未来につづく環境都市 北広島

めざす市民の姿 
環境の大切さを理解し、環境に配慮した行動が実践で

きるひと 

北広島市環境基本計画のめざす環境の姿

北広島市の取組み
2000(平成 12)年 4 月：北広島市環境基本条例 
2001(平成 13)年 3 月：北広島市環境基本計画 

北広島市環境基本条例の基本理念 

①環境の保全及び創造は、人類の存続基盤である限りある環境の恵沢を現在及び将来の世代が享受する

とともに、良好で快適な環境が将来にわたって確保されるよう、適切に推進されなければならない。

②環境の保全及び創造は、人と自然の共存を基本として、環境への負荷の少ない持続可能な社会への実

現に向けて、市、市民及び事業者の公正な役割分担のもとに自主的かつ積極的な取組みとして行われ

るとともに、科学的な知見の充実に努めながら、総合的かつ計画的に進められなければならない。 

③地球環境保全は、地域の環境が地球全体の環境と密接に関連していることから、地域での取組みとし

て進められなければならない。 



 
 
第１章 省エネルギービジョン策定の背景と目的 

 

 - 15 -

Ⅰ－５ 北広島市地域省エネルギービジョン策定の目的 

 
 

北広島市は、道央圏の中核都市として着実な人口増加を続け、1996(平成 8)年 9 月に

市制を施行し、都市としての新たな一歩を踏み出しました。 
2001(平成 13)年 3 月、市民とともに 21 世紀における本市の確かな未来を築くため、

その実現に向けたまちづくりの指針を明らかにした「北広島市総合計画～きたひろしま

２１創造プラン～」を策定しました。 
この計画は、2001(平成 13)年度から 2010(平成 22)年度までの 10 年間における総合

的で計画的な行政運営を図ることを目的とし、めざす都市像に向けて、６つのまちづく

りの基本目標を設けています。 
このまちづくり基本目標の一つとして「環境と共生する快適なまち」があげられ、自

然･緑の保全、地球環境にやさしい循環型社会への取組み、地球環境との共生などがう

たわれており、地球環境の現状認識、環境保全のために一人ひとりの意識のさらなる向

上がまちづくりに必要としています。 
 

北広島市総合計画 

 

 

北広島市民は「環境にやさしいまちづくり」の実現をめざします。

めざす都市像 
自然と創造の調和した豊かな都市 

健康安心都市 交流文化都市 活力発展都市 

６つのまちづくり基本目標 

１．安全で安心できるまち 

２．環境と共生する快適なまち 

３．いきいきとした交流と連携のまち 

４．豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち 

５．高い都市機能をもち、活力にあふれるまち 

６．力強い産業活動が展開されるまち 
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また、1999(平成 11)年 4 月に地球温暖化対策の推進に関する法律が施行され、都道

府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の抑制等のための措置に関

する計画策定が義務付けられたことを受け、2001(平成 13)年 1 月地球温暖化防止のた

めの「－改定－北広島市環境保全に向けた率先実行計画」を策定しました。 
これに基づき市は、全公共施設において電気使用量の削減、暖房用等燃料使用量の削

減などさまざまな省エネルギー活動を展開しています。 
地球環境問題は、国、北海道がそれぞれの立場でさまざまな施策を展開していますが、

一番大切なことは、地域レベルの施策の着実な成果が地球環境保全に有効であると認識

することと考えます。 
本ビジョンは、北広島市総合計画の「まちづくり基本目標」をはじめ「北広島市環境

基本条例」の基本理念、「北広島市環境基本計画」の「めざす環境の姿」などの着実な

推進を図るため市全域のエネルギー消費の現状・将来推計、具体的な省エネルギー推進

プロジェクトの抽出など地域特性を生かした実効性の高い省エネルギー計画を策定し、

「環境にやさしいまち北広島市」の実現をめざします。 
 

計画の期間 
本ビジョンにおける目標設定対象年度は、北広島市総合計画の最終年及び京都議定書

の第１約束期間 2008(平成 20）年～2012(平成 24)年の中間年である 2010(平成 22)年と

します。 
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北広島市地域省エネルギービジョンの位置付け 

 
 
 
 

 

 

＜推進体制＞
■北広島市環境
検討委員会 

市の関係部局の
緊密な連携・調整
■北広島市環境
審議会 

基本的事項の調
査・審議 
■北広島市環境
保全協議会 

市民・事業者・市
で構成するネッ
トワーク

北広島市環境基本条例

2000(H12)年 4 月 

３つの基本理念
基本条例に基づき基本計画を策定 

北広島市環境基本計画 
2001(H13)年 3 月 

中長期的視点に立った総合的かつ
計画的に施策を展開するための指
針    

環境の大切さを理
解し、環境に配慮
した行動が実践で
きる人 

めざす環境の姿 

豊かな自然に抱か
れ、未来につづく
環境都市 北広島 

目標と環境施策
「めざす環境の姿」に 7 つの目標と各目標に環
境施策を設定 

北広島市総合計画 
2001(H13)年 3 月 

期間 2001(H13)～2010(H22) 

6 つのまちづくり基本目標 
１．安全で安心できるまち 
２．環境と共生する快適な

まち 
３．いきいきとした交流と

連携のまち 
４．豊かな心と個性ある文

化をはぐくむまち 
５．高い都市機能をもち、

活力あふれるまち 
６．力強い産業活動が展開

されるまち 

調整 

北広島市環境保全に向けた率先実行計画
（地球温暖化対策推進実行計画） 

2001(H13)年 1 月策定 
■対象：庁舎・上下水道・学校など市の

すべての事務事業 
■具体的取組み 
① 電気、暖房、庁用車の省エネルギー 
② 紙削減・再生紙使用、節水など省資源
③ ごみの排出抑制、リサイクル 
④ フロンの適正処理 
⑤ 環境配慮型製品の購入・使用 
⑥ 環境配慮型施設等の整備、適正管理 
⑦ 研修・普及啓発 
■ 目標 

2004(H16)年度、６％削減 

北広島市地域省エネルギービジョン
 

■ 対象：市全域 
 
■ 概要 
① 市全体のエネルギー消費構造分

析・将来推計 
② 部門別（民生・産業・運輸）施策

の検討 
③ 市有施設の ESCO 事業の検討 
④ 市民・事業者アンケートによる 

現状把握など 

環境に関連する個別計画・事業 

基本計画の目標の実現 

推 進 

数値目標 
2010(H22)年度
における市民
一人当たりの
二酸化炭素排
出量は国が目
標とした 6%以
上の削減 (1990
年度比 )をめざ
す。 





 

 

   

 第２章 

 北広島市の地域特性 

   
 
地域特性に相応しい省エネルギービジョンとするため、

道内各都市および北海道全体と比較しながら、北広島市の
自然・社会環境・産業特性などの地域特性を把握します。 
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第２章 北広島市の地域特性 

 
Ⅱ－１ 沿革 

市名のもとになっている「広島」は、1884(明治 17)年に広島県人 25 戸 103 人の入植

によって開拓されたことに由来します。 
1894(明治 27)年に月寒村から分離し「広島村」となり広島村戸長役場を開設、1968(昭

和 43)年に町制を施行して「広島町」となり、1996(平成 8)年の市制施行により現在の

「北広島市」になりました。 
 
Ⅱ－２ 自然環境 

１ 位置および地勢 
北広島市は、石狩平野の南部に位置する周囲約 52.5 ㎞、総面積 118.54 ㎢の都市で北

西側は札幌市、北は江別市、東は千歳川をはさんで長沼町と南幌町に、南は島松川を境

界として恵庭市に接しています。 
地形は、南西部にある島松山（標高 492.9m）から、北東方面に標高 100m 前後の波

状台地が広がり、波状台地からの幾筋もの水の流れが島松川や輪厚川などの河川となっ

て、千歳川などを経て石狩川に合流し、日本海へと注いでいます。 
地質は、大部分が洪積層からなっており、南西部の丘陵地帯では畑作や酪農、北東部

の低地では水田を中心として活用されています。 
山林は約 37.39 ㎢で、全市面積の 31.6％を占めており、南西部の島松川、仁井別川

沿い及び野幌森林から中央部に広がる国有林が主なものです。 
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２ 気象 
亜寒帯湿潤気候の裏日本型（日本海側）に属していますが、西部から北東方向にのび

る波状台地を境として、局地的な気候変化が見られます。 
冬季は冬型の気圧配置にともなう北西の季節風が卓越して雪が降りやすく、夏季は小

笠原高気圧の影響でおおむね南東風が吹き、日中晴れる日も多くなりますが、太平洋沿

岸から侵入してくる海霧の影響を受けて朝晩に曇ることがあります。また、オホーツク

海高気圧が優勢な年は冷涼な北東気流の吹き出しで気温があまり上がらず冷夏となる

ことがあります。 
北広島市の平均気温は札幌市に比べ約 2℃低く、夏季の日照時間は 5 月～9 月にかけ

て月平均で約 50 時間少なくなっています。（図２－１） 

図２－１ 北広島市と札幌市の気象特性比較 
（資料：気象庁「気象統計情報」） 

 
北広島市の最低気温（平年値）は－12.7℃で道内各都市と比較してみると（図２－２）

札幌市、石狩市に比べて寒く、旭川、帯広と同程度となっています。 
また、最深積雪の深さ（図２－３）および平均風速（図２－４）は札幌市、石狩市に

比べ小さくなっており、これは北広島市の位置によるものと思われますが、札幌市、石

狩市に比べ内陸型の気象を示していると言えます。 
北広島市の日照時間（平年値、全年 図２－５）は約 1,510 時間で帯広市より約 500

時間、札幌、函館より約 260 時間少なく、石狩市、旭川と同程度となっています。 
北広島市の降水量（平年値、全年 図２－６）は約 1,050mm で各都市の平均といえ

ます。 

北広島市と札幌市の気温・降水量・日照時間（平年値）比較
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図２－２ 各都市との気温比較     図２－３ 各都市との積雪最大深の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－４ 各都市との平均風速の比較 
 
 

図２－５ 各都市との日照時間比較    図２－６ 各都市との降水量比較 
（資料：気象庁「気象統計情報」） 
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Ⅱ－３ 人口および世帯数 

１ 北広島市全体 
北広島市の人口は 2004(平成 16)年 9月末現在で 60,253人、世帯数は 23,861世帯で、

その推移を見ると、道営北広島団地の開発が始まった 1970(昭和 45)年以降、急増して

おり、その後も住宅供給が進むにつれて増加し、1992(平成 4)年 7 月には人口 5 万人を

突破しています。 
人口および世帯数は、依然、増加傾向にありますが、世帯平均人数は 1965(昭和 40)

年の 4.89 人から漸減し、2004(平成 16)年 9 月末現在では 2.53 人と約半減しています。 

図２－７ 人口と世帯数の推移 
〈資料：市民課「住民基本台帳」、企画調整課「国勢調査」〉 

 
北広島市の世帯平均人数を道内各都市、北海道と比較すると、北海道全体平均より約

0.3 人多く、また、札幌市、江別市と比較しても高くなっています。 

図２－８ 各都市、北海道との世帯平均人数の比較 
〈資料：北海道ホームページ「住民基本台帳」平成 16 年 9 月末現在〉 
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２ 地区別 
地区別の人口、世帯数、世帯平均人数の推移（図２－９）を見ると、人口は北広島団

地地区でわずかに減少していますが、他の地区は増加傾向にあり、中でも、東部地区と

大曲地区は大幅な増加傾向を示しています。 

図２－９ 地区別人口の推移 
 
世帯数は全地区で増加傾向を示していますが、世帯平均人数は全地区で減少傾向を示

しています。 
北広島団地地区の人口は微減でしたが、世帯数は増加しているという現象が特徴的で

す。 

図２－１０ 地区別世帯数の推移 
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地区別世帯人数
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図２－１１ 地区別世帯人数の推移 
 
３ 年齢階層別 
年齢階層別の人口を見ると年少人口（0～14 歳）はわずかに減少、生産年齢人口（15

～64 歳）および老年人口（65 歳以上）は増加していますが、老年人口の増加が顕著に

なっています。 

図２－１２ 年齢階層別人口の推移 
 

図２－１３ 世帯当たりの年齢階層別人口の推移 
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年齢階層別人口を世帯数あたりで見ると、生産年齢人口および年少人口は減少してい

ますが、老年人口は増加しています。 
北広島市は核家族化、少子化傾向とともに高齢化の傾向が進んでいます。 

 
４ 流入・流出人口 

北広島市と札幌圏各都市との流入・流出人口を見ると、就業、通学とも札幌市間との

関係が強く、流出人口が多くなっています。 

図２－１４ 北広島市に常住する従業・通学者数 
〈資料：H12「国勢調査」〉 
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Ⅱ－４ 地目別土地面積 

1985(昭和 60)年から 2004(平成 16)年の地目別土地面積推移をみると、大きな変化は

見られませんが、畑と田を合わせた農地、山林および原野がわずかに減少し、宅地およ

び雑種地がわずかに増加しています。 
2004(平成 16)年 1 月 1 日現在における地目別の土地面積比は農地が約 19.9％、宅地

が 9.4％、山林が 31.6％、原野が 7.9％、雑種地が 15.8％、その他が 15.3％となってい

ます。 
北広島市のその多くが山林や農地、雑種地で占められていますが、宅地が 1 割弱とい

う状況にあり、緑豊かな市街地が維持、形成されています。 

図２－１５ 地目別土地面積の推移 
〈資料：税務課「固定資産概要調書」各年 1 月 1 日現在〉 

 
地目別面積を北海道と比較すると水田、宅地の面積比は高くなっていますが、山林の

面積比は大幅に低くなっています。 

図２－１６ 地目別土地面積の比率 
〈資料：「北海道市町村勢要覧」H15〉 
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Ⅱ－５ 産業構造 

１ 産業別従業者数（総数）の推移 
2001(平成 13)年 10 月 1 日現在の「事業所・企業統計調査」における産業別従業者数

構成割合は多くが農業である 1 次産業が 0.9％となっており、1986(昭和 61)年の 2.7％
から減少しています。 

第 2 次産業従業者数は 1986(昭和 61)年から増加傾向にありましたが、1996(平成 8)
年をピークに減少傾向にあり、2001(平成 13)年では約 21％となっています。 

一方、第 3 次産業従業者数は増加傾向が続き、2001(平成 13)年では約 78％となって

います。 
なお、2001(平成 13)年の産業別従業者数の比率は第 1 次産業がわずかに低くなって

いますがほぼ全道平均と言えます。 

図２－１７ 産業別従業者数の推移   図２－１８ 産業別従業者数の比較 
 
２ 第２次産業従業者内訳の推移 

鉱業従業者数は統計上明記されていないため、合計の従業者数から建設業を除いた員

数を製造業として、第２次産業の従業者数推移を見ました。 
年度により若干の変動はあるものの、2001(平成 13)年の製造業従業者数は 1986(昭和

61)年と比較すると 5％増加し、約 62％となっています。 

図２－１９ 第２次産業従業者数の推移 
2001(平成 13)年について全道と比較すると、北広島市は製造業の比率が高くなって

います。 
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３ 第３次産業従業者内訳の推移 
第３次産業従業者数を 2001(平成 13)年と 1986(昭和 61)年で比較すると、変動はある

ものの運輸・通信、卸売・小売･飲食店の比率が増加している反面、サービス業の比率

が減少しています。 
2001(平成 13)年について全道と比較すると、北広島市は運輸・通信およびサービス

業の比率が高くなっています。 

図２－２０ 第３次産業従業者内訳の推移 
 
４ 農業産出額、卸・小売年間商品販売額、製造品出荷額 

北広島市および北海道の主要な産出額、販売額等は表２－１の通りです。 
また、産出額を比較する基準を人口とし、北海道を 100 とした場合の北広島市の比

率を表２－２に示します。 
 

表２－１ 農業産出額、卸・小売年間商品販売額、製造品出荷額（単位：百万円） 
 農業産出額 卸売販売額 小売販売額 製造品出荷額 人口（人） 

北広島市 3,630 64,295 36,677 88,506 58,743 

北海道 1,045,700 13,571,643 6,676,190 5,608,287 5,707,654 

〈資料：「北海道市町村勢要覧」H15〉 

 
表２－２ 北海道と比較した産出額等の比較 

 農業産出額 卸売販売額 小売販売額 製造品出荷額 人口 
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北広島市の比率％
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農業産出額は、野菜生産が約 24％、養鶏が約 40％となっており、札幌などの大消費

地に隣接した都市近郊型の収益性の高い農業経営が展開されていますが、北海道と比べ

た北広島市の人口比率は約 1％であるのに対し、農業産出額比率は 0.35 倍と低くなっ

ています。卸売・小売販売額も北海道と比べると約 1/2 となっています。 
しかし、製造品出荷額の比率は 1.58 倍と高くなっています。 
製造品出荷額は金属製品および出版・印刷関連がそれぞれ約 25％を占め、化学工業

が約 15％、食品製造が約 8％となっており、札幌市を中心とした経済地域の中にあっ

て工業団地の積極的な誘致によって第２次産業も順調な発展を続けています。 
 
５ 工業団地 
北広島市は道央地区の中央部に位置し、道都札幌市に隣接していること、新千歳空港

まで至近距離であること、国道・道道の道路網が整備されていることなどから企業の進

出が盛んです。 
現在、国道 274 号と道道江別恵庭線の交差点付近には広島工業団地および広島第２

工業団地、また、国道 36 号沿いには大曲工業団地、大曲新工業団地、大曲第３工業団

地があり、金属製造業、出版・印刷関連業、食料品製造業などおよそ 200 社の企業が

立地しています。 
 
① 広島工業団地 
広島工業団地は国道 274 号の南側に 1996(昭

和 44)年から市が開発造成しました。 
総面積 54ha の工業団地で、主に鉄工業、金属

加工業、機械器具製造業の 16 社が立地していま

す。 
 
 
 
② 広島第２工業団地 
広島工業団地の向かい北側、道道江別恵庭線

西側に「広島第２工業団地」があります。 
北広島市土地開発公社が 1973(昭和 48)年から

開発造成し、総面積 53ha で、主に農業用薬剤医

薬品、住宅資材、食品の製造業等様々な企業が

約 40 社立地しています。 
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③ 大曲工業団地 
千歳、苫小牧、室蘭方面と札幌圏を結ぶ道央

の大動脈国道 36 号に接し、道央自動車道北広島

インターチェンジが約１km という好立地条件

にある 1969(昭和 44)年に開発した面積 73ha の

民間開発の工業団地です。 
食料品、金属製品の製造業、自動車修理工場

等様々な企業が 83 社立地しています。 
 
④ 大曲新工業団地 
北広島市が、1986(昭和 61)年度から進出企業

の希望を取り入れ、大曲工業団地の後背地に、

誘致の後で用地を造成する道内初の「オーダー

メイド方式」の分譲を行いました。 
総面積は 37ha で、ステンレス等の造形業、卸

売業等 33 社が立地しています。 
 
 
⑤ 大曲第３工業団地 

北広島市土地開発公社が、大曲新工業団地の

北西に 1991(平成 3)年度から事業に着手した工

業団地です。 
総面積 50ha で新聞印刷業、食品製造業、製麺

業等 22 社が立地しています。 
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世帯当りの乗用車台数（H16.3末）
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Ⅱ－６ 交通 

北広島市は JR 千歳線のほか、市の西部を道央自動車道と国道 36 号、北部を国道 274
号が走り、また東部を主要道道の江別恵庭線が通っていて、札幌圏と北海道中部および

東部を結ぶ交通の要所となっています。 
その他に、市の東部地区と西部地区（大曲方面）を結ぶ道道栗山北広島線は市民の主

要な生活ラインとなっています。 
 
１ 自動車保有数 
北広島市の自動車保有台数は年々増加していますが、人口・世帯数の増加にともなう

乗用車台数の増加が大きく、2004(平成 16)年 3 月末の乗用車保有台数は 28,285 台（軽

自動車を含む）で世帯当たり 1.21 台となっています。 

図２－２１ 自動車保有台数の推移（各年 3 月末現在） 
〈資料：北海道陸運協会「自動車統計」〉 

 
2004(平成 16)年 3 月末の世帯当たりの乗

用車保有台数を札幌市および全道と比較

しても、高い数値となっています。 
 
 
 
 
 
       図２－２２ 自動車保有台数の比較 
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２ JR 利用人員数 
JR 北広島駅の利用人員数は人口の増加傾向とは反対に現在減少傾向にあります。 
2003(平成 15)年度の 1 日当たりの利用人員数は約 8,360 人となっています。 
1 日の利用人員数を北広島市の総人口で割った利用率でも減少傾向を示し、2003(平

成 15)年度での利用率は約 14％となっています。 

図２－２３ JR 北広島駅利用人員数の推移 
 
また、上野幌駅は通学、通勤者の増加等から 1998(平成 10)年 3 月 1 日より有人化さ

れました。 
一日当たりの利用人員は、1998(平成 10)年度の 1,560 人から 2003 (平成 15)年度の

1,860 人と増加傾向にあります。 

図２－２４ JR 上野幌駅利用人員数の推移 
〈資料：北海道旅客鉄道（株）経営企画部〉 
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３ バス 
市内を運行しているバスは北海道中央バス㈱と JR 北海道バス㈱の 2 社です。 
統計記録が残されている 1995(平成 7)年度からのバス利用人員数を図２－２５に示

します。 
市内線・市外線を合わせたバスの利用人員数も JR と同様に減少傾向にありましたが

近年は上昇傾向に転じています。 
2003(平成 15)年度の 1 日当たりの利用人員数は約 7,960 人となっています。 
1 日の利用人員数を北広島市の総人口で割った 2003（平成 15）年度の利用率は約 13.5 
％となっています。 

図２－２５ バス利用人員数の推移 
〈資料：JR 北海道バス（株）、北海道中央バス（株）〉 
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Ⅱ－７ 廃棄物 

家庭および商店・飲食店などの事業所から排出される一般廃棄物は、資源ごみを除き、

クリーンセンターで破砕処理し、埋め立て処分をしています。 
びん、缶、ペットボトル、プラスチック製容器、紙製容器、ダンボールなどの資源ご

みはリサイクルあるいは有価物として売却しています。 
北広島市民一人が 1 日に排出するごみの量は 1998(平成 10)年度をピークに減少する

傾向にあります。（図２－２６） 
北広島市は恵庭市、長沼町、南幌町、由仁町、栗山町の 2 市 4 町で「道央地域ごみ処

理広域化推進協議会」を設立し、2003(平成 15)年 5 月には「ごみ広域処理施設整備基

本方針（案）」が同協議会から示され、広域施設整備に向けた取組みが進められること

になりました。 
一般廃棄物処理基本計画(平成 15 年度)では、広域処理が始まるまでに、2004(平成 16)

～2008(平成 20)年度までの期間で、普通ごみを 150ｇ／人・日削減する目標を設定し

ています。 

    図２－２６ ごみ処理状況  〈資料：環境課〉 
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本章は、各種の統計資料等を用いて、北広島市のエネル

ギー消費の現状とその特徴を把握し、本ビジョンの目標設
定の基礎資料となる、エネルギー消費量の将来推計とそれ
に関わる二酸化炭素排出量の推計を行います。 
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第３章 北広島市のエネルギー使用実態と将来予測 

Ⅲ－１ エネルギー使用実態 

 
１ 算定対象部門 
北広島市のエネルギー需要量の推計対象部門は、①エネルギー転換部門、②産業部門、

③民生部門、④運輸部門、⑤廃棄物部門、の５つに分類出来ます。 
表３－１に各部門の細分と算定対象エネルギーを示します。 

 
表３－１ エネルギー需要量の算定対象部門と対象エネルギー 

部 門 区 分 算定対象エネルギー 

エネルギー転換 熱供給事業 熱供給に係わる搬送用電力消費量を対象とする。熱生

産用エネルギー消費は民生部門に見込むものとする 
農林業 消費された化石燃料及び電力消費量 
建設業 同上 
製造業 同上 

産 業 

上水道 搬送用電力 

家庭用 
家庭における灯油、LPG、都市ガス、石炭、電力消費

量等（自家用車によるエネルギー消費は運輸部門の自

動車に含む） 

業務用 業務用建物における重油、灯油、LPG、都市ガス、電

力消費量等 

民 生 

街路灯 市域の街路灯で使用される電力消費量 

自動車 自動車によるガソリン、軽油、LPG 消費量。自家用車

のエネルギー消費を含む 運 輸 
鉄道 鉄道による軽油及び電力消費量 

廃棄物 下水道事業 下水道事業で使用される化石燃料及び電力消費量 
 
２ 算定対象期間 
算定対象期間は、1985(昭和 60)年～2003(平成 15)年までの 19 年間とします。 

３ エネルギー需要量推計方法 
エネルギー需要量の推計は、算定対象部門毎に、実績値のあるものは実績値を、な

いものについては各々関連する国及び北海道の経済指標などをもとにエネルギー消

費に関する原単位を設定し、それを積み上げることにより行いました。各算定対象部

門におけるエネルギー需要量の推計方法の概略を表３－２に示します。 

北広島市における2003(平成15)年の総エネルギー消費量は、原油換算で17.5万㎘、

200ℓドラム缶約 87 万本に相当します。 
部門別では、民生部門の家庭用が 34.5%、運輸部門の自動車が 31.3%と大きな割合

を占めています。 



 
 

第３章 北広島市のエネルギー使用実態と将来予測 
 

 - 35 -

表３－２ エネルギー需要量の推計方法 
部 門 区 分 算 定 方 法 

エネルギー 
転換 熱供給事業 熱供給事業の実績値を用いた。 

農林業 

国の生産額当たりエネルギー源別消費原単位を算出し、それと

北広島市の生産額から求めた。 
算定式：（農林業エネルギー源別消費量）÷（農林業総生産額）

×（北広島市農林業総生産額推計値） 

建設業 

国の生産額当たりエネルギー源別消費原単位を算出し、それと

北広島市の生産額から求めた。 
算定式：（建設業エネルギー源別消費量）÷（建設業総生産額）

×（北広島市建設業総生産額推計値） 

製造業 

「石油等消費構造統計表」から札幌市の 30 人以上の事業所のエ

ネルギー源別消費量を北広島市の製造品出荷額等から補正して

単位製造品出荷額当たりのエネルギー消費量を求めた。 
算定式：（札幌市産業別製造品出荷額等当たりエネルギー源別消

費量）×（北広島市産業別製造品出荷額等） 

産 業 

上水道 水道事業のエネルギー消費量実績値 

家庭用 

灯油、LPG、石炭の家庭用エネルギー需要は、北海道消費者協

会・石油連盟の道内の家庭用エネルギー消費に関するアンケー

ト調査の戸建と集合世帯の一世帯当たりエネルギー消費量に市

の世帯数を乗じ算出した。電気は市統計書にある市域の電力使

用量のうち、従量電灯電力量などの家庭向け電力量を足し合わ

せ、家庭用電気使用量の総量を算出した。 
電気以外エネルギーの算定式：（北海道消費者協会調査戸建世帯

エネルギー源別消費量）×（北広島市戸建世帯数）＋（北海道

消費者協会調査集合世帯エネルギー源別消費量）×（北広島市

集合世帯数） 

業務用 

環境省関連資料より業務系建物（事務所・宿泊・物販・教育・

医療等）の建物用途別エネルギー源別単位面積当たり年間消費

原単位を設定し、市内の建物用途別延床面積を乗じてエネルギ

ー消費量を求める。 
算定式：（北広島市建物用途別延床面積）×（環境省建物用途別

単位面積当たりエネルギー源別消費量） 

民 生 

街路灯用 
電力量 市統計書にある街路灯電力消費量を使用した。 

自動車 

北海道の年間自動車用エネルギー消費量を北広島市の車種別保

有台数で案分しエネルギー消費量を求めた。 
算定式：（北海道自動車エネルギー源別消費量）÷（北海道エネ

ルギー源別保有台数）×（北広島市エネルギー源別保有台数）

運 輸 

鉄道 

鉄道のエネルギー消費は、人間活動に由来するものと考えられ

ることから、全道の鉄道のエネルギー源別消費量を全道と北広

島市の人口で案分し、北広島市分のエネルギー消費量を求めた。

算定式：（北海道鉄道エネルギー源別消費量）×（対北海道北広

島市人口割合） 
廃棄物 下水道事業 市下水処理場におけるエネルギー消費量の実績値を用いた。 
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４ 推計に用いる北広島市の人口及び世帯数について 
エネルギー需要量の推計に使用する人口及び世帯数は、住民基本台帳の人口及び世帯

数を基本とし、将来人口及び世帯数は「2001－2010 北広島市総合計画 ～きたひろ

しま２１創造プラン～」に示された 2010(平成 22)年の見込み人口 67,000 人と世帯数

28,000 世帯を用い現状の傾向を延長した人口及び世帯数を用いました。 
推計に用いた北広島市の人口及び世帯数、並びに、将来推計値を図３－１に示します。 
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図３－１ エネルギー需要量の推計に用いた人口及び世帯数 
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５ エネルギー需要量算出結果 
（１）北広島市のエネルギー需要量 

北広島市全体のエネルギー消費量（図３－２、３－３）は、1985(昭和 60)年の

3,193 TJ（原油換算 83,578 ㎘）から 2003(平成 15)年の 6,679TJ（原油換算 174,844
㎘）と、一定して増加傾向で推移しています。また、部門別のエネルギー消費量の

推移を見ると（図３－４）、近年、産業部門は横ばいに推移していますが、民生部

門と運輸部門は増加傾向に推移しており、特に、民生部門の家庭と運輸部門の自動

車の増加量が大きくなっています。 

 
図３－２ 北広島市のエネルギー需要量の推移 

 
※単位の説明 

 TJ（テラジュール）：1012倍（１兆倍） 

 GJ（ギガジュール）：109 倍（10 億倍） 

 MJ（メガジュール）：106 倍（100 万倍） 

 J（ジュール）とは、熱量のことで、約 4.2J が１cal（カロリー） 
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図３－３ 北広島市エネルギー需要量部門別構成比の推移 

 

 
図３－４ 北広島市部門別エネルギー需要量の推移 
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合計

京都議定書の基準年である 1990(平成 2)年度のエネルギー需要量は 4,232TJ/年
（原油換算 110,795 ㎘）、推計の最近年である 2003(平成 15)年度は、前述のように

6,679TJ/年（原油換算 174,844 ㎘）であり、1990(平成 2)年の 1.58 倍となってい

ます。この増加率は、資源エネルギー庁の「総合エネルギー統計」から求めた国の

伸び率 1.20 倍（1990(平成 2)年度から 2002(平成 14)年度の伸び率）より大きな値

となっています。 
また、人口一人当たりのエネルギー需要量（図３－５）は、1990(平成 2)年度で

88.6GJ /(年・人)（原油換算 2,320ℓ）、2003(平成 15)年度で 112.2GJ/(年・人)（原

油換算 2,938ℓ）と、約 1.27 倍となっており、総需要量の伸びより小さな値となっ

ています。 

 
図３－５ 北広島市一人当たりエネルギー需要量の推移 

 
（２）分野別エネルギー需要量 

北広島市の分野別エネルギー需要構成比（図３－６）を 2003(平成 15)年度につ

いてみると、民生部門の家庭が 34.5％と最も大きな部分を占めており、次いで、

運輸部門の自動車が 31.3％、民生部門の業務が 14.6％、産業部門の製造業 11.5％
となっており、この 4 つで全体の 92％を占めています。 
したがって、北広島市では、民生部門、運輸部門、製造業におけるエネルギー需

要量が多いのが特徴といえます。 
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図３－６ 北広島市 分野別エネルギー需要構成比（2003(平成 15)年度） 
 
（３）エネルギー源別構成 

北広島市のエネルギー源別需要量を図３－７、構成比の推移を図３－８、2003
（平成 15)年度の構成比を図３－９に示します。 

2003(平成 15)年の北広島市エネルギー源別構成は、石油系 64.1％、電気 35.2％、

地域熱供給で使用する再生油 0.6％となっており、石油系の占める割合が大きくな

っています。 

 
図３－７ 北広島市 エネルギー源別需要量の推移 
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図３－８ 北広島市エネルギー源別需要量構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－９ 北広島市エネルギー源別需要構成比（2003(平成 15)年度） 
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Ⅲ－２ エネルギー消費の将来見通し 

１ 推計方法 
北広島市の将来人口と現状の部門別のエネルギー需要特性をもとに、2004(平成 16)

年度から本ビジョンの目標年である 2010(平成 22)年度までの北広島市におけるエネル

ギー需要量の将来予測を行いました。 
２ 将来人口の設定 

前節（４）「推計に用いる北広島市の人口及び世帯数について」で示した将来人口を

用いました。 
2010(平成 22)年の北広島市の人口は 67,000 人（2003(平成 15)年度の 1.12 倍）、世帯

数 28,000 世帯（2003(平成 15)年度の 1.20 倍）となっています。 
３ 推計のための設定条件 
これまで見てきた現状の経年的なエネルギー需要傾向から、各部門に表３－３に示す

条件を設定し、エネルギー需要量の将来推計を行いました。 
 

表３－３ エネルギー需要量将来推計のための部門別設定条件 
部 門 区 分 将来推計のための設定条件 

エネルギー 
転換 熱供給事業 近年横ばいに推移していることから、現状維持とした。 

農林業 農業生産額が減少傾向にあるが、現状維持とした。 
建設業 市内総生産が減少傾向にあるが、現状維持とした。 

製造業 近年、製造品出荷額等が横ばいから減少傾向にあるが、現状維
持とした。 

産 業 

上水道 人口と電力使用量の関係から将来人口を用いて算出した。 

家庭用 

世帯数は、平均世帯人員が一定して減少傾向にあることから、
この傾向を延長し、各年の人口を延長した平均世帯人員で除し
求めた。一住戸当たりのエネルギー消費原単位は、灯油、LPG
はほぼ横ばいに推移することから直近３年間の平均値を使用し
た。家庭用電力量は、経年的に一定して増加傾向にあることか
ら、この傾向を延長した。 

業務用 建物用途別延床面積が増加傾向にあることから、直近の人口一
人当たり用途別延床面積と将来人口から算出した。 

民 生 

街路灯 人口との関係で増加傾向にあることから、この傾向を延長した。

自動車 ガソリンが増加傾向にあることからその傾向を延長した。その
他の軽油、LPG は横ばいに推移することから現状維持とした。運 輸 

鉄道 近年横ばいに推移することから、現状維持とした。 

廃棄物 下水道事業 電力は人口との相関による。重油、灯油は経年的に変動が少な
いため現状維持とした。 

北広島市の本ビジョンの目標年度 2010（平成 22）年度における総エネルギー消

費量は、2003（平成 15）年度の 1.19 倍と予想されます。 
特に民生部門が一定して増加しています。 
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４ エネルギー需要量将来推計結果 
北広島市のエネルギー需要量将来推計結果を図３－１１、構成比の推移を図３－１２

に示します。また、主要年のエネルギー需要量を表３－４、図３－１０に示します。 
エネルギー需要量は、2003(平成 15)年度の 6,679TJ/年（原油換算 174,844 ㎘）に対

し、本ビジョンの目標年度である 2010(平成 22)年度には 7,945TJ/年（原油換算 207,979
㎘）と 1.19 倍になるものと予想されます。 

また、1990(平成 2)年度に 42％であった民生部門の構成比は、2003(平成 15)年度に

は 50％、2010(平成 22)年度には 52％と、一定して増加することが予想されます。これ

に対し、運輸部門は横ばいに推移し、産業部門は減少傾向で推移すると考えられます。 
したがって、需要量の半分以上を占める民生部門と、ほぼ１／３を占める運輸部門に

おけるエネルギー対策が、エネルギー需要量の削減に有効であるといえます。また、特

に、需要量の伸びが予想される民生部門における対策の強化が重要と考えられます。 
 

表３－４ 北広島市 主要年のエネルギー需要量 

 

 
図３－１０ 北広島市 主要年のエネルギー需要量 

 

年  度 1990(H2) 2003(H15) 2010(H22) 
エネルギー需要量 [TJ/年] 
 （ ）内原油換算 [㎘] 

4,232 
(110,795) 

6,679 
(174,844) 

7,945 
(207,979) 
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図３－１１ 北広島市エネルギー需要量 将来推計結果 

 

 
図３－１２ 北広島市エネルギー需要量 将来推計結果 構成比の推移 
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Ⅲ－３ 二酸化炭素排出量の将来推計 

１ 二酸化炭素排出量の推計方法 
二酸化炭素排出量は、各部門のエネルギー消費量にエネルギー源別の二酸化炭素排出

係数を乗じて算出しました。表３－５に概略の算出方法を示します。 
 

表３－５ 二酸化炭素排出量の算定対象部門と算定方法の概要 
部 門 区 分 算定対象エネルギー 

エネルギー転換 熱供給事業 
各エネルギー消費量に各々の二酸化炭素排出係数

を乗じて求めた。 
農林業 同上 
建設業 同上 
製造業 同上 

産 業 

上水道 同上 
家庭用 同上 
業務用 同上 民 生 
街路灯 同上 
自動車 同上 

運 輸 
鉄道 同上 

廃棄物 下水道事業 同上 

 
 

北広島市における CO2排出量は、1990（平成 2）年度約 28 万 3 千 t、目標年度の

2010（平成 22）年度は、1.57 倍の約 44 万 4 千 t と予想されます。 
一人当たりの排出量は、1990（平成 2）年度 5.93t-CO2/人、目標年度の 2010（平

成 22)年度は 1.1 倍の 6.63t-CO2/人と予想されます。 
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２ 北広島市における二酸化炭素排出量の算出と将来推計結果について 
（１）将来推計のための前提条件 

温室効果ガス排出量の将来推計は、エネルギー需要の推計に用いた将来人口と経

年的な部門別の各種温室効果ガス排出傾向等をもとに行いました。 
将来推計のための前提条件は、エネルギー需要量の将来推計のための前提条件と

ほぼ同じです。 
 

（２）将来人口の設定 
2010(平成 22)年度までの将来人口及び世帯数は、エネルギー需要量将来推計に

用いたものと同じものを用いました。 
 
（３）二酸化炭素排出量と将来推計結果 

1985(昭和 60)年度から 2010(平成 22)年度までの二酸化炭素排出量推計結果を図

３－１３に、構成比を図３－１４に示します。また、一人当たり排出量の推移を図

３－１５に、主要年の二酸化炭素排出量を表３－６に示します。 
北広島市の二酸化炭素排出量は、1990(平成 2)年度の 28.3 万 t-CO2/年から、

2003(平成 15)年度には 1.47 倍の 41.6 万 t-CO2/年に増加しており、温暖化防止の

目標年である 2010(平成 22)年度には 1990(平成 2)年度の 1.57 倍の 44.4 万 t-CO2/
年になるものと予想されます。 

北広島市の部門別構成比の推移を 2004(平成 16)年度以降について見ると、産業

部門は減少傾向で推移し、民生部門はほぼ横ばいであり、運輸部門のシェアは増大

すると予想されます。 
また、人口一人当たりの排出量は、1990(平成 2)年度の 5.93t-CO2/（人･年）か

ら、2003(平成 15)年度には 1.18 倍の 7.0t-CO2/（人･年）に増加しており、温暖化

防止の目標年である 2010(平成 22)年度には 1990(平成 2)年度の 1.1 倍の

6.63t-CO2/(人･年)になると予想されます。 
一方、環境省によると、わが国の 2003(平成 15)年度の 1 人当たり排出量は

9.87t-CO2/人であり、北広島市の同年の一人当たり排出量が 7.0 t-CO2/人であるこ

とから、北広島市の一人当たり排出量は全国平均より 30％程度低い値と考えられ

ます。 
 

表３－６ 北広島市 主要年の二酸化炭素排出量 

 

年  度 1990(H2) 2003(H15) 2010(H22)
二酸化炭素排出量[万 t-CO2/年] 28.3 41.6 44.4 
一人当たり排出量[t-CO2/（人・年）] 5.93 7.00 6.63 
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図３－１３ 北広島市二酸化炭素排出量将来推計結果 

図３－１４ 北広島市二酸化炭素排出量将来推計結果 構成比 

図３－１５ 北広島市人口一人当たり二酸化炭素排出量の推移 
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 省エネルギー等に関する 

 市民・事業者の意識調査 

   
 
省エネルギーを推進するためには、私たちの価値観、ラ

イフスタイルを見直すことが必要と言われています。 
市民（家庭及び事業者）の方の省エネルギーに対する認

識、エネルギー消費の実態などを把握するためアンケート
調査を実施しました。 
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第４章 省エネルギー等に関する市民・事業者の意識調査 

Ⅳ－１ 市民・事業者の意識調査について 

 
◆調査の概要・目的 

市民の地球環境問題や省エネルギーについての意識および日常生活・事業活動におけ

るエネルギー消費の実態把握を行うとともに、行政として取組みが望まれる政策・課題

についての意見を集約し、北広島市の地域特性に相応しい省エネビジョンを策定するた

めの基礎資料を得ることを目的としてアンケート調査を実施しました。 
 
◆調査対象 

一般家庭については、北広島市世帯数 24,208 世帯（平成 17 年 5 月末現在）から 700
世帯を対象としました。 

事業者は北広島市の公共施設を除く 722 事業所（従業者 5 人以上）から 395 事業所

を対象としました。 
 
◆回収率 
アンケートの発送は平成 17 年 9 月 5 日に行い、締め切りを 9 月 15 日としましたが、

締切日以降に郵送されたものも回収いたしました。 
また、回収率の向上を図るため、回答期間中にアンケートへの協力依頼を葉書でお願

いしました。 
回収結果は以下の通りです。 

 
 調査対象数 a 回収数 ｂ 回収率（ｂ／ａ）

市民（一般家庭） 700 件 434 件 62％ 
事業者 395 件 164 件 42％ 

合 計 1,095 件 598 件 55％ 
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１ 市民（家庭）の意識調査結果 
（１）回答者の概要 

回答者は男性が 36％、女性が 64％で女性の回答者が多く、年代は 40 代～60 代

が約 64％を占めています。家族構成では単身が約 9％、2 人世帯が最も多く約 32％、

3 人世帯が 27％、4 人世帯が約 20％となっており、4 人以下で約 90％を占めてい

ます。 

回答者の居住地区比率はほぼ地区の人口比例となっており、東部地区で約 25％、

北広島団地地区で約 34％、大曲地区で 24％となっており、3 地区で約 83％を占め

ています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）住居形態 
a 住まいの所有 

お住まいの所有は地区によっ

て若干異なり、大曲地区、西部

地区および西の里地区では持ち

家比率が約 90％以上となってい

ますが、東部地区約 80％、北広

島団地地区では、約 77％となっ

ています。 
2003(平成 15)年住宅・土地調査における北海道の住宅持ち家比率は約 54.1％と

なっていますので、北広島市の持ち家比率は非常に高いと言えます。 
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b 住まいの構造および広さ 
住宅構造は戸建木造が約 73%となっており、戸建て鉄筋およびブロックと合わ

せると戸建てが全体の約 85％を占めています。また、住居の部屋数は 5 部屋が最

も多く約 32％となっています。 
なお、2003(平成 15)年住宅・土地調査における北海道の 1 住宅当たりの居住室

数は 4.53 となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c 住まいの建築年次 
北海道における建物の省エネルギー基準を熱損失係数で示すと表４－１の通り

で、1980(昭和 55)年基準を 100 とすると 1992(平成 4)年基準以降は約半減してお

り、住宅の省エネ化が格段に向上しています。 
 

表４－１ 住宅の省エネルギー基準 
基  準 基準年 熱損失係数 W/㎡・k 指 数

旧省エネルギー基準 1980(S55)年 3.26 100 
新省エネルギー基準 1992(H 4)年 1.74 53 
次世代省エネルギー基準 1999(H11)年 1.60 49 

 
なお、熱損失係数とは住宅全体の断熱性能を表す数値で、冬、室内外の温度差 1℃

の時に、延べ床面積 1 ㎡当たり 1 時間に失われる熱量のことで、Q 値と呼ばれてい

ます。この値が小さいほど熱が逃げにくく、断熱性能のよい建物です。 
 
お住まいの建築年次を、省エネルギー基準が大幅に改善された 1992(平成 4)年前

後で区分すると、1991(平成 3)年以前に建築された住宅が全体で約 63％、地区別で

は北広島団地地区が最も多く約 75％となっています。 
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（３）暖房温度と暖房感 

暖房期間における暖房温度は

22℃～26℃とされている方が多く、

平均の暖房温度は全市で 23.5℃と

なっています。暖房温度の地区別

差は殆どなく、全ての地区で 23℃
～24℃の範囲内となっています。 
暖房温度と暖房感の関係では暖

房温度を低く設定されている方が、

やや寒いと感じている割合が多い

ものの、全般的にみると暖房温度

にかかわらず約 80％の方が暖かい

あるいは調度良いと感じています。 
 
セーターは、暖房温度が低いご家庭の方が着用されている割合が若干高くなって

います。暖房温度に関わらず薄着をされている方が多く、また、薄着が定着してい

るようで、今後、セーターの着用を考えている方は少ないようです。 

暖房温度（全市）

0 20 40 60 80 100

20以下

～22

～24

～26

～28超

温

度

　

℃

戸数

暖房温度と暖房感（全体）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20以下

～21

～22

～23

～24

～25

～26

～27

～28超

暖

房

温

度

　

℃

暖かい 調度良い やや寒い 寒い

暖房温度とセーターの着用

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20以下

～22

～24

～26

～28超

暖
房
温
度
　
℃

着用している 今後着用しようと思う 薄着である
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家電製品保有状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ

電気冷蔵庫

電気洗濯機

電子レンジ

電気炊飯器

温水洗浄便座

パソコン

電気ポット

ステレオ

電気冷凍庫

食器洗浄機

電気カーペット

エアコン

1台 ２台 3台以上 なし

（４）家電の保有状況 
テレビ、電気冷蔵庫、電気洗濯機はほとんどのご家庭で保有されており、テレビ

を2台保有は約36％、3台保有も約34％と2台以上保有されているご家庭は約70％
となっています。 
電子レンジは約 95％、電気炊飯器は 92％、温水洗浄便座は約 68％、パソコンは

約 67％保有されています。 
冷凍食品の普及が目覚しいことから、電気冷凍庫の所有は約 27％となっており、

4 軒に１軒は電気冷蔵庫と電気冷凍庫を組み合わせて保有していることになりま

す。 
一方、保有が少ない機器はエアコン、電気カーペットで約 10％、食器洗浄機で

13％となっています。 
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（５）地球温暖化に関する認知度 
二酸化炭素等による地球温暖化の進行については 93％の方がご存知です。しか

し、海面の上昇、気象災害の増加等日本への影響を知っている方は半数で、西日本

でのマラリアの流行については 10％の方しかご存知ないようです。 
地球温暖化防止の国民的プロジェクトであるチーム･マイナス６％については

14％の方が知っていると回答するに止まり、十分な認知には至っていないようです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）エネルギーの使用状況 

暖房エネルギーは「灯油」が 83％と最も多く、次いで「電力」が 7％、「プロパ

ンガス」および「地域熱供給」がそれぞれ 4％となっています。 
暖房機ではFF暖房機が39％と最も多く、次いでセントラルヒーティング26％、

煙突式ストーブ 23％となっています。 
室温の上下温度差が少なく、省エネルギーに有効で、健康にも理想的といわれる

床暖房の設置は 30％となっています。 
 

 
 
 

暖房システム

39%

26%

23%

2%
5% 5%

FF暖房機

セントラルヒー
ティング

煙突式ストーブ

TES（ガス焚き暖
房給湯器）

電気暖房機

その他

暖房燃料

83%

4%
4%

7% 2%

灯油

地域熱供給

プロパンガス

電力

その他

地球温暖化に関する認知度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地球温暖化

海面の上昇

気象災害の増加

マラリアの流行

チームマイナス６％

知っている 聞いたことはあるが、中身はしらない 知らない
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エネルギー代

高い 少し高い 普通

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

給湯エネルギーは「灯油」が最も多く 78％、次いで「プロパンガス」13%、電

力 5％となっています。 
給湯システムでは「灯油ボイラー」が 75％、ガスを利用した「瞬間湯沸器」お

よび TES（ガス焚暖房給湯器）で 16％、電気温水器が 7％となっています。 

 
融雪設備の設置は合計で 21％となっています。また、６％の方が今後設置した

いと回答しています。その他として屋根、軒先の融雪設備等が設置されています。 
融雪熱源は灯油が 73％、電力が 26％となっています。 

 
 

暖房・給湯などのエネルギー代については「高い」あるいは「やや高い」と感じ

ている方が 85％となっており、多くの方が光熱費の負担を感じています。 

 

融雪熱源

73%

1%

26%

灯油

プロパンガス

電力
融雪設備

3%2%

14%

2%

73%

6%
融雪槽

融雪機

ロードヒーティン
グ

その他

設置していない

今後設置してみ
たい

給湯
システム

14%

7%

75%

2%2% ガス湯沸器

電気温水器

灯油ボイラー

TES（ガス焚き暖
房給湯器）

その他

給湯燃料

78%

2%

13%

5%2%

灯油

地域熱供給

プロパンガス

電力

その他
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（７）省エネルギーへの取組み状況 
a 省エネルギーへの具体的な取組み 

ご家庭における省エネルギーへの取組み状況についてうかがいました。 
ご家族全員あるいは一部の方で取組まれていると回答されたのは約 90％となり、

省エネルギーに対する取組み意識は非常に高いといえます。 

 
具体的な取組みについてリビング、キッチン、浴室・洗面所に分け、回答をいた

だきました。結果は下図の通りで、18 項目のうち、50％以上の家庭で取組まれて

いる項目は 1５項目となっており、今後実施してみたいとする意見をふくめると 17
項目となります。 
省エネ効果の高い、不必要な暖冷房の停止については約 90％、シャワーの流し

っぱなしストップは 82％、給湯設定温度の低下は 73%、続けて入浴は 67％のご家

庭で取組まれています。 
一方、煮物などの下ごしらえは電子レンジを活用すると回答された方は約 27％

と最も低くなっています。 

省エネルギーへの取り組み状況

全員で取組んでいる 取組んでいない全員ではないが取組んでいる

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

省エネルギー取組み項目

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人のいない部屋の照明は、こまめな消灯を心がけている

暖・冷房機は不必要なつけっぱなしをしないよう気をつけている

洗濯をする時はまとめて洗うようにしている

冷蔵庫は壁から適切な間隔をあけて設置している

シャワーは流しっぱなしにしないようにしている

冷蔵庫扉の開閉は少なくし、開けている時間を短くするようにしている

洗い物をする時は、給湯器の温度設定をできるだけ低くしている

お風呂は間隔をおかず入るようにして追い焚きをしないようにしている

温水洗浄便座はこまめに温度調節し、不使用時はふたを閉めている

電気、ガス、石油機器などを買うときは、省エネルギー型を選んでいる

テレビをつけたまま、他の用事をしないようにしている

照明は、省エネ型の蛍光灯や電球型蛍光ラ ンプを使用している

冷蔵庫に物を詰めすぎないように整理整頓している

電気ポットは長時間保温しないようにしている

電気カ ーペットは用途にあったものを選び、こまめに温度調節している

冷房は２８℃を目安にしている

電気製品を使わない時はプラ グを抜き待機消費電力を少なくしている

煮物などの下ごしらえは電子レンジを活用している

実施している 今後実施しようと思う 実施していない
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー

省エネラベリング

知っている 知っているが、中身はしらない 知らない

b 住宅の省エネ 
お住まいで省エネルギーにつながる建材や機器の使用状況についてうかがいま

した。 
高断熱・高気密の住宅に住んでいると回答された方は約 42％、ペアガラスの使

用は 57％、熱回収型換気扇の使用は 7％となっています。また、太陽光を利用し

た温水ソーラーパネルを設置している住宅は 1.2％（4 戸）、太陽光発電設備の設置

は 0.6％（2 戸）となっています。 
 

 
 

c 省エネルギー制度の認知度 
トップランナー方式およ

び省エネラベリング制度の

認知度はそれぞれ 8％、12％
と低い数値となっています。 
なお、トップランナー方式

とは電気製品や自動車など

の省エネルギー基準を、現在

製品化されている最も効率

の良い製品の性能か、それ以

上に設定する方式で、機器あるいは自動車等の買い替え時に、トップランナー機器

を選択することにより、生活の快適性を損なうことなく、自動的に省エネにつなが

るものです。 
 

省エネルギー建材・機器の使用

0% 20% 40% 60% 80% 100%

温水ソーラーパネルを設置し、給湯に使用している

太陽光発電設備を設置している

熱回収型換気扇を設置している

窓にペアガラスを使用している

高断熱・高気密の住宅に住んでいる

実施している 今後実施しようと思う 実施してしない
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（８）自家用車の省エネ 
a 保有状況および用途 

自家用車は一家に 1台が 50％、2台が 31％、

3 台が 9％となっており、自家用車の普及が進

んでいます。使用用途は通勤・通学および買

い物が 29％、レジャー22％、仕事が 20％と

なっています。 
 
通勤・通学、レジャー、買い物に自動車を

使用されていると回答された方のうち省エネ

ルギーの観点から、今後、自動車利用を控え、

自転車、バス、JR 等を極力利用したいあるい

は時々利用したいと回答された方は、通勤・

通学で 36％、レジャーで 51％、買い物で 56％
となっており、公共交通への利用に前向きな

姿勢がうかがえます。 
 
現在の自家用車の車種選択で、環境性能を基準に購入された方は 3％ですが、将

来は 24％と大幅に増加しているのが特徴的で、公共交通の利用も含め、市民の環

境問題、省エネに取組む関心の高さが良く現れています。 
 

 

自動車

保有台数

0台

7%

2台

31% 1台

50%

3台

9%

4台以上

3%

主な用途

仕事

20%

通勤・通

学

29%
レジャー

22%

買い物

29%

自動車の用途

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通勤・通学

レジャー

買い物

極力利用したい 時々利用したい 利用しない

自動車の選択基準

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在

将来

燃費などの省エネ性能の高さ ハイブリット車、電気自動車など環境性能の高さ

家族の人数や使用目的に合わせて 馬力や排気量の大きさ

レジャーや趣味に合わせて 価格を重視して
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b 省エネ運転への取組み状況 
省エネ運転への取組み状況を具体的にうかがいました。 
公共交通機関の利用が約 30％と低いものの、今後を含めると 50%以上の方が、

また、タイヤ空気圧の適正化、経済速度の維持、無駄な荷物の積みっぱなし防止、

アイドリングの抑止については約 80％以上の方が、取組まれています。 
 

 

省エネ運転の取組み

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

アイ ドリングはできるだけしないようにしている

無駄な荷物の積みっぱなしはしないようにしている

経済速度を心がけ、急発進、急加速をしないようにしている

タイ ヤの空気圧は適正に保つようにしている

外出時は公共交通機関の利用を心がけている

実施している 今後実施しようと思う 実施していない
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（９）ご家庭で省エネルギーを進める上でお困りのこと 
省エネルギーを進める上で、お困りのことについて複数選択していただきました。 
選択いただいた回答のうち、 

・方法・技術について知識・情報が不足している。 
・省エネ機器・製品がわからない。 
・どこに相談したら良いのか相談先がわからない。 
・省エネルギーの効果が不明、期待できない。 

は、全体の約 57％を占めていますが、これらの項目については、何らかの形で

省エネルギーに関わる知識、情報の提供を十分に、工夫しながら行なうことによっ

て解消が期待される項目と考えられます。 
また、経済的に余裕がないとする意見も多く出されています。 

 
 

 
自由意見は 80 通寄せられており、設問項目以外に関わる意見としては以下の通りで

す。 
○自分でも他人まかせな意見だなと思うのですが．．． 
・省エネと家計が比例しているとわかればやりがいを感じる。けれども，手間がか

かり過ぎるとその時間がもったいなく感じる。 
・省エネと環境問題も気にはなるけど、本当に自分のとった行動が省エネや環境問

題に貢献できているのか目に見えるものが少なくて、やる気が失いがちになる。

周りがもっと省エネについてもっと騒ぎ出すとそうか！じゃあ私も．．．という気

にもなるが、あまりにも聞かないので、それほど重要でもないのかな？と思って

しまう事もある。で、自分だけ頑張ってるのって何か馬鹿みたいと思った事もあ

る。 

件  数 

省エネルギーを進める上でお困りのこと 

0 50 100 150 200 250

方法・技術について知識・情報が不足している

経済的に余裕がない

省エネ機器・製品がわからない

省エネルギーの効果が不明、期待できない

特に問題はない

どこに相談したら良いのか相談先がわからない

時間的余裕がない、面倒くさい

生活水準を下げたくない
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○交通の面で JR やバスの利用は嫌いではないのですが、家族での移動などでは特に

人数分の運賃となると、ガソリン代とは比べ様もないほど高くなってしまうので、

もっとファミリー割引や省エネ割引？何かがあると嬉しいです。 省エネに個人的

には協力したいと思いますが、みんながそう思わないと実現できないのでもっと国

民にむけてテレビ等でこの問題を取り上げてほしいです。（私もこのアンケートを

読んで、今までより興味を持ちました。） 
○リユース商品の不足等、根本的な部分がどうにもならない歯がゆさを感じます。 
○交通機関がもっと充実していれば公共のバス・JR を利用したいが、本数も少なく、

冬場は遅れて時間があてにならないため利用しにくい。 
 
（１０）行政に対して望まれる施策について 

北広島市で取組むことが望ましい施策を複数選択していただきました。 
・学校などにおける省エネルギー教育 
・公共交通機関の充実によるマイカー通勤の抑制 
・公共施設における省エネ機器・設備の導入 
・市のホームページなどによる省エネルギーの普及啓発活動・情報提供 

の順で選択されていますが、偏ることなく、ほぼ全体的に選択されていると考え

られ、言い換えれば、多角的な取組みが求められていると考えられます。 
 
 

 

0 50 100 150 200

学校などにおける省エネルギー教育

公共交通機関の充実によるマイ カ ー通勤の抑制

公共施設における省エネ機器・設備の導入

市のホームページなどによる省エネルギーの普及啓発活動・情報提供

公共交通機関の省エネ化・低公害車化

市の公用車の省エネ化・低公害車化

市の事務・事業における環境マネジメントシステムの導入

件  数 

行政に対して望む施策 
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自由意見は 60 通寄せられており、設問項目以外に関わる意見としては以下の通りで

す。 
○私は環境問題に関して非常に関心がありますが、たいていの人は関心がなく、”め

んどうくさい”とエネルギーやゴミの削減などをやってくれません。(以前住んで

いた時、環境モニターをやっていて感じました。）いくら行政が講座を開いたり、

ポスターやカレンダーを配布しても、やらない人はやりません。では、どうすれば

そういう人が動くのか．．．それはエネルギー削減するとトクになる事。逆にやらな

いとソンをしてしまう。という仕組みを作ること。太陽光発電、ソーラーパネル等

エネルギー削減になるものには市からの補助金を出したり、削減ポイント等を作っ

て何か得な事。逆に車の停車中にアイドリングしたままの車に対して注意をあたえ

たり罰金を取る。電気代は使えば使うほど Y＝X2 グラフのようにどんどん高くな

り、節約するとものすごく安い．．．とか。 
全然関係ないけど、函館で（私の以前住んでいた）ゴミが有料化されてゴミの量

が減りました。きちんと分別して出している人は得をしてそうでない人はソンをし

てしまう．．．だからみんなきちんと分別をしていました。こんな風に人間自分が得

になる事なら、結構めんどくさがらずやるんじゃないかと思います。このアンケー

トはエネルギーですが、ゴミの有料化は北広島市でもやるべきだと思います。燃や

せるものまで埋立てていると聞きました。有料化するお金で焼却炉を作り（そんな

に高温が出なくても良い安い焼却炉）もやせるものでダイオキシンが出ないものだ

けでも燃やしたほうが良いと思うのですが。 
○「北広島市」として環境マネジメントシステム（ISO14000 シリーズ）を取得する

事により省エネ対策が推進されるのでは．．． 
行政として取り組んで結果の効果を「数字」または「金額」により広報等で公表し

て市民に姿勢を示しては．．． 
行政として町内会等の会合に出席して省エネ対策の必要性と大切さを語りあう事。

こうすることにより市民(地域住民）一人一人に省エネに対する意識が少しでも高

まるのでは．．． 
○広報などで大きく目標を掲げ、その結果と経過を大きく告示するべき。ホームペー

ジでは限定されすぎる。このアンケートはよいと思いました。 
○各家庭に細かく指導・案内した省エネルギーに関する「マニュアル本」を配って欲

しい。具体的な省エネの仕方がわからない。 
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２ 事業者の意識調査結果 
（１）事業者の概要 

回答をいただいた事業者の所在地は東部地区および大曲地区でそれぞれ 38％と

なっています。 
業種では製造業、建設業、その他サービス業、小売業が多くなっています。 

 
 
 

事業所の建物用途と延床面積の関係は下図の通りで、事務所としての使用が多く、

全体の約 40％を占めています。また、事務所の延べ床面積は 1,000 ㎡以下が約 80％
で、比較的小規模な事務所が多くなっています。 
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なし

不明

建築年次では 1992(平成 4)年の省エネルギー基準制定前に建てられた事務所が

全体で 65％となっており、住宅とほぼ同程度となっています。 
 

 
 

環境マネジメントシステム（ISO14001）を

取得している事業所は 9％（15 事業所）で、

製造業、サービス業およびその他サービス業

で多く取得されています。 
また、今後、導入を検討している事業所は

8％（12 事業所）となっています。 
 
（２）地球温暖化および省エネルギー制度の認知度 

地球温暖化については殆どの事業者がご存知ですが、日本への影響およびチー

ム・マイナス６％については家庭と同様に認知度は低くなっています。 
また、トップランナー方式、省エネラベリング制度についても知っていると回答

されたのは約 13％で、家庭と同様に認知度は低くなっています。 

 

地球温暖化の認知度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地球温暖化

海面の上昇

気象災害の増加

マラリアの流行

チームマイナス６％

知っている 聞いたことはあるが、中身はしらない 知らない

省エネ制度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップランナー

省エネラベリング

知っている 知っているが、中身は知らない 知らない



 
 
第４章 省エネルギー等に関する市民・事業者の意識調査 

 

 - 64 -

（３）省エネルギーへの取組み状況 
製造業と製造業以外について設問を分け省エネルギーへの取組み状況をうかがいま

した。 
 
a 製造業の省エネルギーへの取組み 

製造業の事業者に具体的な省エネルギーの取組み項目をうかがいましたが、製造

業以外の事業者からも回答がありましたので、これらも含めた結果を示します。 
一般管理に関する項目について見ると、機器の定期的メンテナンスは約 80％の

事業者が実施されていますが、省エネルギー管理の目標設定、エネルギー原単位の

管理、データの活用については 29％～37％と低く、管理体制に改善の余地がある

ようです。 
また、熱源・空調に関する項目では燃焼装置空気比の適正管理、空調区画・ゾー

ニングの適正化、空調空気搬送動力の低減、照明・電気に関する項目においても実

施率が 50％を下回る項目が多く、改善の余地が十分に残されているようです。省

エネ設備の導入・その他に関する項目については、設備投資を伴うためと想定され

ますが、実施率は低く 5％を割っています。 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．省エネルギー管理の目標設定

2．機器の定期的なメンテナンス

3．エネルギー原単位の管理

4．エネルギーデータの記録と活用

5．室内の温湿度の適正管理

6．外気取り入れ量の調整

7．燃焼装置の空気比の適正管理

8．空調区画・ゾーニングの適正化

9．窓の開放および外気冷房

10．空調機の空気搬送動力の低減

11．高効率ラ ンプ、省エネ蛍光管採用

12．イ ンバータ照明器具、安定器を採用

13．パソコンの待機電力低減

14．照度基準設定による適正管理

15．変圧器の需要率管理による無負荷損失低減

16．コジェ ネレーショ ンの導入

17．太陽光発電等新エネルギーの導入

18．トップラ ンナー機器の導入

実施している 今後実施しようと思う 実施していない 設備なし
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省エネルギーの実施状況 
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省エネルギーの実施状況（製造業以外）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不使用室の消灯

長時間未使用の時のパソコン電源オフ

廊下・エレベーターホールの等の一部消灯

日射の遮蔽方法（ブラインド、遮熱ガラス利用等）を工夫している

社員への省エネ教育・啓発活動

近い階への階段利用

冷気を逃さないようドア閉めを徹底する

昼休みの消灯

冷房管理をフロア、エリア毎等細かく行う

待機時消費電力の削減

エアコンフィルターをこまめに清掃する

冷房運転時間を管理する

暖房は20℃、冷房は28℃を目安に温度設定する

夏はノーネクタイ等の軽装

エレベーターの稼動台数調整

実施している 今後実施しようと思う 実施していない

省エネルギーの実施状況 

b 製造業以外の事業者の省エネルギーへの取組み 
製造業以外の事業者に具体的な省エネルギーの取組み項目をうかがいましたが、

製造業の事業者からも回答がありましたので、これらも含めた結果を示します。 
15 項目中 12 項目が実施率 50％以上となっており、省エネに取組まれている様

子がうかがえます。 
平成 17 年の夏季はチーム・マイナス６％のアクションプログラムとしてノーネ

クタイ等の軽装（クールビズ）が推進されましたが、市内事業者の取組み結果は

46％で、今後取り組んで見たいとする事業所も 3％に止まっています。 
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省エネ運転・管理

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

車両整備点検

タイヤの空気圧は適正に保つようにしている

経済速度を心がけ、急発進、急加速をしないようにしている

アイドリングはできるだけしないようにしている

無駄な荷物の積みっぱなしはしないようにしている

車両の燃費管理を行っている

積載効率の向上

車両の軽量化

物流拠点の整備

低燃費・低公害車の導入

実施している 今後実施しようと思う 実施していない

（４）自動車の保有状況と省エネ運転・管理 
a 自動車の保有状況 

自動車の保有状況を運輸業（4 区分）と運輸業以外に大別して見ると、軽油自動

車の割合が非常に高く、運輸業における低燃費・低公害車の導入は進んでいないよ

うです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b 省エネ運転・管理 
省エネ運転・管理に関わる具体的な取組みを見ると、不必要なアイドリングの停

止、無駄な荷物の排除、経済速度運転、車両の整備点検など日常活動で取組むこと

のできる項目については十分な取組みが実施されているようですが、車両の軽量化、

低燃費・低公害車の導入など設備投資を伴う取組みの実施率は低くなっています。 
 

 

自動車の保有状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運輸業（バス）

運輸業（ハイヤー・タクシー）

運輸業（トラック）

運輸業(その他)

運輸業以外

ガソリン 軽油 LPG 低燃費・低公害車 その他
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（５）省エネルギーを進める上でお困りのこと 
事業者が省エネルギーを進める上で、お困りのことについて複数選択していただ

きました。 
・エネルギー管理の方法・技術についての知識・情報が不足している 

と回答された事業者が最も多くなっていますが、特に問題なしと回答された事業

者も 2 番目に多い結果となっています。 

 
自由意見は 13 通寄せられており、設問項目以外に関わる意見としては以下の通りで

す。 
○会社全体として、環境負荷の低減への取組み、そしてリサイクルへの取組み等積極

的に行っております。ただ、社の経営を左右する設備投資については、短期、中長

期を見据えて優先順位を厳格に行っております。そうした中では弊社のポジショニ

ングから省エネへの設備投資は中々難しい状況にあります。今後、企業内努力にて

省エネ対策を更に進行させて参る所存です。 
○仕事として提案する立場にあります。地熱による融雪、雪による冷房冷蔵貯蔵等。

車輌のうち乗用車については、燃費のみで車種を決めている。 
○経営は家族で行っているので全てに気をつけている。 

省エネを進める上でお困りのこと

0 10 20 30 40 50 60 70

エネルギー管理の方法・技術についての知識・情報が不足している

特に問題はない

資金調達が困難である

具体的な改善策がわからない

時間的な余裕がない

設備投資に対する回収期間が長い

管理者・技術者が不足している

作業の効率が落ちたり、作業員の負担が増える

省エネルギー効果がわからない、期待できない

技術的に困難である

相談先がわからない

省エネルギー設備を設置する場所がない

件  数 

省エネルギーを進める上でお困りのこと 
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（６）行政に対して望まれる施策について 
北広島市で取組むことが望ましい施策を複数選択していただきました。 

・省エネルギー対策・方法に関する情報提供 
・省エネルギー設備に対する低利融資などの公的助成策の拡充 
・他社の先進事例に関する情報提供 
・業務設備の熱管理・電力管理手法に関する情報提供 

の順で回答が多くなっています。 

 
自由意見は 5 通寄せられており、設問項目以外に関わる意見としては以下の通りです。 
○公共施設については、石油に代替するエネルギーとして、風力・太陽光熱発電を活

用すること 
○行政を担当する職員がコスト意識を持って尚かつ、実行する→スローガンではだめ 
○今回の調査結果を生かした具体策の早急な実施を望みます。この調査に使った税金

を無駄にしないよう目に見えるような報告と検証をお願いします。 
 

行政に望む施策

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

省エネルギー対策・方法に関する情報提供

省エネルギー設備に対する低利融資などの公的助成策の拡充

他社の先進事例に関する情報提供

業務設備の熱管理・電力管理手法に関する情報提供

公共施設での省エネ設備や省エネ行動等の率先的な実施

省エネルギー関連の制度、関連法規の充実

従業員への省エネルギー教育に対する支援

省エネルギー診断などのコンサルティングの実施

件  数 

行政に対して望む施策 行政に対して望む施策 
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Ⅳ－２ 環境家計簿モニター調査 

 
１ 調査の目的 
地球温暖化防止、省エネルギーを推進するためには市民の皆さん一人ひとりの取組み

が欠かせません。「環境家計簿」は具体的な省エネルギー行動の実践を毎日記録してい

ただくもので、取組み状況および省エネルギー（二酸化炭素削減）効果の推移把握を目

的としてモニター調査を実施しました。 
 
２ モニター対象 

24,208 世帯（平成 17 年 5 月末現在）から 30 世帯を抽出し、調査対象としました。 
 
３ モニター期間 
平成 17 年 9 月上旬から 11 月上旬までの 2 ヶ月間としました。 

 
４ モニター項目と集計 
エネルギーの消費を「電気」「水」「ガス・灯油」「クルマ」の４つに分類、さらに「電

気」「水」では４つ、「ガス・灯油」「クルマ」では３つの省エネ取組み項目を設定しま

した。 
その実績を毎日ポイントとして記録し、1 週間単位で合計しました。 
ポイントは「ポイントの目安」を基準に、 

■目安の通りに実施した場合・・・・・１ポイント 
■目安の２倍実施した場合・・・・・・２ポイント 
■あまりやらなかった場合・・・・・・０ポイント 

としました。 
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５ モニター結果 
30 世帯の平均ポイントの推移は以下の通りです。 
◇「電気」および「水」では、省エネ項目を毎日「取組んだ（＝１ポイント）」場合

の 1 週間合計ポイントは、それぞれ 28 ポイントになります。 
・「電気」の結果は、平均で 35 ポイント以上と 28 ポイントを大きく上回っていま

すので、毎日１ポイント以上の取組みが実践されています。 
・「水」の結果は、28 ポイントにやや足りないところを推移しましたが、前半に比

べ後半のポイントが比較的高いことから、家計簿をつけた効果があったと思われ

ます。 
◇「ガス・灯油」および「クルマ」では、省エネ項目を毎日「取組んだ（＝１ポイン

ト）」場合の 1 週間合計ポイントは、それぞれ 21 ポイントになります。 
・「ガス・灯油」の結果は、１週目から徐々に増加、中期以降には 21 ポイントを推

移するようになりました。省エネ項目への取組みが定着したと考えられます。 
・「クルマ」の結果は、10 ポイント以下で推移しました。 

 
 

 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

1 2 3 4 5 6 7 8

週

ポ
イ

ン
ト

平
均

電気 水 ガス・灯油 クルマ

28.0

21.0



 
 

第４章 省エネルギー等に関する市民・事業者の意識調査 
 

 - 71 -

次のグラフは各項目について「取組んだ」場合を 100 とし、各項目の達成度を百分

率化したものです。 
このグラフからも「電気」の省エネ項目については、積極的に取組まれた事がわかり

ます。 
「ガス・灯油」の項目は、初期段階では 100％以下の実施率でしたが、４週目以降

100％以上の実施率となりました。これは「電気」と同じように、省エネ行動を日常化

できる可能性があるといえます。 
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項目別の結果は以下の通りです。 
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テレビを見る時間を減らした 使わない電化製品のコンセントを抜いた

冷蔵庫を開ける回数を減らした 使わない部屋の照明を消した

水
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歯みがきや顔を洗うときこまめに水を止めた 洗濯や食器洗いの洗剤を節約して使った

洗濯をまとめて行い回数を減らした 風呂の残り湯を洗濯や草花への水やりに使った
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各行動により達成度に違いはありますが、平均化したグラフと合わせて分析してみ

ると、取組み初期（１～２週後半）には伸びが見られる傾向にあります。 
これは各行動の継続した取組みが決して実現不可能ではないということを示して

いるとともに、省エネ行動を継続するためには、普及・啓発活動を継続することが必

要だということを示していると考えられます。 
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コンロの火をなべ底からはみ出さないようにした 家族がお風呂に続けて入り追いだきしなかった

食器洗いをふだんより低い温度で行った
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近い所にクルマを使わず歩くか自転車で行った 通勤などにクルマを使わずバスや地下鉄で行った

クルマに乗ったとき停車中はエンジンを止めた
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②
55%

③
15% ①

30%

②
59%

③
12% ①

29%

②
67%

③
0%

①
33%

６ モニター終了後のご意見 
「環境かけいぼ」に対するご意見をいただくため、モニター終了後にアンケートを実

施しました。 
 

（１）「環境かけいぼ」の内容はどうでしたか？ 

a 取組み項目数について 

取組み項目の数は、「電気」、「水」、「ガス・灯油」、「ク

ルマ」について合計 14 項目実施しましたが、55％の方が

「ちょうど良い」と答えられました。 
「多い」と回答した方は 30％、「少ない」と回答した方

は 15％となっています。 
 

①多い ②ちょうど良い ③少ない 

 
b ポイントの目安について 

「迷うときもあったがまあまあ」と回答された方は

59％となりました。 
「大雑把で記入する際に迷った」と回答された方は

29％、｢迷わなかった｣と回答された方は 12％でした。 
ポイントの目安については、より具体的に判断できる

内容とした方が良かったようです。 
 
       ①大雑把で記入する際に迷った 
       ②迷うときもあったがまあまあ 
       ③迷わなかった 

 
（２）「環境かけいぼ」の取組みを通して、ご家族の皆さんが、環境保全やエネルギー

および資源の大切さを考えるきっかけになったでしょうか？ 

全員が「家族で考えるようになった」あるいは「全員

ではないが考えるようになった」と回答されています。 
家族の一人が省エネ意識を持つと他の方々も省エネ意

識を持つようになるようです。 
 
 
 
 

       ①家族で考えるようになった 
       ②全員ではないが考えるようになった 
       ③考えなかった 
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②
70%

③
12%

①
18%

   ①効果があるので推進した方がよい 
   ②あまり効果は上がらないと思う 

①78％ ②22％

（３）「環境かけいぼ」に取組んで、家族のみなさんの行動は変わりましたか？ 

「家族が協力して取り組むようになった」と回答され

た方が 70％となっており、前問の回答と同様、一人が省

エネ行動を始めると、それ以外の方々も省エネ行動に取

り組むようになる傾向がみられました。 
 
 
 
 

       ①最初から家族全員で省エネに取組んでいた 
       ②家族が協力して省エネに取組むようになった 
       ③家族の行動に変化はなかった 

 
（４）北広島市で「環境かけいぼ」の普及を推進した方が良いとお考えですか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
「効果があるので推進した方がよい」と回答された方は 78％、「あまり効果は上がら

ないと思う」と回答された方は 22％でした。それぞれの方の自由意見は以下の通りで

す。 
□「効果があるので推進した方がよい」 

○環境家計簿のアンケートを通して、例えばコンセントの元を切るなど、若干では

あるがエネルギーの大切さを感じてきました。 
○わかってはいましたが、環境家計簿をつける事によってあらためて、実行あるの

み！と深く考えさせられました。一人一人がちょっとずつ実行することによって

環境保全や環境破壊が少しでも未然に防げればと思います。今は使用する前に一

歩立ち止まって考えてみることをモットーとしています。 
□「あまり効果は上がらないと思う」 

○毎日記入するのは少し面倒でした。土・日曜日だけでも効果はあると思います。 
○自分にだけ言える事ですがうるさくなりました。男性（主人・息子）はそれでも

なかなか実行してくれません。やってみてその身になってわかっていくものなん

ですね。 



 

 

   

 第５章 

 北広島市有施設の 

 エネルギー消費と 

 簡易エネルギー診断 

   
 
北広島市は、環境への負荷の少ない循環型社会に向けた

取組みを進めています。 
本章では、市有施設のエネルギー消費動向と各施設の簡

易エネルギー診断を行い、市有施設における省エネルギー
可能性量を推定します。 
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第５章 北広島市有施設のエネルギー消費と簡易エネルギー診断 

 

■エネルギー消費の現状 
市有施設のエネルギー消費量は、2001(平成 13)年 1 月｢－改定―北広島市環境保全に

向けた率先実行計画」実施以降減少（新増築のエネルギー消費を除く）しており、2004(平
成 16)年度は、約 4,300kℓ（原油換算）、200ℓドラム缶 21,500 本相当で全市エネルギー

消費量の約 2.4％となっています。 
 

 
 
 

 
 
■簡易エネルギー診断 

市有施設の簡易エネルギー診断における類似施設とのエネルギー消費比較では、ほと

んどの施設が平均値以下となり、今後の省エネルギー対策の難しさが感じられました。 
 
■今後の省エネルギー可能性量の推定 
市有施設における 2010（平成 22）年度に向けての省エネルギー可能性量は、設備の

老朽化に着眼し、照明器具、ボイラーなどの機器更新時に省エネルギー型を導入するこ

とで推定しました。 
 
 
 
 
 
 

200ℓドラム缶 

620 本相当 

省エネルギー可能性量 
124kℓ 

(原油換算) 

200ℓドラム缶

21,500 本相当 

約 4,300kℓ 

（原油換算） 

全市エネルギー 

消費量の約 2.4％ 
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Ⅴ－１ 市有施設におけるエネルギー消費の現状 

北広島市は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき 2001(平成 13)年 1 月「―

改定―北広島市環境保全に向けた率先実行計画」を策定し、市役所庁舎、学校などの市

有施設について照明の消灯時間の管理、暖房温度の適正化などの省エネルギー対策を実

施しています。 
「北広島市地域省エネルギービジョン」策定にあたっては、市の率先した取組みが重

要なことから、市有施設のエネルギー消費量の状況について把握しました。 
 
「北広島市環境保全に向けた率先実行計画」における省エネ・省資源対策の取組み事項 

No 項目 No 項目 No 項目 

電気使用量の削減 庁用車等燃料使用量の削減 節水の取組 

1 昼休みの消灯 18 アイドリング・ストップ
の実践 34 食器類を洗う際に水を出

したままにしない 
2 残業時における不要照

明の消灯 19 公共交通機関の利用 
（出張時） 35 トイレ使用時の水使用量

の削減 
3 間引き照明の実践 20 エコドライブの実践（急

発進しないなど） 36 洗車方法の改善 

4 会議室使用時における
不要照明の消灯 21 庁用車の適正な管理（整

備点検の励行等） 37 節水型機器や流水音装置
の設置の検討 

5 効率的な照明の配置 22 庁用車の効率的な使用 廃棄物の排出抑制・減量及び
リサイクルの推進 

6 ノー残業デーの推進 23 マイカー通勤の自粛 38 使い捨て物品の使用自粛
（紙コップ等） 

7 使用していない OA 機
器の電源を切る 紙使用量の削減 39 ポリ容器入りの弁当等の

購入を控える 
8 コピー機節電スイッチ

の励行 24 ミスコピーの防止 40 ファイル等の再利用 

9 電気ヒーターの温度設
定を15℃以上にしない 25 両面コピー・両面印刷の

徹底 41 過剰包装とならない様に
業者に要請する 

10 冷房設定温度を28℃に
する 26 輪転機使用の徹底 42 物品等の修繕による長期

間の使用 
11 個人用電気ストーブの

使用自粛 27 ミスコピー用紙のメモ紙
への活用 43 紙・ビン・缶等資源ごみの

分別収集の徹底 
12 個人用扇風機の使用自

粛 28 庁舎内文書における鑑の
省略 44 空カートリッジのリサイ

クル 
13 電気ポットの使用禁止 29 必要以上のコピー・印刷

はしない 環境配慮型製品の購入 

14 コーヒーメーカーの使
用禁止 30 簡潔明瞭な文書・資料の

作成 45 リサイクル用品（エコマー
ク商品等）の購入の推進 

15 冷蔵庫設置台数の適正
化 31 電子メールの利用による

ペーパーレス化 46
廃棄時に環境負荷の少ない
商品、リサイクルシステムの
確立している商品の購入 

16 自動販売機設置台数の
適正化 再生紙使用の推進 47 古紙 100%のトイレットペ

ーパーの購入 
暖房用燃料使用量の削減 32 職員の名刺を再生紙にす

る   

17 室内平均気温20℃の暖
房設定 33 用途に応じた再生紙の指

定（印刷物の外注の場合など）
  

出典：北広島のかんきょう 平成 16 年度版 
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１ エネルギー消費状況調査対象施設 
市有施設のエネルギー消費調査は、対象 87 施設を用途類似施設ごとに 12 分類し、

年度別消費割合の推移、簡易エネルギー診断におけるエネルギー消費分析等を行いまし

た。 

 

 
 

６．体育館関係（４）
 
・総合体育館 
・輪厚児童体育館 
・大曲ファミリー体育館 
・西の里ファミリー体育館

５．保育施設関係（６）
 
・すみれ保育園 
・すずらん保育園 
・稲穂保育園 
・大曲保育園 
・大曲こども館 
・大曲東こども館

４．消防施設関係（７）
 
・消防本部・消防署 
・消防大曲出張所 
・消防西の里出張所 
・消防第１分団詰所 
・消防第２分団詰所 
・消防第３分団詰所 
・消防第４分団詰所 

７．プール（６）
 
・西部住民プール 
・東部住民プール 
・西の里住民プール 
・緑葉公園プール 
・白樺住民プール 
・大曲住民プール 

１．市庁舎関係（９） 
 
・本庁舎 
・第２庁舎(旧) 
・第３庁舎(旧) 
・第２庁舎(増) 
・第３庁舎(増) 
・借上庁舎 
・中央会館 
・大曲出張所 
・土木事務所 

２．集会所（15） 
 
・大曲会館 
・農民研修センター 
・北広島団地住民センター 
・北広島東記念館 
・大曲ふれあいプラザ 
・福祉センター 
・輪厚児童センター 
・シルバー活動センター 
・北広島葬斉場 
・西の里公民館 
・中央公民館 
・フレンドリーセンター 
・旧島松駅逓所 
・エルフィンパーク 
・西の里会館 

３．芸術文化ホール
・図書館（１） 

８．学校（16） 
 
・西部小学校 
・東部小学校 
・北の台小学校 
・広葉小学校 
・西の里小学校 
・若葉小学校 
・高台小学校 
・緑陽小学校 
・大曲小学校 
・大曲東小学校 
・西部中学校 
・西の里中学校 
・大曲中学校 
・広葉中学校 
・緑陽中学校 
・東部中学校 

９．学校給食センター（３）
 
・給食センター 
・西の里中学校給食棟 
・広葉中学校給食棟 

11．上下水道、 
排水施設関係（15） 

10．公園施設関係（４） 
 
・ふれあい公園管理棟 
・サンパーク管理棟 
・自然の森キャンプ場 
・緑葉公園管理棟 

12．クリーンセンター 
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全市有施設のエネルギー消費量の推移(原油換算)

0
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4,000
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5,000

2000（H12） 2001（H13） 2002（H14） 2003（H15） 2004（H16）

ｋℓ

電力 重油 灯油 LPG
消防本部増築 
西の里中学校給食棟新築

輪厚児童センター新築 

新築分エネルギー消

費量を除いた場合 

広葉中学校給食棟新築 

２ 全市有施設のエネルギー消費動向 
市有施設におけるエネルギー消費動向は、「―改定―北広島市環境保全に向けた率先

実行計画」が策定された 1 年前の 2000(平成 12)年度から 2004(平成 16)年度までの５年

間について北広島市エネルギー消費データをもとにその推移を比較しました。 
2000(平成 12)年度以降、2001(平成 13)年 3 月広葉中学校給食棟新築、2002(平成 14)

年 3 月消防本部増築、西の里中学校給食棟の新築、2003(平成 15)年輪厚児童センター

新築があり、エネルギー消費量は増加しています。 
しかしながら、これらの新増築部分のエネルギー消費量を除くと減少傾向にあり

2004(平成 16)年度は 2000(平成 12)年度より 3％程度減少し、率先実行計画の成果が現

れていると考えられます。 

図５－１ 全市有施設のエネルギー消費の推移 
 
３ 用途類似施設ごとのエネルギー消費動向 
市有施設（87 施設）を用途類似施設ごとに 12 分類し、そのエネルギー消費動向を調

査しました。 
その結果、学校給食施設などの新設により消費割合は変化していますが、それ以外の

要因による変化は見られませんでした。 
12 分類のうち芸術文化ホール・図書館は、2004(平成 16)年度、全市有施設エネルギ

ー消費量の 6％となっており、単一施設としては大きなエネルギー消費量を占めていま

す。この施設の今後のエネルギー消費動向は、市有施設の省エネルギー活動を進める上

で重要と考えられます。 



 
 
第５章 北広島市有施設のエネルギー消費と簡易エネルギー診断 

 

 - 80 -

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５－２ 用途類似施設ごとのエネルギー消費比較 
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４ 主要な施設のエネルギー消費動向 
市有施設のうち延べ床面積が 3,000 ㎡（学校を除く）以上の比較的規模の大きい施設

のエネルギー消費動向を調査しました。 
北広島市の文化活動の中心的役割を担っている芸術文化ホール・図書館は市有施設の

中で一番大きな面積を有し、暖冷房設備も完備されています。そのエネルギー消費はき

めの細かい運営により年々減少傾向にあり、また市庁舎、総合体育館についても年度ご

との増減はあるものの同様な傾向にあります。 
エルフィンパークは、公共通路としてエレベーター・エスカレーターの動力機器が整

備され、また冬期の安全確保のためルーフヒーティングを使用し、その電力使用量が全

体の 25%程度(推定)を占めています。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

図５－３ 主要施設のエネルギー動向 
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５ 北広島市全体のエネルギー消費との関係 
市有施設の 2004(H16)年度エネルギー消費量は次の通りです。 

 
電力 重油 灯油 LPG 

10,034MWh 1,401 kℓ 327 kℓ 71,923 ㎥ 
 
 

対象年度 対象施設数 熱量換算 原油換算 
全市エネルギー消費に

対する比率 

2004(H16)年度 87 ヶ所 ≒165 TJ ≒4,314kℓ 2.4% 

民生部門（業務）エネル

ギー消費に対する比率
 

18% 

 
2004(H16)年度 北広島市エネルギー需要量 

民生部門 
 合計 

エネルギー 

転換部門 
産業部門

家庭 業務 街灯電
運輸部門 

廃棄物 

部門 

熱量換算 

TJ 
6,790 113 1,067 2,467 910 48 2,150 35

原油換算 

kℓ 
177,758 2,964 27,941 64,569 23,813 1,251 56,298 922

 
 

換算係数 
種類 熱量換算係数（一次エネルギー）

原油 38.2 GJ/ kℓ 
電力 0.00900 GJ/kWh 
重油 39.1 GJ/ kℓ 
灯油 36.7 GJ/ kℓ 

LPG 50.2 GJ/t 
   出典：総合エネルギー統計 
   ※LPG の比体積：0.469 ㎥/㎏ 
    出典：㈱住環境計画研究所編 
    「1999 家庭用エネルギーハンドブック」 
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消費量の平均的な施設 

簡易エネルギー診断アンケート用紙 

市有施設 87 ヵ所へ配布・必要

事項記載 
①本庁舎・第 2 庁舎・第 3 庁舎・福祉センター 
エルフィンパーク・総合体育館 

②芸術文化ホール・図書館   その他 

エネルギー消費量（熱量換算
値）の算出 

消費量の大きい施設 消費量の小さい施設 

①エネルギー消費データは、「北広島市データ」を使用しま
す。 
②各施設の床面積とエネルギー消費（熱量換算値）の関係を
整理します。 

エネルギー消費量による比較 

省エネ項目抽出 

省エネルギー量の算出 
ESCO 事業が期待される施設の抽
出・事業可能性概略検討 

施設の用途・規模、設備内容の現状調査 
（一部エネルギー消費量調査を含む） 

道内 or 全国類似施設と比較（比較データがある施設のみ）、
それ以外はデータから判断し現場調査を行います。 

Ⅴ－２ 市有施設の簡易エネルギー診断 

 
簡易エネルギー診断の方法 
 
①簡易エネルギー診断は「簡易エネルギー診断アンケート」調査により、施設の用途・

規模・設備内容の調査を行いました。 
②アンケート調査より、各施設のエネルギー消費量（熱量換算値）を算出すると同時

に可能な限り現場調査（ウォークスルー）を行い、現状把握の精度をあげました。

なお、エネルギー消費データは、北広島市エネルギー消費データ 2004(平成 16)年
度実績値を採用しました。 

③エネルギー消費量、現場調査から設備改修・更新（トップランナー機器の採用等）

による省エネルギー可能性量を推定しました。 
 
なお、上水・下水処理装置、排水機場、ごみ処理施設、公園施設、給食施設について

は、延べ床面積との相関評価が難しいことから除外しました。 
 
 
診断フロー 
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１ 簡易エネルギー診断結果 
省エネルギー対策の必要性の可否を判断する一つの指標として各施設の延べ床面積

とエネルギー消費量（熱量換算値）の関係を道内または全国の類似施設と比較しました。 
その結果、保育施設関係を除きほとんどの施設において平均値またはそれ以下となっ

ており、省エネルギー化の難しさがうかがえます。 
保育施設のうち４保育園は、給食（厨房）設備としてガス調理器、冷蔵庫、食品保管

庫などのエネルギー消費機器が同一施設内にあり運営されていることから、エネルギー

消費量が多いと思われます。 
 
２ 類似施設ごと（市有施設のみ）のエネルギー消費量比較 

市庁舎、消防、保育、体育館、学校施設におけるエネルギー消費量分布のバラツキは

少なく、一定したエネルギーの使い方が見られます。 
集会所については、福祉センター（電気暖房）、北広島葬斉場のエネルギー消費量が

多くなっています。 
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指標（事務所・全規模・北海道）　：　y = 1.861x

指標（庁　舎・全規模・北海道）　：　y = 1.728x

建物名称 延床面積 ＧＪ

本庁舎他 6,104 8,370

大曲出張所 159 160

土木事務所 146 354

指標（集会所・全規模・北海道）　：　y = 1.403x

建物名称 延床面積 ＧＪ

大曲会館 768 342

農民研修センター 630 662

北広島団地住民センター 1,955 1,474

北広島東記念館 1,331 1,204

大曲ふれあいプラザ 1,280 701

福祉センター 1,718 2,422

シルバー活動センター 887 983

北広島葬斉場 494 1,505

西の里公民館 209 419

中央公民館 1,520 1,451

フレンドリーセンター 828 125

旧島松駅逓所 334 52

エルフィンパーク 3,200 3,146

西の里会館 599 333

輪厚児童センター 495 280

指標（文化施設・全規模・北海道）　：　y = 1.135x

建物名称 延床面積 ＧＪ

芸術文化ホール・図書館 9,394 10,7183.文化ホール
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図５－４（１） 類似施設ごとの道内・全国のエネルギーデータと比較 
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指標（事務所・5,000㎡未満・北海道）　：　y=1.628x

建物名称 延床面積 ＧＪ

消防本部・消防署 2,225 2,984

消防大曲出張所 322 724

消防西の里出張所 467 584

消防第１分団詰所 180 70

消防第２分団詰所 120 8

消防第３分団詰所 0 0

消防第４分団詰所 0 0

指標（学校・5,000㎡未満・北海道）　：　y = 0.738x

建物名称 延床面積 ＧＪ

すみれ保育園 725 1,288

すずらん保育園 768 1,122

稲穂保育園 681 931

大曲保育園 657 972

大曲こども館 146 77

大曲東こども館 198 143

y = 2.012x

指標（スポーツ施設・全規模・全国）　：　y = 1.434x

建物名称 延床面積 ＧＪ

総合体育館 5,393 4358

輪厚児童体育館 721 495

大曲ファミリー体育館 789 552

西の里ファミリー体育館 899 697

４．消防施設関係
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図５－４（２） 類似施設ごとの道内・全国のエネルギーデータと比較 
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指標（スポーツ施設全規模全国）　：　y = 1.434x

建物名称 延床面積 ＧＪ

西部住民プール 578 103

東部住民プール 1,209 637

西の里住民プール 974 825

緑葉公園プール 1,120 242

白樺住民プール 1,209 596

大曲住民プール 858 631

指標（学校全規模北海道）　：　y = 1.125x

建物名称 延床面積 ＧＪ

西部小学校 1,884 1,815

東部小学校 5,178 2,128

北の台小学校 5,383 3,125

広葉小学校 4,850 2,874

西の里小学校 4,193 2,869

若葉小学校 5,182 2,959

高台小学校 5,174 2,599

緑陽小学校 5,537 2,987

大曲小学校 6,622 4,181

大曲東小学校 6,809 3,860

西部中学校 4,382 3,335

西の里中学校 3,164 2,593

大曲中学校 6,604 3,965

広葉中学校 6,551 4,012

緑陽中学校 6,351 3,971

東部中学校 7,209 4,228

７．プール
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図５－４（３） 類似施設ごとの道内・全国のエネルギーデータと比較 
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図５－５ 類似施設ごとのエネルギー消費分布（北広島市有施設のみの比較） 
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暖房設備

蒸気ボイラ

3%

温水ボイラ

27%

温風暖房機

40%

FFストーブ

30%

給湯設備
ガス給湯

51%

ボイ ラ 給湯

27%

電気給湯

22%

Ⅴ－３ 市有施設の設備状況 

市有施設の暖冷房・給湯設備について、アンケート調査とウォークスルー調査を行い

ました。 
（１）暖房設備は、FF ストーブ 22 施設、温風暖房機 30 施設、温水ボイラー20 施

設、蒸気ボイラー2 施設となっています。 
①FF ストーブは、個別空調方式で制御（運用）が容易なことから、すでに省エ

ネルギーが図られているものと考えます。 
②学校・集会施設に多く採用されている温風暖房機は、熱効率がボイラー（90%

以上）に比べ 85%程度と低く、また集中暖房方式を採用していることから、

省エネルギーを図るためには大幅なシステム変更などが必要と考えられます。 
③ボイラーは、老朽化が進んでおり機器更新時に省エネルギー型機器の採用によ

り省エネルギーが可能と考えます。 
（２）冷房（エアコン）設備は、10 施設において使用されています。エアコンは、

トップランナー方式による機器の効率改善が図られており、機器更新時に省エ

ネルギーが可能と考えます。（トップランナー方式による暖冷房兼用エアコン

の省エネ効果 63%：1997 年度比） 
（３）給湯設備は、ガス給湯 39 施設、ボイラー給湯 21 施設、電気給湯 17 施設とな

っており、ガス給湯が 50%以上を占めています。 
ガス給湯器、電気給湯器は、国において高効率給湯器(CO2 冷媒ヒートポンプ

給湯器、ガス式潜熱回収給湯器など)の普及を促進しており、機器更新時に省

エネルギーが可能と考えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５－６ 市有施設の設備状況 
 
（４）施設の機械室内の弁(バルブ)に保温施工することにより省エネルギーが図られ

るところが 3 箇所見られました。 



 
 
第５章 北広島市有施設のエネルギー消費と簡易エネルギー診断 

 

 - 90 -

（５）照明器具は、ほとんどの施設において旧タイプ（銅鉄型）が使用されており、

省エネ型（インバーター）の採用により照度を下げることなく 40%程度の省

エネルギーが可能となります。 
（６）大型暖冷房施設が使用されている芸術文化ホール・図書館は、高効率機器が採

用されていますが、一部の空調機にインバーター制御を行うことにより、省エ

ネルギーが図られると考えます。 
なお、2004(平成 16)年度の調査結果では、施設の老朽化により効率的な省エネが困

難であることを問題点としてあげています。 
 
Ⅴ－４ 市有施設の省エネルギー項目と省エネルギー可能性量の推定 

市有施設のエネルギー消費は、エネルギー消費の現状調査、簡易エネルギー診断結果

から 
■「北広島市環境保全に向けた率先実行計画」は、その成果が見られること。 
■用途類似施設（12 分類）のエネルギー消費動向は、ほぼ同じ割合で推移してお

り、エネルギー消費量が変化（増加）している施設は見られないこと。 
■主要な施設のエネルギー消費は、減少していること。 
■簡易エネルギー診断から特異な状況は見られませんが、設備は全体的に老朽化が

進んでいること。 
以上から、市有施設における省エネルギーは各施設において着実に実行されていると

考えられますが、市全体のエネルギー消費のうち民生部門（業務）における市有施設の

エネルギー消費割合は大きく、今後さらなる省エネルギー活動を「北広島市環境基本計

画」、「北広島市環境保全に向けた率先実行計画」に基づき市民に率先して取り組まなけ

ればなりません。 
 
今後の省エネルギー量は、調査結果における設備の老朽化に着眼し、市の取組む事項

として次の通り推定しました。 
（１）ボイラーは、機器更新時に省エネタイプへ更新した場合の省エネルギー量を

ボイラー容量・型式ごとに試算しました。（省エネルギー量 3%～10％） 
（２）給湯器は、機器更新時に高効率給湯器へ更新した場合の省エネルギー量を試

算しました。（省エネルギー量：ガスは潜熱回収型へ更新した場合 10%、電

気温水器はヒートポンプ型へ更新した場合 50%） 
（３）エアコンは、トップランナー方式による特定機器へ更新した場合の省エネル

ギー量を試算しました。（省エネルギー量 50％） 
（４）弁は、大きさ、流体の種類から放散熱量を試算しました。 
（５）照明器具は、現在使用している銅鉄型（40W×２灯タイプ）を省エネルギー

対象機器として試算しました。 
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（６）空調機の回転数制御は、芸術文化ホール・図書館の利用実績から空調機の運

転時間を推定し、省エネルギー量を試算しました。 
 
以上の通り試算した結果、機器の更新等 100%実施した場合、省エネルギー量は原油

換算で 124kℓ(200ℓドラム缶 620 本相当）、2004(平成 16)年度市有施設エネルギー消費

量の約 3％となりました。 
 

 省エネルギー項目 
省エネルギー量

（熱量換算） 
省エネルギー量

（原油換算） 

①ボイラーの省エネルギー型への更新 

②給湯器の高効率給湯器への更新 
（潜熱回収給湯器・CO2冷媒給湯器など）

機
器
の
更
新
に
よ
る 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー 

③エアコンの省エネルギー型への更新 

①弁（バルブ）の保温 

②照明器具のインバーター化 

設
備
の
一
部
改
修
に
よ
る

省
エ
ネ
ル
ギ
ー 

③空調機の回転数制御 

≒4.7TJ ≒124kℓ 

 
※詳細は、資料－３ 北広島市有施設省エネ診断表を参照 

※TJ（テラジュール）：1012倍（１兆倍） 

J（ジュール）とは、熱量のことで、約 4.2J が１cal（カロリー）です。 

 
 



 

 

   

 第６章 

 省エネルギーの目標設定 

   
 
第２章～５章までの現状分析とアンケート調査結果から

エネルギー削減の可能性を地域特性、エネルギー需要、市
民・事業者の意識から調査し、北広島市地域省エネルギー
ビジョンの目標を設定します。 
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第６章 省エネルギーの目標設定 

 
地球温暖化の主因である二酸化炭素の排出量を削減するためには、市民、事業者およ

び行政が共通の認識に立ち、連携・協働して目標の達成に向けた取組みを推進、実践す

ることが重要です。 
また、その目標の設定に当っては過大な目標とせず、それぞれの努力によって実現可

能な目標とすることが重要です。 
このため、本ビジョンにおいては 2010(平成 22)年度における北広島市の二酸化炭素

の排出量および削減可能性量の推計を行い、市民、事業者および行政それぞれの努力を

見込み、この結果を国の削減目標ならびに北広島市環境基本計画における削減目標に照

らし合わせて削減目標を設定しました。 
 
Ⅵ－１ 二酸化炭素排出量の推計 

第 3 章で推計した二酸化炭素排出量の推移を以下に要約します。 
 

 
図６－１ CO2排出量（削減対策なし） 

CO2排出量（総量）
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1990    2003       2010 

(H2)    (H15)       (H22) 

CO2排出量（総量）の推移 
2010(H22) 年度の CO2 排出量は

1990(H2)年度の約 1.6 倍の 44.4 万ﾄﾝと

推計されます。 
○1990 年度 28.3 万ﾄﾝ 
○2003 年度 41.6 万ﾄﾝ（＋13.3 万ﾄﾝ）

このまま対策をとらずに推移すると、 
○2010 年度 44.4 万ﾄﾝ（＋16.1 万ﾄﾝ）

・1990(H2)年度の総量を 1 とすると

2010(H22)年度は約 1.6 倍となります。

・1990(H2)年度の人口は 47,758 人、

2010(H22)年度の人口は 67,000 人と想

定され、人口は約 1.4 倍増加します。 
・人口１人当たりの排出量でみると、 
○1990 年度 5.93 ﾄﾝ 
○2010 年度 6.63 ﾄﾝ 
と約 1.1 倍の増加となります。 
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Ⅵ－２ 省エネルギーの可能性量 

省エネルギーの可能性量（CO2削減可能性量）を以下の項目に分けて推計しました。 
①国の省エネルギー対策に期待する削減量 
②行政の率先した取組みによる削減量 
③市民および事業者の省エネ行動に期待する削減量 
④自動車における省エネ行動に期待する削減量 

 
１ 国の省エネルギー対策に期待する北広島市の削減量 

2002（平成 14）年 3 月に改定された地球温暖化対策推進大綱では京都議定書の

６％削減約束の達成に向けて、原油換算で約 5,700 万㎘相当の省エネルギー対策を

定めています。この省エネルギー対策が 2010（平成 22 年）に達成されると期待し

て、この削減量を基に製造品出荷額等、世帯数などの指標を用いて北広島市におけ

る削減相当量を試算しました。 
表６－１ 国の省エネルギー対策に期待する北広島市の削減量 

省エネルギー対策 
削減効果

原油換算

(国 万㎘)

削減効果

原油換算

(北広島㎘)

削減効果 

CO2 

(北広島ﾄﾝ) 

備  考 

産業部門 2,050 5,270 13,910  

 
経団連環境自主行動計画の着実な実施と 

フォローアップ 
2,010 5,170 13,640 製造品出荷額等比

 高性能工業炉の導入促進 40 100 270 製造品出荷額等比

民生部門 1,860 6,880 18,130  

 トップランナー基準による機器の効率改善 660 3,220 8,500 世帯数比 

 住宅の省エネ性能の向上 300 1,470 3,860 世帯数比 

 建築物の省エネ性能向上 560 1,180 3,120 事業所数比 

 高効率給湯器の普及促進 50 240 640 世帯数比 

 待機時消費電力の削減 40 200 520 世帯数比 

 家庭用エネルギーマネジメントシステムの普及 90 440 1,160 世帯数比 

 業務用ビルエネルギーマネジメントシステムの普及 160 130 330 事業所数比 

運輸部門 1,690 8,310 21,900  

 トップランナー基準による燃費効率改善 590 2,900 7,640 自動車保有台数比

 クリーンエネルギー自動車の普及促進 80 390 1,040 自動車保有台数比

 交通システムに係る交通対策 970 4,770 12,570 自動車保有台数比

 ハイブリッド自動車等車種の多様化の推進 50 250 650 自動車保有台数比

技術開発およびその成果の普及 100 240 620  

 高性能ボイラー、高性能レーザー 50 130 340 製造品出荷額等比

 高効率照明 50 110 280 事業所数比 

省エネルギー対策合計 5,700 20,700 54,560  
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この結果、国の施策による北広島市の削減効果は、原油換算で約 20,700 ㎘、二酸化

炭素の排出量で約 54,560 トン／年と推定されます。 

 

 
 
 
 
 
 
 

省エネ効果をちょっと試算してみました 

国の省エネルギー対策について 
国は省エネ法により工場等のエネルギー管理の強化、トップランナー方式による家

電機器・自動車機器の性能改善、住宅・建築物の断熱性向上等の省エネ対策を進めて

います。また、新たな技術開発も進めています。 
このような最新の省エネ技術を市民・事業者・行政が導入することによって省エネ

を進めていこうとするものです。 
例えば、家電機器、自動車の買換え時に「トップランナー方式のものを購入する」、

住宅の新築では「高断熱・高気密の住宅にする」、ということを行えば省エネが進め

られることになります。 

高断熱・高気密住宅への建替えによる省エネ可能性量 
（建替前）住宅の熱損失係数＝省エネ法昭和 55 年基準（3.26W/㎡・K）・・（1.00）
（建替後）住宅の熱損失係数＝省エネ法平成 11 年基準（1.60W/㎡・K）・・（0.49）
建替前の暖房熱量を灯油約 1,900ℓ（札幌市木造戸建住宅 1990 年）とすると、

建替後の暖房熱量は約半分の灯油 950ℓとなりますので、 
省エネ量は 950ℓ／戸、CO2削減量は 2.4 トン／戸です。 
住宅の耐用年数を 35 年とし、（北広島市の木造戸建て住宅の総数）／35＝400

戸が毎年建替えられたと想定すると、 
北広島市における省エネ量は灯油約 380 ㎘／年、CO2削減量は 954 トン／年

となります。 

ケース１：住宅の省エネ可能性量
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ケース２：冷凍冷蔵庫の省エネ可能性量

省エネセンター「省エネ家電のすすめ」より 
1991(H3)年型冷凍冷蔵庫（平均容積 413ℓ）の年間消費電力・・ 941.6kWh 
2001(H13)年型冷凍冷蔵庫（平均容積 442ℓ）の年間消費電力・・331.5kWh 
年間約 610 kWh の省エネとなります。 
CO2では 2010（H22）年度の排出係数 0.323kgCO2/kWh を用いると約 200kg

となります。 
住宅の試算と同様に冷凍冷蔵庫の買い換え期間を 17 年として北広島市におけ

る省エネ量を試算すると約 100 万 kWh／年、CO2削減量は約 340 トン／年とな

ります。 

１ℓ当たり年間消費電力量（kWh/ℓ）の推移 

省エネセンター「省エネ性能カタログ」より 
1990(H2)年型テレビ（28 型）の年間消費電力・・ 227kWh  
2004(H16)年型テレビ（28 型）の年間消費電力・・165kWh  
年間約 62 kWh の省エネとなります。CO2では 2010（H22）年度の排出係数

0.323kgCO2/kWh を用いると約 20kg となります。 
冷凍冷蔵庫の試算と同様にテレビの買い換え期間を 14 年として北広島市にお

ける省エネ量を試算すると約 15 万 kWh／年、CO2削減量は約 50 トン／年とな

ります。 

ケース３：テレビの省エネ可能性量
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２ 行政の率先した取組みによる削減量 
（１）市有施設の省エネ可能性量 

第５章において市有施設の簡易エネルギー診断について述べましたが、調査対象

とした市庁舎関係９施設、芸術文化ホール、学校関係１６施設など８７施設におけ

る簡易エネルギー診断の結果は、省エネの可能性があるもの全てについて、今後計

画的に機器の更新および一部改修を実施したとすれば、原油換算で約 124 ㎘、二

酸化炭素で約 200 トンの削減と推計されます。 
表６－２ 市有施設の省エネ可能性量 

 省エネルギー項目 
省エネルギー量

(熱量換算) 
省エネルギー量 
（原油換算） 

①ボイラーの省エネルギー型への更新

②給湯器の高効率給湯器への更新 
（潜熱回収型給湯器・CO2 冷媒給湯器

など） 

機器の 
更 新 

③エアコンの省エネルギー型への更新

①弁（バルブ）の保温 
②照明器具のインバーター化 

設備の 
一部改修 

③空調機の回転数制御 

約 4.7 TJ 
約 124 ㎘ 

（CO2 約 200 ﾄﾝ）

 
（２）第 2 次率先実行計画における省エネ可能性量 

北広島市では「北広島市環境保全に向けた率先実行計画」に基づき、1998(平成

10)～2004(平成 16)年度にかけ市役所の事務事業全般にわたる省エネ行動に取組ん

できましたが、引き続き、2005(平成 17)～2010(平成 22)年度で第 2 次率先実行計

画を推進します。2004(平成 16)年度を基準として、2010(平成 22)年度までに電力、

油等の削減を目指し、省エネ対策が可能な施設について原油換算で約 54 ㎘、二酸

化炭素で約 110 トンの削減を計画しています。 
表６－３ 第 2 次率先実行計画における省エネ可能性量 

 H16 年度実績 削減目標 削減値 CO2削減量 原油換算 
電力量 kWh 5,890,204 2％ 117,804 38.1 ﾄﾝ 27.8 ㎘ 
灯 油   ℓ 246,903 現状維持 
A 重油   ℓ 1,231,116 2％ 24,622 68.9 ﾄﾝ 25.2 ㎘ 
ガソリン  ℓ 42,429 2％ 848 2.0 ﾄﾝ 0.8 ㎘ 
軽 油   ℓ 19,973 1％ 199 0.5 ﾄﾝ 0.2 ㎘ 
LPG   ㎥ 71,470 現状維持 

合計 － － － 109.5 ﾄﾝ 54.0 ㎘ 
注：Ｈ16 年度実績は全公共施設・車両のうち、省エネ対策が可能な施設･車両の合計です。 
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※灯油の削減目標の設定については、各部署、各施設の省エネ取組が高いこと、基準

年度(平成 8 年度)比で使用量が約 8％減少していることから灯油については、削減

目標の設定をしておりませんので、現状維持とします。 
※LPG の削減目標の設定については、全体使用量の 92%が学校、保育園給食の調理

等で消費されており、給食の食数により、活動量が固定されているため削減目標の

設定をしておりませんので、LPG については現状維持とします。 
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３ 市民および事業者の省エネ行動に期待する削減量 
市民および事業者における意識調査（アンケート調査）において省エネ行動の取組み

状況を調査しました。 
この調査結果から、省エネ行動に取組まれていない方が、今後、全員取組んだとした

場合の省エネルギーの可能性量を試算しました。 
 
（１）家庭の日常生活における省エネの可能性量 

省エネ行動に取組まれていない方が、今後、全員取組んだとした場合の省エネル

ギーの可能性量は下表の通りで、原油換算で約 4,540 ㎘、二酸化炭素で約 8,870 ト

ンと推計されます。 
この原油換算削減量は、2010(平成 22)年度における家庭エネルギー総量の約 6％

に相当します。 
表６－４ 家庭の日常生活における省エネの可能性量 

設   問 
年間削減量

（世帯・年） 

実施率 

％ 

実施していない世帯

が実施した場合の

CO2 削減量(トン) 

暖房の設定温度を１℃下げる。※１ 87.3 ℓ 45.0 3,780

冷房は 28℃を目安にしている。 30.2 kWh 47.8 20

暖・冷房機は不必要なつけっぱなしをしないよう気をつけている。 15.9 ℓ 90.4 270

人のいない部屋の照明は、こまめな消灯を心がけている。 25.2 kWh 95.9 40

テレビをつけたまま他の用事をしない。 40.8 kWh 62.8 350

リ 

ビ 

ン 

グ 

電気カーペットは用途にあったものを選び、こまめに温度調節する。 89.9 kWh 51.2 50

洗い物をする時は、給湯器の温度設定をできるだけ低くしている。 11.0 ℓ 72.7 300

冷蔵庫に物を詰めすぎないように整理整頓している。 43.8 kWh 59.7 240

冷蔵庫は壁から適切な間隔をあけて設置している。 45.1 kWh 84.2 140

冷蔵庫扉の開閉は少なくし、開けている時間を短くしている。 16.5 kWh 78.1 60

煮物などの下ごしらえは電子レンジを活用している。 15.4 kgCO2 27.3 340

キ 

ッ 

チ 

ン 

電気ポットは長時間保温しないようにしている。 107.4 kWh 55.5 320

洗濯をする時はまとめて洗うようにしている。 6.1 kWh 86.0 20

お風呂は間隔をおかず入り、追い焚きをしないようにしている。 47.9 ℓ 66.9 1,450

シャワーは流しっぱなしにしないようにしている。 11.6 ℓ 81.6 250

浴 

室 

等 
温水洗浄便座はこまめに温度調節し、不使用時はふたを閉める。 85.9 kWh 66.3 270

共 

通 
電気製品を使わない時はプラグを抜き待機時消費電力を削減。 167.0 kWh 42.0 970

合   計  
8,870

(原油 4,540 ㎘)
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なお、表中の年間削減量は省エネ行動をとった場合の世帯当たりの年間削減量で、

（財）省エネルギーセンターの「家庭の省エネ大事典」を参照しました。 
ただし、※１の年間削減量はアンケートによる家庭の灯油消費量から試算しました。 

 
実施していない世帯が実施した場合の省エネ可能性量は次式で計算しています。 
（省エネ可能性量）＝{（H22 の推計世帯総数）×（家電機器保有率）－ 
 （現在の世帯数）×（家電機器保有率）×（実施率）}×（各項目の年間削減量） 
注：家電機器の省エネに関係しない項目の場合は（家電機器の保有率）は除きます。 

 
（２）事業者における省エネの可能性量 

■事業者意識調査で調査した製造業における省エネ行動項目で、推計が可能な項目

について試算しました。この項目は僅かですが、省エネ行動に取組まれていない

事業者が、今後、全員取組んだ場合の省エネルギーの可能性量は原油換算で約

530 ㎘、二酸化炭素で約 1,390 トンと推計されます。 
この原油換算削減量は、2010(平成 22)年度における製造業エネルギー総量の約

2.4％に相当します。 
表６－５ 事業者（製造業）における省エネの可能性量 

設   問 
可能最大 

省エネ率％ 

実施率 

％ 

実施していない事業

所が実施した場合の

CO2 削減量（トン） 

1 省エネルギー管理の目標設定 1.0 32.7 410

2 機器の定期的なメンテナンス 1.0 77.6 170

3 エネルギー原単位の管理 1.0 28.6 430

4 エネルギーデータの記録と活用 1.0 36.7 380

合   計  
1,390

(原油 530 ㎘)

表中の可能最大省エネ率とは該当項目を実施した場合に想定される総エネルギ

ー量に対する比率で、省エネルギーセンターの「ビルの省エネガイドブック」を

参照しました。省エネ可能性量は次式で計算しています。 
（省エネ可能性量）＝{（H22 の推計総エネルギー量）×（可能最大省エネ率）－ 
 （現在の総エネルギー量）×（可能最大省エネ率）×（実施率）} 
■製造業以外の事業者に対しては、事務所における暖房温度を 1℃下げた場合の省

エネ可能性量を試算しました。この省エネルギーの可能性量は原油換算で約 200
㎘、二酸化炭素で約 540 トンと推計されます。 
その他の可能性量については、国の対策（業務用ビルエネルギーマネジメントシ

ステムの導入）との重複を避けたことなどから推計は行いませんでした。 
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４ 自動車における省エネ行動に期待する削減量 
市民および事業者の意識調査で調査した乗用車の省エネ行動において、省エネ行動に

取組まれていない方が、今後、全員取組んだ場合の省エネルギーの可能性量は原油換算

で約 8,250 ㎘、二酸化炭素で約 21,680 トンと推計されます。 
この原油換算削減量は、2010(平成 22)年度における自動車エネルギー総量の約

12.9％に相当します。 
削減可能性量のほとんどは公共交通機関の利用となっています。 

表６－６ 自動車における省エネ行動に期待する削減量 

設   問 
年間削減量

（台・年） 

実施率 

％ 

実施していない自動

車が実施した場合

の CO2 削減量（トン）

1 アイドリングはできるだけしないようにしている。 25.6 ℓ 79.4 580

2 経済速度を心がけ、急発進・急加速をしないようにしている。 28.0 ℓ 79.9 630

3 タイヤの空気圧は適正に保つようにしている。 15.0 ℓ 83.5 310

4 外出時は公共交通機関の利用を心がけている 62.5 ℓ 29.9 20,160

合   計  
21,680

(原油 8,250 ㎘)

注：実施率は市民意識調査の実施率を使用しています 
 
なお、表中の年間削減量は、省エネ行動をとった場合の年間削減量で、（財）省エネ

ルギーセンターの「家庭の省エネ大事典」を参照しました。これによると、公共交通機

関の利用を心がけると年間 62.5 ℓの削減としていますが、この試算ケースは乗用車の年

間走行距離を 1 万 km／台とし、その 10%＝1,000km を公共交通機関に切り替えた場

合を想定しています。 
 

実施していない自動車が実施した場合の省エネ可能性量は次式で計算しています。 
 
（省エネ可能性量）＝{（H22 の乗用車の推計総台数）－ 
 （現在の乗用車の総台数）×（実施率）}×（各項目の年間削減量） 
 

   公共交通機関利用の試算では乗用車の推計総台数に換えて 
   総走行距離となります。 
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５ 省エネ可能性量の推計 
これまでの推計から二酸化炭素および原油換算エネルギー量の削減可能性量をまと

めると、二酸化炭素は約 87,350 トン、原油換算で約 34,400 ㎘と推計されます。 

 

 
 

二酸化炭素の排出削減対策を行わなければ 2010(平成 22)年度の二酸化炭素排出量は

44.4 万（444,150 トン）と推計されますので、二酸化炭素の削減可能性量約 87,350 ト

ンを 100％削減したとすれば、2010(平成 22)年度の 
 ■総排出量は  約 356,800 トン （1990 年度比＋26％） 
 ■一人当たりでは 約    5.33 トン （1990 年度比－10％） 
となりますが、100％の削減は難しいと言えます。 
 
一方、国の施策に期待する二酸化炭素削減量約 54,560 トンのみで、市民・事業者・

市が省エネの取組みを行わなければ、 
 ■総排出量は  約 389,590 トン （1990 年度比＋37％） 
 ■一人当たりでは 約    5.81 トン （1990 年度比－2％） 
となります。 

①国の施策による北広島市の削減量は 

  二酸化炭素で 約 54,560 トン 

  原油換算で  約 20,700 ㎘ 

②市役所独自の取り組みによる削減量は 
  二酸化炭素で 約 310 トン 

  原油換算で  約 180 ㎘ 

③市民・事業者の取り組みによる削減量は、 

  二酸化炭素で 約 10,800 トン 

  原油換算で  約 5,270㎘ 

④自動車の省エネの取り組みによる削減量は、

  二酸化炭素で 約 21,680 トン 

  原油換算で  約 8,250㎘ 

市、市民、事業者合計 

二酸化炭素で 

約 32,790 トン 

原油換算で 

約 13,700 ㎘ 

北広島市の削減量 

二酸化炭素で 

約 87,350 トン 

原油換算で 

約 34,400 ㎘ 
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温室効果ガスの総排出量を「2008 年～2012 年」までに、 
             基準年（1990 年）レベルから ６％ 削減する。

合  計 
－6.0％ 

温室効果ガスの排出抑制 

－0.5％ 

森林による吸収

－3.9％ 

京都メカニズムの活用

－1.6％ 
＋ ＋

温室効果ガスってなに？ 
温室効果ガスにはその大部分を 

占める二酸化炭素（CO2）のほか 
に水田や廃棄物最終処分場から発 
生するメタン（CH4）、 化学製品 
の製造過程や家畜排泄物から発生 
する一酸化二窒素（N2O）、 冷凍・ 
空調機の冷媒等に使用されている 
代替フロン等があります。 
また、CO2は燃料の燃焼によっ 

て発生するエネルギー起源 CO2と 
工業過程における石灰石の消費等 
から発生する非エネルギー起源 
CO2の 2 種類に分類されています。 
 
 省エネルギービジョン策定における温室効果ガスの対象は家庭・工場・事務所等での使用

されている電気、灯油、ガソリン等のエネルギー起源の CO2を対象にしています。 
  
 京都議定書では温室効果ガスの排出量を 1990 年度から－0.5％削減するとしていますが、

エネルギー起源の CO2を＋0.6％、その他の温室効果ガスで－1.1％を見込んでいます。 

Ⅵ－３ 北広島市地域省エネルギービジョンにおける二酸化炭素削減目標 

１ 「国」および「北広島市環境基本計画」の削減目標 
（１）「国」の削減目標 

京都議定書における日本の温室効果ガス削減目標は次の通りです。 

 
また、－６％の達成は以下の対策によるとしています。 
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2010 年度における市民一人当たりの二酸化炭素排出量について、 
 国が目標とした６％以上の削減（1990 年度比）をめざします。 
 
注：「二酸化炭素排出量」には、メタン等他の温室効果ガスも二酸化炭素に換算して含めていま

すので、国の目標と同じと言えます。 

 
（２）「北広島市環境基本計画」の削減目標 

北広島市は、地球温暖化防止のため「北広島市環境基本計画」で温室効果ガスの

削減目標を次の通り定めています。 

 
２ 省エネルギービジョンの目標設定 

（１）目標設定の基準の考え方 
京都議定書における国の温室効果ガス削減目標は総量で基準年である 1990(平

成 2)年のマイナス６％です。 
国の人口は基準年から 2004(平成 16)年の間で僅かに増加（約 3％）しています

が、国レベルで考えれば、総量でも、一人当たりでもほぼ同じと考えられます。 
人口増加の著しい北広島市の場合、総量で基準年までの削減を目指すことは非常

に難しく、市民・事業者に多大な負担を強いることになります。 
また、北広島市の環境基本計画では、2010(平成 22)年度における市民一人当た

りの CO2排出量について６％以上の削減を目指すとしています。 
以上から、目標設定の基準は総量ではなく、一人当たりとして考えることにしま

す。 
 

京都メカニズムってなに？
温室効果ガス削減量の目標が決められている先進国と削減目標が設定されていない途上国との

協力体制と活動内容によって以下の３つの制度に分かれています。 
■クリーン開発メカニズム 
先進国が途上国で温室効果削減事業に投資し、削減分を自国の目標達成に利用できる制度 

■共同実施 
先進国が他の先進国の温室効果削減事業に投資し、削減分を自国の目標達成に利用できる制度 

■排出量取引 
先進国同士が削減目標のために排出量を売買する制度 
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（２）目標の設定 
省エネ可能性量から試算した 2010(平成 22)年度における一人当たりの二酸化炭

素排出量を再掲します。 

 
国の施策に期待する削減量（2010 年度推計値から一人当たり 0.81 トン、総量で

54,560 トンの削減）は実現されるものとして考えますと、一人当たりの排出量は

1990 年度比－2％となることから、現状で国のエネルギー起源二酸化炭素の排出目

標は達成されたことになります。 
しかしながら、今後の地球環境問題への対応を考えると意識・行動共に省エネル

ギー社会への転換が必要であり、私たちの努力によってよりよい環境を維持・形成

していくことが重要です。 
削減可能性量の試算から市民・事業者・市の努力によって一人当たりの二酸化炭

素量は、さらに 0.48（＝5.81－5.33）トン削減可能であり、国の施策と合わせると

1990 年度比－10％になります。 
 
本ビジョンにおける目標の設定では、国および北広島市環境基本計画の削減目標

を考慮し、厳しい数値となりますが、市民・事業者・市が削減可能性量のほぼ中間

レベルの削減（2010 年度推計値から一人当たり 0.24 トン、総量では約 15,920 ト

ンの削減）を目指し、国の施策に期待する削減量と合わせて 2010 年度における二

酸化炭素の排出量を一人当たり 5.58 トン（2010 年度推計値から一人当たり 1.05
トン、総量では約 70,480 トンの削減）、1990 年度比－６％と設定し、実現に向け

て努力することにします。 
 

○国の施策に期待する二酸化炭素削減量のみだと、 
 ■一人当たりでは   約  5.81 トン （1990 年度比－2％） 
○国の施策に加え、市民・事業者・市の取組みを推進すると 
 ■一人当たりでは   約  5.33 トン （1990 年度比－10％） 
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省エネルギービジョン目標設定のまとめ 
 

北広島市地域省エネルギービジョンにおける二酸化炭素削減目標 

 

 
 
 
 
 
 
 

（二酸化炭素の削減量は約 70,480 トン、原油換算の削減量は約 27,380 ㎘） 

２０１０(平成２２)年度における二酸化炭素排出量は、 

市民一人当たりについて、５．５８トンとし、 

基準年（１９９０年、平成２年）の  －６％  を目指します。 

二酸化炭素排出量（一人当り）

5.58

0.24

0.81

7.00

5.93

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

1990（H2） 2003（H15) 2010（H22)

国の施策による削減見込み量 0.81 トン 

-6％を達成するために市民・事業者・市が取組む削

減必要量   0.24トン 

このまま推移すると、北広島市の2010（H22)年度

の二酸化炭素排出量は6.63トン/人と推計されま

すが、省エネの取組み（国の施策および市民・事

業者・市の取組みによる削減分1.05トン/人）により

5.58トン/人となります。 

これは 1990(H2)年度比 -6％に相当します。 

6.63

トン 

このまま推移すると、北広島市の2010（H22)年度

の二酸化炭素排出量は44.42万トンと推計されま

すが、省エネの取組み（国の施策および市民・事

業者・市の取組みによる削減分7.05万トン）により

37.37万トンとなります。 

これは 1990(H2)年度比 +32％に相当します。 

CO2排出量（総量）

28.3

41.6 37.37

5.46
1.59

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

1990（H2） 2003（H15) 2010（H22)

-6％を達成するために市民・事業者・市が取組む削

減必要量   1.59万トン 

国の施策による削減見込み量 5.46 万トン 

万トン 

44.42

二酸化炭素排出量（総量）

二酸化炭素排出量(一人当たり) 
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３ 市民・事業者・市が取組む削減必要量とその達成に向けた取組み 
二酸化炭素削減目標（基準年－６％）を達成するためには、一人当たり約 0.24 トン、

総量では 15,920 トンの削減を市民・事業者・市の取組みによって達成する必要があり

ます。 
内訳は表６－７に示す通りで、家庭、事業者、市および自動車保有者が、それぞれの

削減必要量の達成に向けて取組みを進めていただくことになりますが、この内訳は取組

みの進捗状況に合わせ、柔軟に取扱うことにします。 
家庭、事業者、市は、それぞれの立場でできる取組みを進め、市全体として一人当た

り 0.24 トンの削減を達成していくことが重要です。 
 

表６－７ 市民・事業者・市が目標達成に必要な二酸化炭素削減量 
 削減可能性量 削減必要量 削減必要量（一人当たり）

家庭の取組み 8,870 ﾄﾝ 4,260 ﾄﾝ 0.06 ﾄﾝ 
事業者の取組み 1,930 ﾄﾝ 930 ﾄﾝ

市の取組み 310 ﾄﾝ 310 ﾄﾝ
0.02 ﾄﾝ 

自動車の取組み 21,680 ﾄﾝ 10,420 ﾄﾝ 0.16 ﾄﾝ 
合計 32,790 ﾄﾝ 15,920 ﾄﾝ 0.24 ﾄﾝ 

 
（１）家庭の取組み 

省エネに取組まれているご家庭も含めて、全てのご家庭で削減目標を達成するこ

とが重要です。 
ご家庭における二酸化炭素の削減必要量は約 0.06 トン／人となります。また、

世帯当たり〔2010(平成 22)年度の予想世帯数 28,000 世帯〕では約 0.15 トンとな

ります。 
この削減必要量は、世帯当たりで考えると以下の通りとなります。 

○灯油のみで削減するとすれば 約 60ℓ／世帯・年の削減が必要です。 

灯油消費量は、2010（平成 22）年度で世帯当たり約 1,510ℓと推計されますの

で、約 4.0％の削減が必要です。 

○電力のみで削減するとすれば 約 460kWh／世帯・年の削減が必要です。 

電力消費量は、2010（平成 22）年度で世帯当たり約 4,720kWh と推計されま

すので、約 9.8％の削減が必要です。 
 

灯油と電力の組み合わせによる削減で目標を達成する必要がありますが、削減目

標達成のためには表６－４に示す項目の中で、年間削減量（世帯・年）の大きな次

の７項目に取組むことが有効です。 
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①セーター等の着用によって暖房温度の設定温度を１℃下げる。 
         （87.3ℓ／世帯・年） 
②テレビをつけたまま他の用事をしない。   （40.8kWh／世帯・年） 
③電気カーペットは用途に合ったものを選び、こまめに温度調節する。 
        （89.9kWh／世帯・年） 
④冷蔵庫は、物を詰めすぎないようにする。  （43.8kWh／世帯・年） 

冷蔵庫は、壁から適切な間隔を空けて設置する。  （45.1kWh／世帯・年） 
⑤お風呂は間隔をおかずに入り、追い焚きをしないようにする。 
         （47.9ℓ／世帯・年） 
⑥電気ポットは長時間保温しないようにする。 （107.4kWh／世帯・年） 
⑦電気製品を使わない時はプラグを抜き、待機時消費電力を削減する。 
       （167.0kWh／世帯・年） 
なお、表６－４に示すこまめな消灯による省エネでは、蛍光灯（15W）と白熱灯

（54W）をそれぞれ１日１時間消灯した場合について省エネ効果（年間 25.2kWh、
二酸化炭素 8kg の削減）を試算していますので、照明の多いご家庭あるいは長時

間のつけっぱなしをされているご家庭では、こまめな消灯によって大きな省エネ効

果を上げることができます。 
【参考】アンケートによる灯油および電力の使用量 
 灯油：世帯当たりの年間灯油消費量は約 1,900ℓ 
 電力：世帯当たりの年間電力消費量は約 4,200kWh、月では約 350kWh 

 
（２）事業者の取組み 

事業者においては、取組み実施率の低い、「省エネルギー管理目標の設定」、「エ

ネルギー原単位の管理」、「データの活用による省エネの検討」など定量的な目標の

設定と実績管理を推進する必要があります。 
また、ウォームビズ等重ね着により暖房温度の設定を下げる取組み、クールビズ

等軽装により冷房温度の設定を上げる取組みを推進することが必要です。 
暖房の設定温度を１℃下げると、年間の暖房エネルギーは約 6％削減できます。 
 
さらに、従業員に対する一層の省エネ意識の啓発と身近な省エネ行動の励行を推

進し、以下の取組みを進めることが有効です。 
①暖冷房設備の運転開始、停止時刻の見直し（事務所、商業店舗等） 
②季節に合わせた室内温度の管理（事務所、商業店舗等） 
③直射日光を遮るためのブラインド、遮蔽フィルムの利用（事務所等） 
④昼休みおよび不使用室の消灯（事務所等） 
⑤看板等ライトアップ時の過剰照明防止（事務所、商業店舗等） 
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⑥バックヤード、駐車場等の照明の区分化（事務所、商業店舗等） 
⑦自動販売機の夜間停止（事務所等） 
⑧冷凍、冷蔵設備とショーケースの省エネ対策(商業店舗等) 
⑨家電機器の待機時消費電力削減（事務所、商業店舗等） 

 
（３）市の取組み 

市有施設の省エネ改修、第 2 次率先実行計画を確実に実践していくことが必要で

す。 
 
（４）自動車の取組み 

試算した項目の中で省エネ可能性量の最も大きなものは公共交通機関の利用と

なっています。アンケートでの実施率は約 30％となっていますので、削減目標達

成のためには公共交通機関の利用を推進していくことが必要ですが、運行ルートな

ど公共交通機関を利用する上での制約もありますし、自動車の持つ利便性の高さか

ら、公共交通機関の利用率向上に多くを期待することは難しい面があります。 
このため、家庭および事業者の全ての自動車所有者が削減目標を達成することが

重要です。 
自動車の二酸化炭素削減必要量 10,420 トンの達成に必要なガソリンの削減量は

自動車 1 台当たり約 170ℓとなります。1 台当たりのガソリン消費量は、2010（平

成 22）年度で約 950ℓと推計されますので、約 18％の削減が必要です。 
ガソリンの削減にはガソリンの消費を抑えるエコドライブ運転の推進など以下

の取組みが有効です。 
①アイドリングストップを心がける。 

暖気運転や駐停車時および信号待ちでのアイドリングを 1 日合計 10 分停止す

ると 1 台当たりの年間ガソリン削減量は約 50ℓとなります。 
②急発進・急加速をしない。 

急発進・急加速は燃料を消費します。年間走行距離を 10,000km とし、10km
ごとに急発進・急加速をする場合としない場合を比較すると年間ガソリン使用

量は約 28ℓ削減となります。 
③タイヤの空気圧は適正に保つよう心がける。 
タイヤの空気圧を適正に保った場合とそうでない場合を比較すると、50 km の

走行でガソリンの消費量の差は約 0.15ℓになります。年間走行距離を

10,000km とし、このうち 5,000km を空気圧不足で走っていたとすると、タ

イヤの空気圧適正化で年間ガソリン削減量は約 15ℓとなります。 
④カーエアコンはこまめに調節する。 
カーエアコンの使い方によって燃費は大きく変わります。外気温 25℃の時で
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もエアコンを使用するとガソリンの消費量は約 14％増加します。エアコンを

切って外気を取り入れる機会を増やしましょう。 
⑤エンジンブレーキを積極的に使用する。 
ブレーキを踏むより、エンジンブレーキを使う方が燃費は良くなります。効果

的に減速するためにギアのシフトダウンをしましょう。 
⑥不必要な荷物を積んだまま運転しないようにする。 

10kg の不必要な荷物を載せて年間 10,000km 走行されている方が不必要な荷

物を降ろすと、年間で約 3ℓのガソリンを削減することができます。 
⑦近距離の移動は自転車か徒歩にする。 

仮に、マイカー通勤で毎日片道 3km を往復されている方が、週１回徒歩か自

転車通勤にすることで年間約 30ℓのガソリンが削減できます。また、毎日片道

0.5km の距離をマイカーでお買い物をされている方が、徒歩か自転車にするこ

とによっても年間で約 40ℓのガソリンを削減することができます。 
⑧事業所ではノーカーデーの設定あるいは相乗り通勤を推進しましょう。 

月 1 回程度のノーカーデーを設定しましょう。月１回のノーカーデーの設定で、

札幌市など片道 20km の通勤距離であれば、燃費を 10km/ℓとして年間ガソリ

ン削減量は約 48ℓとなります。 
公共交通機関が整っていない場合には、相乗り通勤を推進しましょう。月１回

の相乗り通勤で、札幌市など片道 20km の通勤距離であれば、燃費を 10km/ℓ
として、2 人では年間約 48ℓ、3 人では年間約 96ℓのガソリンを削減すること

ができます。 
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４ 国の省エネルギー対策の達成に向けた市民・事業者・市の取組み 
二酸化炭素削減目標（基準年－６％）の達成は、国の省エネルギー対策が確実に進め

られることが基本になっています。 
国の省エネルギー対策に期待する北広島市の二酸化炭素削減量の内訳は表６－８に

示す通りで、一人当たり約 0.81 トン、総量では 54,560 トンですが、この数値は、国の

対策の進捗状況に合わせ、柔軟に取扱うことにします。 
市民・事業者・市は、国の対策を理解し、一人当たり約 0.81 トンの達成のために、

それぞれの立場に応じた取組みを進めます。 
 

表６－８ 国の省エネルギー対策に期待する北広島市の二酸化炭素削減量内訳 
 削減量（総量） 削減量（一人当たり） 
家庭の取組み 14,680 ﾄﾝ 0.22 ﾄﾝ 
事業者の取組み 
市の取組み 

17,980 ﾄﾝ 0.27 ﾄﾝ 

自動車の取組み 21,900 ﾄﾝ 0.32 ﾄﾝ 
合計 54,560 ﾄﾝ 0.81 ﾄﾝ 

 
（１）家庭の取組み 

家庭でのエネルギー消費量を把握し、住宅設備、機器等からの二酸化炭素排出量

の抑制に努めることが必要です。 
・住宅の高断熱・高気密化 
・家電製品の買換え時はトップランナー方式による省エネ機器を選択 

（２）事業者の取組み 
事業内容に照らして、自主的に以下の地球温暖化対策を進めることが重要です。 
・事務所、ビル等の高断熱・高気密化 
・トップランナー方式などによる省エネ機器・高効率機器の導入 
・廃棄物の減量 
・二酸化炭素排出量の少ない製品、サービスの提供 

（３）市の取組み 
率先した取組みを行い地域の模範となるとともに、市民・事業者への情報提供、

相談対応を進めていく必要があります。 
（４）自動車の取組み 

自動車の燃費向上や二酸化炭素の排出を抑制した自動車を選択することが有効

です。 
自動車の買換え時にはトップランナー方式による低燃費車やアイドリングスト

ップ車、電気自動車やハイブリッド車などのクリーンカーを選択しましょう。 
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【参考】自動車の燃費向上について 
京都議定書に基づいて、1998(平成 10)年に省エネルギー法が改正され、トップラン

ナー方式による大幅な燃費の向上が図られています。2010(平成 22)年度の燃費目標は

1995(平成 7)年の実績値を基準に平均向上率 22.8％となっています。 

 
図６－２ 自動車燃費の向上 出典：日本自動車工業会 

 
上図から車両重量 1,016～1,265kg の自動車が年間 10,000km を走行した場合のガソ

リン消費量の差（燃費 16.0km と 12.9km の差）を試算してみると、燃費 16.0km の方

が約 150ℓ削減（二酸化炭素排出量は約 360kg 削減）できることになります。 
 
５ 二酸化炭素の削減比率 

2010（平成 22）の二酸化炭素排出量と市民、事業者、市および自動車の取組みによ

る二酸化炭素削減量の比率は下表の通りです。 
表６－９ 二酸化炭素の削減比率 

 市民、事業者お
よび市が取組む
CO2削減量 

a 

国の対策に期
待する CO2削
減量 

b 

北広島市の削
減量合計 

 
c=a+b 

2010(H22) 
年度の CO2 
排出量 

d 

削減比率

c/d 
家庭の取組み 4,260 ﾄﾝ 14,680 ﾄﾝ 18,940 ﾄﾝ 165,600ﾄﾝ 11.4％
事業者の取組み 930 ﾄﾝ

市の取組み 310 ﾄﾝ
17,980 ﾄﾝ 19,220 ﾄﾝ 108,138ﾄﾝ 17.8％

自動車の取組み 10,420 ﾄﾝ 21,900 ﾄﾝ 32,320 ﾄﾝ 170,412ﾄﾝ 19.0％
合計 15,920 ﾄﾝ 54,560 ﾄﾝ 70,480 ﾄﾝ 444,150ﾄﾝ 15.9％
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第７章 地域省エネルギービジョンの推進策 

 
Ⅶ－１ 省エネルギーにかかる北広島市の特性 

省エネルギービジョン策定の目的は、地球温暖化問題への対応のための意識改革とエ

ネルギーの効率的利用を推進するための施策を策定し、実践していくことにあります。 
具体的な施策を検討する前に、これまでの調査結果を振り返り、省エネルギーにかか

る北広島市の特性を整理します。 
 
１ 地域特性より 

 

 

 

 
 

札幌市に隣接し、昭和 40 年代から北広島団地地区、大曲地区等で宅地造成が進め

られたため、人口および世帯数は急激に増加しました。1965(昭和 40)年を基準にす

ると 2004(平成 16)年では、人口が約 7.5 倍、世帯数は約 14.5 倍となっています。 
一方、世帯平均人数は減少傾向を続け、2004(平成 16)年度では 2.53 人/世帯と核家

族化が進んでいます。 
また、老年人口(65 歳以上）の増加が顕著になっており高齢化が進行しています。

人口・世帯数の急激な増加と高齢化

従業者および通学者とも札幌市への流出、札幌市からの流入が多く、流出は総人口

の約 20％、流入は総人口の約 15％を占めています。 

札幌市間の人口移動 

昭和 40 年代以降、国道 274 号および国道 36 号沿いに工業団地が造成され、全道

平均に比べ、製造品出荷額の比率が高くなっています。また、従業者人口は、全道平

均に比べ、製造業、運輸･通信業の比率が高くなっています。 

5 つの工業団地 

自動車保有台数は年々増加を続けており、2004(平成 16)年度の世帯当たり乗用車

台数は 1.21 台と全道平均の 1.05 台を大きく上回り、日常生活での自動車依存が高く

なっています。 

自動車への依存 
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２ エネルギー消費特性より 
 

 

 

 
３ 家庭のアンケート調査より 

 
 

 

二酸化炭素の排出量は 2009(平成 21)年頃から電気の CO2 排出係数の低減から家

庭、民生業務部門および産業部門で減少傾向になりますが、運輸部門は一定して増加

すると予想されます。 

運輸部門で増加する二酸化炭素排出量

エネルギー消費量は産業部門が横ばいで推移しているが、家庭と自動車の増加が大

きく、家庭が全体の約 34.5％、自動車が 31.3％を占めています。 

エネルギー消費は家庭と自動車で増加

今後、各部門でエネルギー消費は増加する傾向にありますが、人口・世帯数の増加

が予想される家庭でのエネルギー消費は増加の伸びが最も大きく、次いで自動車、民

生業務部門となっています。産業部門は緩やかに増加です。 

今後も増加の伸びが大きい家庭のエネルギー消費

トップランナー方式、省エネラベリング制度の認知度は約 10％と低く、今後の PR
が必要です。 

知られていない省エネ制度 

約 90％のご家庭で省エネに取組んでいます。また、今後の取組みを含めるとほと

んどが実施率 50％を超えています。ただし、公共交通機関はあまり利用されていま

せん。 

省エネを実践 

省エネを進める上で、省エネの方法・技術、省エネ機器・製品の情報提供を求める

意見が多く回答されています。 
行政に望む省エネ施策では、「学校などにおける省エネ教育」が最も多くなってい

ますが、マイカー通勤の抑制、公共施設における省エネ機器・設備の導入、ホームペ

ージなどによる情報提供など多角的な取組みを求めています。 

省エネに関する情報・教育を求めています
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(財)省エネルギーセンターのパンフレットの一部です。ご活用下さい。 

４ 事業者のアンケート調査より 
 

 

 

 
 
 

 

ホームページからもご覧になれます。 
ホームページ http://www.eccj.or.jp 

家庭と同様にトップランナー方式、省エネラベリング制度の認知度は約 13％と低

く、今後の PR が必要です。 

知られていない省エネ制度 

省エネの管理目標設定、原単位の管理などに取組まれている事業所は約 30％と低

く、省エネの改善余地が残されています。 

省エネの改善余地が残されています

省エネを進める上で、エネルギー管理の方法・技術についての知識・情報提供

を求める意見が多く回答されています。 
行政に対しては情報提供に関する施策と助成制度拡充を求める意見が多く回

答されています。 

省エネに関する情報を求めています 
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Ⅶ－２ 省エネルギー推進目標 

地域の自然的社会的環境に相応しく、だれもが実践できる身近な行動で省エネルギー

を推進していくため、北広島市地域省エネルギービジョンの推進目標を以下の通り定め

ます。 
 
 
 
 
 
 
Ⅶ－３ 推進体系 

 

 

省エネルギービジョンの推進体系 

推進目標 基本方針 推 進 施 策   ■は重点施策 

一
人
ひ
と
り
が
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
切
さ
を
理
解
し
、 

行
動
す
る
環
境
都
市
北
広
島 

行政の率先した省エネへの 

取組み・実践 

■第２次率先実行計画の推進    【行政】 

■「環境マネジメントシステム」の導入   【行政】 

■地域間循環バスの導入検討    【行政】 

◆市有施設における省エネ改修工事の推進   【行政】 

◆未利用エネルギー等の活用検討   【行政】 

市民・事業者・行政が一体となった 

パートナーシップ形成による 

取組みの推進 

■エコドライブの推進    【市民・事業者・行政】

■トップランナー機器・自動車の導入推進 

     【市民・事業者・行政】

■住宅の省エネ化推進   【市民・事業者・行政】

■冬の重ね着、夏の軽装運動の推進 

     【市民・事業者・行政】

事業活動における 

省エネルギーの推進 

■事業所における省エネ行動の普及促進   【事業者】

■「環境マネジメントシステム」の導入推進   【事業者】

市民・事業者への情報提供、 

意識啓発、省エネルギー教育の推進

■省エネ普及促進情報の提供 

(省エネホームページの開設他)    【行政】 

■学校における省エネ教育の推進   【行政】 

◆省エネナビ、エコワットモニター制度の導入   【行政】 

◆環境家計簿、ファミリー・エコの普及推進   【行政】 

◆環境市民大学・環境出前講座の開催   【行政】 

 

一人ひとりが環境・エネルギーの大切さを理解し、 

行動する環境都市北広島 

省エネルギーの推進目標 
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市民・事業者への情報提供、意識啓発、省エネルギー教育の推進 

Ⅶ－４ 推進施策 

 
 
 

■省エネ普及促進情報の提供 
アンケートの調査結果では市民・事業者ともに省エネに関する知識・情報提供を求め

ています。また、省エネを効果的に進めるためには正しい知識・情報が必要です。 
市は市民・事業者へ省エネに関する知識・情報を積極的に発信するため、次の施策を

実施します。 
 
◆省エネ普及推進パンフレット等の発行 

省エネは身近で、できることから実施していかなければ継続した効果は得られませ

ん。 
・家庭、職場でできる省エネ行動とその効果 
・省エネ機器（トップランナー機器）とそのコスト・パフォーマンスの紹介 
・エコドライブ、低燃費・低公害車の紹介 
・省エネ住宅とリフォームの紹介 
など私たちの日常生活や職場で必要となる省エネ情報のパンフレット等を配布し

ます。 
 
◆市広報紙による情報発信 

市民、事業者、地域ネットワークの省エネ活動状況、イベント情報など旬な情報を

市の広報紙で紹介します。 
 
◆省エネホームページの開設 

北広島市のホームページに環境

コーナーを設置し、地球環境問題、

国、北海道、北広島市の取組みなど

環境行政を広く理解していただくとともに、省エネ普及推進パンフレット等の掲載、

省エネ支援諸制度・優遇措置等の紹介を行います。 
また、関連リンク先を整備し、最新の情報を効率的に入手できるようにします。 
省エネ相談窓口も設けます。 
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■学校における省エネ教育の推進 
（財）省エネルギーセンターでは、次世代を担うこどもたちにエネルギーの大切さ

を理解してもらい、省エネ行動の実践を促していくために、全国各地で「省エネ教室」

を実施しています。 
西部小学校は 2004(平成 16)年度に「環境を考慮した学校施設（エコスクール）」の

認定を受けており、2005(平成 17)年度に太陽光発電設備（10kW）を設置しています。 
 
◆省エネ教室 

省エネ教室は小学校のみを対象に開催さ

れ、エネルギーに関わる様々な実験を楽し

くわかりやすく行い、いくつかの実験には

子供たちも参加してもらいます。それらの

体験を通して、子供たちが省エネルギーの

実践を学び、自分たちの問題としてとらえ

考えるきっかけを提供しています。 
 

北広島市では、2005(平成 17)年度に初めて、広葉小学校と大曲東小学校の２校で

省エネ教室が開催されました。 
北広島市では、より多くの小学校で省エネ教室を開催し、児童・生徒たちの環境・

省エネ教育を推進していきます。 
また、北広島市は学校の先生など指導層を対象とした「省エネ学習講習会」、「省エ

ネルギー普及指導員」の養成についても検討を進めていきます。 
 
◆スクール・エコの普及 

先生、児童、生徒の皆さんが一緒になって「環境にやさしいこどもと学校づくり」

を目指すため、環境マネジメントシステムの考え方を採り入れた「スクール・エコ」

の普及を推進していきます。 
 

【スクール・エコの例】 
各学校において学校の緑化や学校周辺、通学路などの清掃活

動を行う「環境保全行動」や、節電・節水などの「省エネルギ

ー・省資源行動」、「廃棄物の３R（リデュース、リユース、リサ

イクル）行動」を活動テーマとして、各校が具体的な行動を宣

言し、PDCA サイクルによる継続的な改善を進めていきます。 
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◆環境サイクル・テーリングの開催 
エルフィンロードでは四季折々の森の風景を楽しむことができ、自然とふれあうこ

とのできる水辺の広場、学習の森等も作られています。 
エルフィンロードに作られている水辺の広場などをチェックポイントにして、サイ

クリングを行いながら自然・環境の体験学習を行う「環境サイクル・テーリング」を

開催します。サイクル・テーリングはご家族でも、子供たちだけでも参加できます。 
夏休みあるいは秋の祝・祭日など季節の良い時期での開催を検討します。 

 
エルフィンロード ロードマップ 

   エルフィンロード  レクリエーションの森  水辺の広場 

   学習の森      自然観察会 
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■省エネナビ・エコワットモニター制度の導入 
家庭において電気を上手に使うツールに省エネナビ、エコワットがあります。 
市は省エネナビ、エコワットのモニター制度を設け、その効果を公表します。 

 

 
 

省エネナビ表示器の一例 

 
 
エコワットはコンセントにつないで使用し、

テレビ、冷蔵庫といった個々の家電機器の消費

電力量を測定し、電力量、電気料金、通電時間

を表示します。 
 
 
 
 

消費電力量と電気料金を表示します 
分電盤に計測器を取り付け、結果を表示器で表示しま

す。計測器から結果を無線で表示器に送信するタイプもあ
ります。 

年間 １３％ の節電効果 

省エネナビモニター試験の結果では、省エネナビを設置
した当初と 3 か月経過後では省エネ行動が大きく向上し、
年間で約 13%の節電効果が示されています。 

 
省エネナビって 

？ 

 
効 果 は 

？ 
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■環境家計簿、ファミリー・エコの普及促進 
◆環境家計簿 

環境家計簿は、家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリン等の使用量や支出額を

毎月集計して、二酸化炭素の排出量を計算できるようにした家計簿のことです。 
環境家計簿をつけることによって、二酸化炭素の排出を減らす実践的な行動につな

がり、さらに家計の節約にもなります。 
北広島市では「環境家計簿」の普及を促進します。 

環境家計簿の例 

項 目 電 気 ガ ス 水 道 灯 油 ガ ソ リ ン ご み 
 

CO2 排出係 数 0.38 6.23 0.58 2.51 2.31 2.64 
合 計 

使 用 量 kWh ㎥ ㎥ ℓ ℓ ㎏ －

料 金 円 円 円 円 円 － 円

月 C O 2 排 出 量 ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏

使 用 量 kWh ㎥ ㎥ ℓ ℓ ㎏ －

料 金 円 円 円 円 円 － 円

月 C O 2 排 出 量 ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ ㎏

 
◆ファミリー・エコ  

環境家計簿と同様に電気代などのエネルギーコストの削減やごみの減量、環境意識

の向上を家族全員で取組めるよう、環境マネジメントシステムの考え方を採り入れた

「ファミリー・エコ」の普及を推進していきます。 
「ファミリー・エコ」の基本は PDCA サイクルによる継続的な改善を進めていく

ことで、ご家族で目標を定め、役割分担を決めて実践していきます。 
【ファミリー・エコの例】 

省エネ行動や省資源・リサイクル、悪臭、騒音、環境保全活動などへの参加など約

40 項目の中から、家族の皆さんが取組む内容を 5 つ以上選択し、実行することを宣

言していただきます。 
次に家庭内で項目ごとに役割分担を決め実行していただきます。 
実践内容を記録し、3 か月毎に不都合や改善できるところはないかの見直しを行い、

行動を再スタートさせます。これを継続的に繰り返すことによって、よりよい方向へ

改善されていきます。 
 
 

 

宣言（Plan）
取組む行動目標を決定し、宣言

記録（Check）
行動の結果がわかるように記録する

行動（Do） 
取組みを実行する 

見直し（Action） 
見直しを行い、新たな行動へ
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環境出前講座テーマの一例 

◇ 北広島の環境 
◇ わが家の省エネ 
◇ はじめようエコ・クッキング 
◇ だれでもできるエコドライブ 
◇ 省エネ家電機器の選び方 
◇ 上手な住宅の建て方＆リフォーム など

■環境市民大学・環境出前講座の開催 
◆環境市民大学 

地球温暖化や環境破壊など私たちを取り巻く生活、地域の環境は様々な問題を抱え

ています。 
これらの環境問題について広い観点から学び、私たち

にできることを考えていくために環境市民大学を開催

します。 
 

 
 
 
 
 
 
 

対象者は環境に関心のある高校生以上の方で、年 6～8 回の講座に毎回出席できる

方とします。また、受講修了者には修了証書を授与するとともに、地域の環境活動に

参加していただきます。 
 
◆環境出前講座（地域学習会） 

日常生活における環境問題とか、環境へ配慮した生活とはどのようなものか・どの

ような行動が望まれるのかなどについて正しく学び、実践していくきっかけにしてい

ただくため、市職員による「環境出前講座」を開催します。 
町内会、学校、職場、各種団体を対象とし、5 人以上の参加者があれば開催します。 
また、合わせて市政に関する報告・説明ならびにご意見を聞かせていただきます。 

 
 

 
 
 
 
 
 

◇ 環境と私たちの暮らし
◇ よくわかる省エネ 
◇ 施設見学（省エネ施設、省エネ住宅、生ごみ発電施設等） 
◇ 環境にやさしいエコ・クッキング 
◇ 始めようエコドライブ 
◇ ごみのゆくえと 3R（リデュース、リユース、リサイクル） 
◇ 今、私たちにできること～広げよう省エネの環 

講座カリキュラムの一例 
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事業活動における省エネルギーの推進 
 
 
 

■事業所における省エネ行動の普及促進 
北広島市は、工場や事務所における省エネルギー診断や省エネ講習など事業所に対す

る支援プログラムを紹介するとともに、省エネルギー機器（トップランナー機器）、建

物の省エネルギー、省エネルギー設備導入に関する公的補助制度など省エネルギーに関

する情報提供を行い、事業所における省エネルギーを推進します。 
 
◆エネルギー診断サービス 

（財）省エネルギーセンターでは工場のエネルギー診断サービスを行っています。 
□対象は？ 

省エネ法で定める第 2 種指定規模以上（電力の使用量が 600 万 kWh 以上、また

は熱の使用量が原油換算で 1,500 ㎘以上）のエネルギーを使用している中規模以

上の工場を対象にしていますが、詳細は省エネルギーセンターにお問い合わせ下

さい。 
□診断内容は？ 
熱、電気分野の専門家が 1 日診断を行い、 
・管理体制作りをアドバイスします。 
・エネルギー費削減管理に役立つ計測とデータの活用方法をアドバイスします。 
・設備上の問題点を見出し、経済性を考慮した改善策を提案します。 
・気づかない無駄を探し出し、対応方法をアドバイスします。 

□費用は？  無料です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料： 

省エネルギーセンター 
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各種ツールについて 

◆省エネルギー各種講座 
（財）省エネルギーセンターでは、省エネルギーを推進する「人づくり」のため各

種の講座を開催しています。詳細は省エネルギーセンターにお問い合わせ下さい。 
 

□省エネ技術講座 
要素技術（空気圧縮機、空調・給湯設備等）、工場見学、省エネ法、各種ツール、

業務用ビルの 5 つのジャンルが用意されています。 
 

 
 

○原単位管理ツール 
（財）省エネルギーセンターでは、事務所ビルの省エネ

ルギー促進を図るため面積当たりのエネルギー消費量を

算出する原単位管理ツールを開発し、皆さんにご利用い

ただけるよう、同センターホームページからダウンロー

ドできるようにしています。 
○エネルギー管理支援ツール 
（財）省エネルギーセンターでは事務所ビルのエネルギ

ー使用量の実態把握、エネルギー使用量の分析、総点検

および法規関連書類作成支援等を行うエネルギー管理支

援ツールを開発し、皆さんにご利用いただけるよう、同センターホームページか

らダウンロードできるようにしています。 
 

□省エネ実習講座 
省エネ技術を学習できる講義と実技を組み合わせた講座で、工場・ビルで省エネ

に取組まれている方にお勧めです。 
総合管理、電気、熱、ビル管理、案件発掘の 5 つのコースがあります。 

□出前講座 
社内研修・講演・講習会など省エネテーマに合わせた講師を派遣しています。各

種講座をそのまま実施することもできます。 
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■「環境マネジメントシステム」の導入推進 
北広島市は、国際規格と合わせ簡易版環境マネジメントシステムの普及を推進してい

きます。 
国際規格である環境マネジメントシステム（ISO14001）の認証取得は環境保全と経

営改善の両面において有効といわれています。 
また、ISO14001 を基本としながら、中小企業でも取組みやすくした簡易版の環境マ

ネジメントシステムも普及しています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
【簡易版環境マネジメントシステムの例】 

□エコアクション 21 
エコアクション 21 認証・登録制度は、環境省が策定したエコアクション 21
ガイドラインに基づく、事業者のための簡易版環境マネジメントシステムで認

証・登録制度は、財団法人地球環境戦略研究機関 持続性センターが実施して

います。 
□北海道環境マネジメントシステムスタンダード（HES） 

HES は北海道商工会議所連合会を中心に設立した「エイチ・イー・エス推進

機構」が企画し、2004(平成 16)年 7 月に導入した道内の中小企業向けの簡易

版環境マネジメントシステムです。 
 

環境マネジメントシステムのメリット

□ 従業員の環境に対する意識が向上します。 

□ 消費者や取引先等に対する信頼度が向上します。

□ 企業のイメージアップが図られます。 

□ コストダウンにつながります。 
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行政の率先した省エネへの取り組み・実践

 
 
 

■第 2 次率先実行計画の推進 
北広島市は 1998(平成 10)～2004(平成 16)年度に実施した第１次率先実行計画に引き

続き、第 2 次率先実行計画を 2005(平成 17)～2010(平成 22)年度にかけて推進し、省エ

ネを実践していきます。 
2010(平成 22)年度までに省エネ対策が可能な施設の電力、油類等について 2004(平成

16)年度実績から二酸化炭素で約 110 トン、原油換算で約 54 ㎘の削減を目指します。 
 
この目標達成のための主な取組み行動を示します。 
 
◆電力量の削減 

◇昼休みの消灯、不要照明の消灯の徹底 
◇不使用 OA 機器の電源 OFF の徹底 
◇電気ポット、コーヒーメーカーの使用禁止 
◇冷蔵庫台数の適正化 
◇冷房設定温度は 28℃とし、ノーネクタイを推進 
◇各庁舎に設置している自動販売機設置台数等の見直し など 

 
◆灯油、重油の削減 

◇ウォームビズの取組みと暖房設定温度 20℃の徹底 
 
◆ガソリン、軽油の削減 

◇アイドリングストップ、エコドライブの実践 
◇出張時における公共交通機関の積極的な利用 
◇庁用車配置台数の再検討と効率的利用 
◇マイカー通勤の自粛、ノーカーデーの設定 など 
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■環境マネジメントシステムの導入 
北広島市は第２次率先実行計画に環境マネジメントシステムの考え方を採り入れ、環

境問題への対応と省エネルギーを推進・実践していきます。 
 
環境マネジメントシステムは EMS（Environmental Management System）とも

言われています。 
事業活動によって大気汚染物質や水質汚染物質などが排出されますが、環境マネジメ

ントシステムは、環境方針を作成し、計画（Plan）、実行（Do）、把握（Check）、改善

（Action）の PDCA サイクルにより、環境汚染物質の継続的な排出低減を図るシステ

ムです。 
また、地球環境問題を考えると、環境マネジメントシステムに取組むことは、省資源、

省エネルギー、廃棄物の削減等になりますのでコストの低減、原価の低減につながりま

す。 
PDCA サイクルの展開では定量的な目標の設定と定量的な評価を行うことになりま

すので活動の成果が明確になります。 
環境マネジメントシステムは多くの事業者、自治体で取組んでおり、成果をあげてい

ます。 

 

P=Plan（計画） 
目標を立ててそれを実現する

ための方法を決めます。 

A=Action（調整・改善） 
把握した情報を基に、計

画が達成可能かを判断

し、調整・改善します。 

C=Check（状況の把握） 
実行が計画通り行われている

かを把握します。 

D=Do（実行） 
目標を実現するために立

てた計画を実行します。 
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■地域間循環バスの検討 
北広島市は、国道 274 号、国道 36 号および道道江別恵庭線沿いに発展を続け、東部

地区、北広島団地地区、西の里地区、西部地区、大曲地区の 5 つの地域から構成されて

います。 
北広島市では市の発展とともに計画的なまちづくりを進めてきましたが、地区の中心

となる核が明確になっていない地区や日常生活に必要な機能が十分ではない地区もあ

りますので、自然や歴史、文化などの地区の個性を高めながら、相互に補完し合い、交

流を深めるための地区間ネットワークを強化し、また、高齢化社会に対応した福祉の充

実を目指した都市づくりを目指す必要があります。合わせて、市内交通体系の一翼を担

い、マイカー依存の移動からの脱却を図るため、各地区間を市民の足として結ぶ地域間

循環バスの運行開始に向けた検討を進めて行きます。 

 

地域循環バス 



 
 
第７章 地域省エネルギービジョンの推進策 

 

 - 128 -

■市有施設における省エネルギー改修工事の推進 
本ビジョンで市有施設の簡易エネルギー診断を行いました。（第５章参照） 
その結果、特に暖房機の老朽化が進んでおり、また照明器具も従来型が多く使われて

いました。 
これらは、最新機器の高効率機器への更新や国が進めている「トップランナー方式」

の器具の採用により、省エネルギーを図ることができます。 
市は、市有施設からの CO2 排出削減を図るため、各機器の状態を適切に判断し改修

を行なっていきます。また、この実行の一手法として「ESCO 事業」について検討しま

す。 

 
一般的な省エネ改修工事と ESCO 事業がどう違うのか、比較しながら説明します。 
「ESCO 事業は、省エネルギー改善に必要な技術・設備・人材・資金など包括的なサービス

を提供する」と言うことです。 
「包括的なサービスを提供する」とは ESCO 事業者が皆さんに対して省エネを行なうための

コンサルティング、診断、計画の立案、設備の導入・保守・運転管理、事業資金の調達などを皆
さんに提供することです。 

一般的な省エネ改修工事では、設計契約、工事契約、設備の運転と、すべて別々の業者または
顧客まかせでした。 

これでは、計画段階で省エネの計画をたててもその意図が最後まで伝わるのは難しいのです。 
そこで ESCO 事業では、ESCO 事業者が一括してすべてを見るわけですから省エネ削減量を

保証することができるわけです。 
ESCO 事業者は省エネの診断から始まって、設備の運転管理まで必要なものすべてを考慮し

てくれることから、皆さんは専門的知識がなくても省エネ化が図れるということです。 
出典：省エネルギーセンターホームページ 
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■未利用エネルギーの導入検討 
北広島市は、生ごみ発電、廃熱利用などの未利用エネルギー利用の検討を推進します。 
 
◆生ごみ発電 

家庭、飲食店、ホテルなどから毎日出される残飯・調理屑などの生ごみをメタン

発酵させ、発生したバイオガスを発電等に利用することができます。 
食品系バイオマスガスの利用は、「食品リサイクル法」（食品循環資源の再生利用

等の促進に関する法律）の制定や、「バイオマス・ニッポン総合戦略」の閣議決定

などにより多くの自治体で検討が進められており、道内でも中空知衛生施設組合

（生ごみ 55 トン／日）、砂川市（生ごみ 22 トン／日）他で導入されています。 
北広島市では年間の生ごみ処理量約 14,000 トン（45 トン／日）から発電と熱の

利用の検討を進めます。 
 
 
 

生ごみをメタン発酵させ、バイオガスを発生させます。発生したバイオガスの中から

水素を取り出して燃料電池等で発電します。燃料電池は水の電気分解の逆の反応で，水

素と酸素を反応させることにより電気と水を発生します。 
バイオガスを燃料電池ではなく、ガスエンジン、ガスタービンで発電するシステムも

あります。 

 
 

生ごみ発電のしくみ 

メタン 

発酵槽

分別 

粉砕 

異物 

水 

生ごみ 燃料電池 

生ごみ燃料電池システム 

電気 
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◆都市型排熱（下水処理水）の有効活用検討 
下水処理水は、年間を通して豊富な水量（平成 16 年度処理水量 約 700 万 t）

と安定した水温（年間を通して 10℃以上）を維持し、それ自体に大きな保有エネ

ルギーを持っていますが、そのほとんどが河川に放流されています。 
この捨てられている処理水を有効に活用することにより CO2 排出量を削減する

ことができます。 

 
利用形態 〔参考資料：（財）日本地域開発センター「下水熱利用計画マニュアル」〕 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜参考＞下水処理水 1 ㎥当たりの CO2排出量（H16 実績より） 

処理水量 消費電力量 エネルギー消費原単位 CO2排出量（H16） 

7,128,190 ㎥ 2,678,500 kWh 0.376 kWh/㎥ 0.2 kg- CO2/㎥ 

     電力の CO2排出係数 0.53kg- CO2/kWh（H16） 

直接再利用 雑用水利用、工業用水利用 

間接再利用 親水利用 

エネルギー利用 建物の暖房熱源（電気、ガス、油の節約）

防災上の利用 消火、非常時生活用水 

積雪対策 消融雪（電気、ガス、油の節約） 

放流（島松川） 

下水処理場 

最終沈殿池 

北広島市下水処理水温度と外気温
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市民・事業者・行政が一体となったパートナーシップ形成による取り組みの推進 

 
■エコドライブの推進 
自動車で最も身近にできる地球温暖化対策は燃費を向上させ自動車から出る二酸化

炭素を減らす運転（＝エコドライブ）です。 
日常生活での自動車依存が高い北広島市は、エコドライブを推進していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、北広島市は低燃費自動車や自動車の省エネ情報を積極的に提供していきます。 
マイカー通勤に対してはノーカーデーの設定や相乗り通勤を推進していきます。 

 

 
(社)日本自動車連盟（JAF）が推薦する 10 のエコドライブ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：(社)日本自動車連盟 
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■トップランナー機器・自動車の導入推進 
二酸化炭素の排出量削減は国の施策に期待するウエイトが高くなっています。 
しかし、ただ国の施策に期待するだけでは削減できません。 
国は、国の施策に理解と協力を国民の役割として求めており、私たちにできることは

積極的に実践していかなければなりません。 
 
国はトップランナー方式の導入で、コスト・パフォーマンスの

高い家電機器・自動車等の販売を促進しています。 
家電機器・自動車の買換えではトップランナー方式のものを選

択することで、快適な生活と二酸化炭素の排出量削減の両方が実

現できます。 
北広島市はトップランナー機器・自動車の導入を推進します。 
 
カタログなどに表示されている省エネ性能（エネルギー消費効率）のチェックポイン

トを紹介します。 
 

乗用自動車 
エアー 

コンディショナー 
蛍光灯 テレビジョン 

ビデオテープ 

レコーダー 
複写機 

燃費 

 

(km/ℓ)☆ 

COP☆ ルーメン／W☆ 年間消費電力量 

 

(kWh／年)※

待機時消費電力 

 

(W)※ 

１時間当たりの 

消費電力量 

(Wh)※

 

電子計算機 
磁気ディスク 

装置 
貨物自動車 電気冷蔵庫 電気冷凍庫 ストーブ 

計 算 機 の 処 理

能力に対する消

費電力 

(W／MTOPS)※ 

ディスクの記憶

容量に対する消

費電力 

(W／GB)※ 

燃費 

 

 

(km/ℓ)☆

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※ 

熱効率 

 

 

(％)☆

 

ガス調理機器 ガス温水機器 石油温水機器 電気便座 自動販売機 変圧器 

熱効率 

(％)☆ 

ガス消費量 

(Wh)※ 

熱効率 

 

 

（％）☆ 

熱効率 

 

 

（％）☆

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※

年間消費電力量 

 

 

(kWh／年)※ 

全損失 

 

 

(W)※

 
☆値が大きいほど省エネ性に優れています。  ※値が小さいほど省エネ性に優れています。 

（資料：省エネルギーセンター） 
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■住宅の省エネ推進 
北広島市では昭和 40 年代から宅地造成が進められてきましたので、建築後多くの年

数を経た住宅が多くなっています。住宅の建替え、リフォーム時には高断熱・高気密化

を推進します。 
住宅の高断熱・高気密化はそのまま省エネと暖・冷房費の節減になります。 
 
高断熱・高気密住宅では部屋の中の温度ムラや上下の温度差が少なくなります。 
住宅内の部屋ごとの温度差が少なくなるので、冬に、トイレや風呂が寒い、というこ

とが少なくなります。 
気密性が向上したことにより、室内の水蒸気や雨水が壁体内に入り、木材等の構造物

を腐らせることが少なくなります。このため建物の耐久性や耐震性が向上します。 
 
住宅金融公庫の融資制度でも、次世代省エネルギー基準での新築では、割増融資のほ

か最優遇金利の適用を受けることができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：松下エコシステムズ（株） 

 
北海道における建物の省エネルギー基準の推移については第 4 章で紹介しましたが、

再掲します。 
省エネ法の 1980(昭和 55)年基準を 100とすると 1999(平成 11)年基準では約半減して

います。つまり暖房費は半減することになります。 
 

住宅の省エネルギー基準 
基  準 基準年 熱損失係数 W/㎡・k 指 数 

旧省エネルギー基準 1980(S55)年 3.26 100 
新省エネルギー基準 1992(H 4)年 1.74 53 
次世代省エネルギー基準 1999(H11)年 1.60 49 
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■冬の重ね着、夏の軽装運動の推進 
暖房期間の長い北海道で、灯油とか電気・ガスのエネルギーと暖房費を上手に節約す

るためには、室内でのセーター、靴下の着用が効果的です。 
暖房温度を１℃下げるだけで 6％程度の暖房費が節約になります。 
 
北広島市ではセーターなどの着用、ウォームビズを呼びかけ、家庭・事務所における

「暖房温度マイナス１℃運動」を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、夏季にはクールビズ、ノーネクタイ等の軽装を呼びかける運動を推進します。 

 
 



 

 

Ⅶ－５ 事業推進計画 

市民、事業者および市は、16 の推進施策を短期、中期、長期に分けて、取組むことにします。 
■は重点施策 

推進期間 
 

基本方針 

短 期 
2006～2008 年度 
(H18～H20 年度) 

中 期 
2009～2011 年度 
(H21～H23 年度) 

長 期 
2012 年度以降 

（H24 年度以降） 
市民・事業者への情報提供、

意識啓発、省エネルギー教育

の推進 

■省エネ普及促進情報の提供 
（省エネホームページの開設他） 

・・・【行政】

■学校における省エネ教育の推進 
・・・【行政】

◆省エネナビ、エコワットモニター制度の

導入 
・・・【行政】

◆環境家計簿、ファミリー・エコの普及促

進 
・・・【行政】

◆環境市民大学・環境出前講座の開催 
・・・【行政】

  

事業活動における省エネルギ

ーの推進 
■事業所における省エネ行動の普及促進 

・・・【事業者】

■「環境マネジメントシステム」の導入推進

・・・【事業者】

 

行政の率先した省エネへの取

組み・実践 
■第 2 次率先実行計画の推進 

・・・【行政】

■「環境マネジメントシステム」の導入 
・・・【行政】

■地域間循環バスの導入検討 
・・・【行政】

◆未利用エネルギー等の活用検討のうち・生

ごみ発電の検討 
・・・【行政】

◆市有施設における省エネ改修工事の推進 
・・・【行政】 

◆未利用エネルギー等の活用検討のうち・都

市型排熱（下水処理水）の有効活用検討 
・・・【行政】 

市民・事業者・行政が一体と

なったパートナーシップ形成

による取組みの推進 

■エコドライブの推進 
・・・【市民・事業者・行政】

■冬の重ね着、夏の軽装運動の推進 
・・・【市民・事業者・行政】

■トップランナー機器・自動車の導入推進 
・・・【市民・事業者・行政】

■住宅の省エネ化推進 
・・・【市民・事業者・行政】
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 第８章 

 省エネルギー行動計画 

   
 
私たちは、一人ひとりが役割を認識し、省エネルギービ

ジョンの目標達成のために行動することが大切です。 
本章は、省エネルギービジョン推進のための体制と市

民・事業者・行政の役割を明確にします。 
 

   



 
 
第８章 省エネルギー行動計画 

 

 - 136 -

 

推進と進行管理 公表 

北広島市
地域省エネルギー

ビジョン 

 

 

推進組織
（仮称）北広島市 

省エネルギー推進協議会 
市民・事業者・各種団体 

エコ・パートナーシップ北広島・行政

環境基本条例の 
基本理念 

総合計画の 
基本目標 

環境都市北広島をめざして

活動計画の 
立案・提案 

支援・協働 

情報発信 
活動協力 

参加・活動 

省エネルギービジョン推進体制 

北広島市 
地域社会の
諸活動組織
・自治会 
・市民団体
・学校 他

第８章 省エネルギー行動計画 

 

Ⅷ－１ 行動計画の基本的な考え方 

 
 

北広島市は、本ビジョンに示された省エネルギー推進策の基本方針に基づき、施策の

実効性を高めるため、市民、各種団体等、事業者、行政が連携・協働した取組みを進め

る母体として「北広島市省エネルギー推進協議会（仮称）」の設立を進めます。 
 

 
本ビジョン目標の達成と北広島市環境基本条例の基本理念、北広島市総合計画のまち

づくり基本目標の実現に向け一歩一歩前進するよう努めます。 
 
Ⅷ－２ 推進体制 

北広島市地域省エネルギービジョンの目標達成に向けた行動を展開するためには、実

施主体ごとに効果のある省エネ行動を着実に推進する必要があります。 
そのためには、市民、事業者、行政の実施主体ごとの行動、または連携した、継続的

な活動が必要です。 
その推進組織「北広島市省エネルギー推進協議会（仮称）」は、市民、事業者、エコ・

パートナーシップ北広島、学校・自治会など各種団体、行政の協働による活動計画の立

案や情報発信などを行います。 
 

 

推進組織の設立 

環境都市北広島をめざして 
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◆ 北広島市のエネルギー消費は、家庭と自動車の割合が大きくなっています。 

市民一人ひとりが地球環境の変化に気づき、意識して省エネルギー型生活行動を

行うように努めます。具体的な行動計画は次のとおりです。 

市民の具体的な行動計画 
① 「省エネナビ」、「エコワット」の電気を上手に使う省エネツールの活用 
② 省エネルギーの意識向上につながる環境家計簿の活用 
③ 自動車の不要なアイドリングをしない、タイヤの空気圧の適正化など「エコ

ドライブ」の実践 
④ 冷蔵庫や蛍光灯など省エネルギー機器の積極的な採用 
⑤ 高断熱・高気密住宅の採用や室内の温度管理の実践  など 

Ⅷ－３ 省エネルギービジョンの進め方 

本ビジョンは、北広島市環境基本計画の環境に関連する個別計画として位置付けを行

い、北広島市環境基本計画の進行管理を進める中で、施策の進捗状況を把握し、着実な

ビジョンの推進を図ります。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

Ⅷ－４ 市民・事業者・行政の役割 

省エネルギー行動の実施主体別の役割と具体的行動計画は、次の通りです。 
 
１ 市民の役割 

Do（実行） 
 

◆市民・事業者・行政が、それ
ぞれの役割に応じて行動 

Action（調整・改善） 
 

◆推進施策の見直し 

Check（状況の把握）
 

◆推進施策の進捗状況把握 
◆各種市統計書による電気・ガスなどの

エネルギー消費状況確認 

Plan（計画）
 

◆省エネルギー目標設定 
◆推進施策の設定 

省エネルギー 

ビジョン 

省エネルギービジョン推進の概念 
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２ 事業者の役割 

 
３ 行政の役割 

 

 
 

◆ 事業者は、各々の事業活動の内容、状況に応じ省エネルギー対策について自

らの問題として取組み、行動します。また、行政の施策、市民活動へ協力しま

す。 

◆ 北広島市の産業部門、民生部門の業務用エネルギー消費量は増加傾向にあり

ます。事業所におけるエネルギー管理の徹底、省エネルギー教育の実施などに

努めます。具体的な行動計画は次のとおりです。 

事業者の具体的な行動計画 
① 産業部門における経団連環境自主行動計画の着実な実施とトップランナー基

準適合車および基準適用機器の採用 
② 省エネルギーセンターの「エネルギー診断サービス」の活用によるエネルギ

ー管理の実践と各種技術講座への参加による省エネ技術者の養成 
③ 自動車の不要なアイドリングをしない、タイヤの空気圧の適正化など「エコ

ドライブ」の実践  など 

◆ 行政は、省エネルギーの推進にあたり、自らが率先して省エネ行動を実践し、

その有効性をアピールするとともに、省エネ機器などの紹介に努めます。 
◆ 市民、事業者、自治会、学校等が行う省エネ行動への支援・協働を行います。

具体的な行動計画は次のとおりです。 

行政の具体的な行動計画 

① 第２次率先実行計画の着実な推進と省エネルギー機器の導入 
② 「北広島市省エネルギー推進協議会（仮称）」の運営 

③ 市民、事業者、自治会、学校等に対し、環境、省エネに関する情報発信と啓

発活動の実践 
④ 省エネルギービジョンの推進と進行管理  など 
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